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第1　弁護士自治の課題
1 弁護士自治の維持・強化
（1） 弁護士自治の意義
　弁護士自治の意義は、弁護士の資格審査や弁護士の
懲戒を弁護士の団体のみが行い、それ以外の弁護士の
職務活動や規律についても、裁判所、検察庁又は行政
庁の監督に服せしめないことである。弁護士自治の内
容として理論上、①弁護士会による弁護士資格試験の
実施、②弁護士会による弁護士養成、③弁護士会によ
る弁護士資格の付与、④弁護士会による弁護士に対す
る指導・監督、懲戒、⑤弁護士会に対する強制加入が
挙げられる。現行弁護士法は③ないし⑤をほぼ採用し
ている。
　弁護士自治は、基本的人権の擁護と社会正義の実現
のための弁護活動を十全ならしめるためには国家権力
と対峙できなければならないことから、裁判所を含め
た国家機関による監督を排除するために認められたも
のである。
　弁護士会の役割の観点からいうと、弁護士会には弁
護士自治による「自己規制機能」を果たすことが求め
られる。また、弁護士会はその「利益代表機能」に加
えて、今日人権擁護のための意見表明や諸活動を行う
「人権擁護機能」を有しているといえる。
（2） 弁護士自治の歴史
　我が国における弁護士自治は、1949（昭和24）年6
月1日に公布された弁護士法により認められ、これに
より完全な自治を獲得したのであるが、ここに至るま
でには弁護士・弁護士会の悲願であった弁護士自治を
獲得するための歴史があった。1893（明治26）年3月3
日公布された弁護士法（旧旧弁護士法）では弁護士及
び弁護士会は検事正の監督下におかれ、1933（昭和8）
年5月1日公布された弁護士法（旧弁護士法）では弁護
士会の監督者は司法大臣に昇格した。これらの改正は
弁護士による改正運動の成果であるといえる。まず、
任意団体である日本弁護士協会は1903（明治36）年4
月29日の臨時総会で弁護士会を自治団体とし懲戒権を
弁護士会が持つという弁護士法改正案を議決している。
そして、弁護士会が懲戒権を持つという弁護士法改正

案は、1912（明治45）年、衆議院で可決されたが貴族
院で審議未了となり、1913（大正2）年、やはり衆議
院を通過したがそれに止まり、1921（大正10）年にも
衆議院の委員会で可決されたのみで止まり、1922（大
正11）年にも衆議院を通過したが貴族院で審議未了と
なった。これらの法案は全て弁護士たる衆議院議員か
ら提出され、政府提案は全くなかったのである。
　そして、弁護士自治を獲得した現在の弁護士法も議
員立法である。参議院議員で東大名誉教授の高柳賢三
は1948（昭和23）年11月に憲法の最高裁の規則制定権
から弁護士に関して法律を制定するのは違憲であると
の論文を発表し、また、司法官僚は弁護士自治に猛烈
に反対を続けていた状況で、議員立法により弁護士自
治を獲得したことは戦前からの弁護士による自治獲得
運動が結実したものとしてよいであろう。
　このような歴史的経緯に加え、法曹一元が実現して
いない日本においては、裁判所が官僚化（行政官化）
するおそれがあり、裁判所に弁護士をコントロールさ
せるのは不適切であるとの判断から、我が国における
弁護士自治は、諸外国に比して、より完全な国家権力
からの独立性が確保されている。個々の弁護士が日常
業務において弁護士自治を意識する場面は少ないが、
民事事件や刑事事件を問わず、弁護士が第三者から独
立して活動するためには弁護士自治が不可欠であり、
これにより基本的人権の擁護者たりえることは常に心
に留めておくべきである。
　かかる弁護士自治は、絶えず他の国家機関等と緊張
関係にあったし、現在も同じ状況である。過去の大き
な案件を取り上げるだけでも、臨時司法制度調査会意
見書、東大裁判と弁護士懲戒事案、弁護人抜き裁判特
例法案、外国弁護士への監督権を日弁連が持つかが問
題になったことなど、弁護士自治は幾多の試練を経て
いる。
　弁護士自治を獲得して以後、弁護士が弁護士自治は
必ず堅持するという強い意志を持ってきたからこそ、
現在まで弁護士自治制度が存続できたのである。我々
弁護士は、今一度、弁護士の活動の独立を確立維持し、
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基本的人権擁護のためには弁護士自治が必要であると
いう原点に立ち戻って、弁護士自治の意義を再認識し
なければならない。
（3） 弁護士自治をめぐる問題点
　弁護士自治は現在次のような問題を抱えているとい
える。
　第1に、近時頻発する弁護士による不祥事である。
すなわち、重大な不祥事が多発していることから、弁
護士会による綱紀懲戒制度が機能不全に陥っていると
されるおそれが多大にある。弁護士数が増えれば懲戒
件数も増加する、あるいは弁護士の経済的困窮が原因
であるなど様々な言い分はあるが、弁護士及び弁護士
会への市民の信頼が弁護士自治の前提である以上、言
い分の是非は別として市民からの信頼を損なうわけに
はいかない。弁護士自治に対する最も強烈な批判は、
弁護士が身内だけで独善的な運用をしているというも
のである。そこで、弁護士及び弁護士会としては、客
観的に公平で且つ透明性のある会務運営をする必要が
あるし、市民の意見に耳を傾けて制度運用を行うこと
が重要である。その意味で、2003（平成15）年6月の
弁護士法改正における日弁連綱紀委員会の法定委員会
化、綱紀委員会参与員の廃止と外部委員の導入、弁護
士以外の者のみによって構成される綱紀審査会を日弁
連に設置するなどの内容を柱とする制度改革は時宜を
得たものであった。
　第2に、弁護士自治が弁護士法により認められたも
のであり、法改正により剥奪されうることである。弁
護士会による人権擁護活動を抑制するために、法改正
により弁護士自治を解消すると圧力をかけられるおそ
れは常に存するのである。たしかに日本国憲法77条1
項では、弁護士に関する事項については最高裁規則で
定める旨規定しているところ、実際には弁護士自治は
弁護士法により明示的に認められている。しかしなが
ら、弁護士法で弁護士自治を定めることは憲法に違反
しないのみならず、憲法の定める人権擁護のために弁
護士自治を憲法が要請していると解すべきであり、弁
護士自治を奪うことは憲法の趣旨に反するとすら言い
うるのである。
　第3に、弁護士人口が増加し、弁護士自治の意義を
理解しない弁護士が増えれば、弁護士自治は危機に瀕
する。つまり、弁護士自治を権利ではなく一種の規制
であると理解してしまうと弁護士自治を廃止すること

に躊躇がなくなり、むしろ肯定的になることもあろう。
弁護士自治は弁護士が長年かけて勝ちとったいわば権
利であり、弁護士自身が油断すれば、瞬く間に弁護士
自治は失われるおそれが存するのである。我々弁護士
は「強制加入の弁護士会は、国家機関が監督、懲戒権
を持つ場合は取締りのための檻となり、弁護士が自治
権を持つ場合には弁護士活動の砦の役目を果すことに
なる。」（辻誠『司法改革の展望』に収録）との至言を
忘れてはならない。
　第4に、弁護士会が集団的自衛権違憲論、死刑廃止
論等自らの見解を強く表明することにより、多くいる
であろう反対意見の弁護士の弁護士会活動への参加意
欲が減退していくことになるおそれがある。弁護士会
は人権擁護機能を有しており意見表明を含めて人権擁
護のための諸活動を行うが、他方で強制加入団体であ
ることから、反対意見の弁護士も弁護士会に所属せざ
るをえない。弁護士会の人権擁護活動といっても人権
と人権が衝突する場面もあることから、弁護士会の活
動やその見解に対する反対意見はあって当然のことで
ある。更にいえば、そもそも人権保障の背景思想には
反対意見の尊重があるといえる。かかる認識の下に、
今こそ弁護士会内で多様な見解が自由な雰囲気で語ら
れるべきであり、今後、多数決原理で意思決定を行う
がゆえの、反対意見又は少数意見を尊重した熟議を尽
くすための工夫が検討されるべきである。
（4） 弁護士自治の強化
　現在、弁護士人口が飛躍的に増大しており、過当競
争により弁護士の収入が減少するのに伴い、市民に弁
護士は依頼者ではなく弁護士自らの利益を図っている
との認識が一般的に浸透したときには、弁護士自治は
危機に瀕するであろう。すなわち、自己の利益の擁護
しか考えていない弁護士に自己規制を求めることは出
来ないと言われかねないのである。そうすると、英国
の法律サービス委員会（Legal Services Board）が法
律専門職の監督を行うとされたのと同様に、弁護士会
の持つ利益代表機能と自己規制機能を分離すべきであ
ると主張されるおそれがある。また、弁護士自体から
も、弁護士人口の増加に伴う弁護士業の商業化や綱
紀・懲戒事案の増加に伴う負担の増加により、弁護士
自治の意義に疑問が呈される可能性がある。
　我々弁護士は、弁護活動の独立を確立維持するため
には弁護士自治が必要であり、個々の弁護士が第三者
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から独立してこそ、基本的人権の擁護者という公益性
の高い職責を担っていくことができることに想いを致
すべきである。そして、戦前、様々な人権抑圧がなさ
れたことや、第二次世界大戦時には、軍部の専制を阻
止できずに国家国民を挙げて戦争遂行体制を築いたと
いう我が国の歴史に鑑みると、人権擁護のためには
個々の弁護士が独立することと、その制度的な保障と
して弁護士自治が必要であることは、弁護士法制定当
時も現在においても全く変わることがない。
　例えば、中央官庁が多大な権限と重要な情報を持っ
ていることや、秩序を好む国民性から少数者を排除し
やすい土壌があること、全員一致を指向すること、ま
た上位者に対しては従順であるべきという一般的な価
値観は何ら変わっていない。さらに言えば、超巨大企
業の出現等、国家以外に社会的影響力をもった強大な
組織・団体が出現していることから、弱者救済の必要
性は高まっているといえる。弁護士自治があるからこ
そ弁護士は人権擁護活動をやりきることができるので
ある。日本においては和をもって尊しとする精神が大
切な価値観であるとされるが、それは同時に和（秩序）
を乱した者は罰すべきという「喧嘩両成敗」のような
判断に陥る危険がある。弁護士自治は、社会的弱者や
少数者の人権擁護のために、更に言えば依頼者の権利
擁護や社会正義の実現に弁護士が全力で取り組むため
に必要な安全弁なのである。裁判所を中心とした法曹
一元が実現する可能性が極めて低い以上、弁護士自治
を堅持しなければ人権保障は危ういことになる。弁護
士自治をめぐる問題点は克服しなければならず、むし
ろ弁護士会は弁護士自治をよく機能させていると評価
されるようでなければならない。そのためには、弁護
士自治の担い手である弁護士会や弁護士において、基
本的人権を擁護しているという自負心を持ち続け、ま
た弁護士が自らの私益ではなく広く公の利益を図る職
責を担っていると自覚することが肝要である。

2　弁護士不祥事に対する弁護士会の対応
（1） 続発した弁護士不祥事
　2011（平成23）年ころから、テレビ・新聞等で①4
億7,000万円を着服した福岡県弁護士会々員、②9億円
以上を着服した岡山弁護士会々員、③4,200万円を横
領した東弁元副会長等々、弁護士不祥事に関して多数
の報道がなされた。

　これらの不祥事の多発は、弁護士・弁護士会に対す
る市民の信頼を揺るがせ、弁護士自治の危機を招くも
のといえる。
（2） 第1次提言及び第2次提言の取りまとめ
　日弁連は、2012（平成24）年10月、「市民窓口及び
紛議調停に関するワーキンググループ」内に、弁護士
不祥事対策検討プロジェクトチームを設置し、2013（平
成25）年1月に「不祥事の根絶をめざして－市民窓口
機能強化等の提言－」（第1次提言）を日弁連に報告し
た。
　さらに、2013（平成25）年6月、弁護士不祥事の根
絶のための総合的な施策の立案等を目的とする「弁護
士職務の適正化に関する委員会」が発足し、2013（平
成25）年12月に、「不祥事の根絶をめざして・その2　
弁護士への信頼確保のための非行防止策の提言」（第2
次提言）を日弁連に報告した。
　その後、弁護士職務の適正化に関する委員会は、第
1次提言及び第2次提言を受け、以下の通り、弁護士不
祥事対策を総合的に推進している。
（3） 総合的対策その1～非行探知
ア　市民窓口の機能強化
　市民から市民窓口に寄せられる弁護士に対する苦情
は、弁護士の不祥事発見の端緒として重要であるため、
その情報を弁護士会が把握して活用する必要がある。
ところが、その相談担当者、役員との情報共有の有無、
会員に対する指導監督の主体等についての取扱いやノ
ウハウは弁護士会間に大きな差がある。
　そこで、弁護士会間でこれらのノウハウや情報を共
有するため、当初全国協議会を開催していた。その後、
弁護士会の規模等により運用や問題意識が異なるため、
2019（令和元）年以降は、全国を複数のブロックに分
け、「市民窓口及び紛議調停に関するブロック別協議
会」を開催することとして、ノウハウや情報の共有を
図っている。
イ　紛議調停の情報利用
　紛議調停についても、「市民窓口及び紛議調停に関
するブロック別協議会」を開催して、ノウハウや情報
の共有を図っている。
（4） 総合的対策その2～被害拡大防止：弁護士会によ

る懲戒手続の整備と事前公表制度の運用強化
　2014（平成26）年8月27日以降、年1回のペースで、「弁
護士職務の適正化に関する全国協議会」を開催し、全
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国から単位会の役員・担当者を集め、会請求や事前公
表についての事例報告、日弁連調査室嘱託による規程
の説明等を行い、経験交流をするとともに弁護士成年
後見人の不祥事対策や業務停止の執行についての質疑
応答を行っている。
（5） 総合的対策その3～非行発生自体の阻止
ア　日弁連「預り金の取扱いに関する規程」の制定
（2013〔平成25〕年8月）・改正（2017〔平成29〕
年10月）

　預り金口座の開設を義務付けたことに加え、改正規
定では、預り金口座作成義務の履行を担保するため、
①預り金口座であることの明示文字使用、②所属弁護
士会に対する預り金口座の届出義務化、③所属弁護士
会による預り金保管状況の調査などが、新たに規定さ
れた。2024（令和6）年3月31日時点で、弁護士は99.1％、
弁護士法人は96.7％が預り金口座の届出をした。
　預り金に対する規制について、必ず問題になるのが
弁護士職務の独立性の議論であるが、依頼者から預っ
た「預り金」をどのように使い、どのように保管する
かということは、弁護士職務の独立性とは直接関係が
ないことに注意すべきでる。
　さらに、2024（令和6）年度、日弁連では、続発す
る弁護士の横領事案防止策の強化のため、預り金会規
を改正し、弁護士会による調査開始の要件を緩和する
とともに、弁護士会による預り金口座照会に対し回答
をしない会員の公表を可能にすることを検討している。
イ　会員向け相談窓口の整備
ア　メンタルヘルスカウンセリング事業（2015〔平成27〕

年10月～）
　日弁連が、SOMPOヘルスサポートに委託し、対面、
電話、web（メール）の方法で、カウンセリングを受
け付けている。2022（令和4）年度の利用件数は、対
面111件、電話240件、web43件となっている。
イ　日弁連会員サポート窓口（2017〔平成29〕年10月～）
　会員の職務又は業務に関して生じた問題についてサ
ポート相談員が電話等で相談に応じる極めて有用な窓
口である。利用件数は、2022（令和4）年度で114件で
ある。会員サポート窓口には、2022（令和4）年3月現
在で、21人の相談員が登録されている。この制度につ
いては、①相談員ごとに寄せられる相談件数に大きな
ばらつきがあり一部の相談員に負担が集中している、
②自由と正義に毎号広告を出している割に会員への周

知が進んでいない、③相談者が弁護士間のトラブルに
おいて、相談結果を自分に有利に援用するなど会員サ
ポート窓口本来の目的と異なる目的で利用される場合
がある、といった問題が指摘されている。
ウ　研修制度の強化
ア　不祥事防止マニュアル
　会員への意識喚起のための情報提供として2015（平
成27）年10月、「不祥事防止マニュアル」を作成して
全国の単位会を通じ全会員に配布をし、2017（平成
29）年10月には「2017年補訂版」を会員専用ページに
掲載した。その後、2023（令和5）年、内容をアップ
デートするとともに、弁護士業務広告について説明を
加えた第2版を会員専用ページに掲載した。
イ　マネジメント研修
　日弁連では、高齢になって経済的困窮に陥り不祥事
に走ることのないように早期にライフプランを立て、
ハッピーリタイアメントを迎えるために必要な取組み
について検討し、日弁連ウェブサイトの会員専用ペー
ジに「弁護士ライフプランのつくり方」と題する記事
を掲載している。
　事務所仕舞いの方法で一般的なのは、若手弁護士と
の共同受任であるが、マッチングや報酬についての取
り決めが難しいと言われている。また、事業譲渡スキ
ームも検討されているが、依頼者・顧問先承継に対価
が支払われる場合は、依頼者紹介の対価支払いを禁止
する弁護士職務基本規程13条1項との関係が難関であ
る。結局のところ、事務所仕舞いの決定打はいまだ見
つかっていないのが現状であり、今後も模索は続くも
のと思われる。
（6） 総合的対策その4～重大非行防止
ア　非行端緒の発見のための体制整備
　会費を滞納している弁護士は、健康を害して事件処
理を遅滞したり、経営難に陥っている場合が多く、預
り金横領等重大非行の前兆があると言えるので、弁護
士会の不祥事担当役員間で会費滞納情報の共有が必要
である。
イ　市民窓口の苦情対象弁護士への対応検討
　事件処理遅滞や預り金不返還といった、事実であれ
ば重大非行がうかがわれる苦情が寄せられた場合、弁
護士会は弁護士に対する指導監督権限を行使すること
を検討すべきである。その指導監督は、小規模会であ
れば役員が、大規模会であれば市民窓口委員会等が対
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応することになる。
（7） 総合的対策その5～重大非行への対応
ア　弁護士会の調査の在り方の検討
　企業において不祥事が発覚した場合、その原因究明
と再発防止のため調査委員会を立ち上げて調査を行う
ことが推奨されているが、弁護士会の場合は、綱紀委
員会、懲戒委員会による調査と重複するような調査は
認められていない。
イ　弁護士会に対する責任追及への備え
　近時、詐欺や横領を重ねる弁護士の所属会に対し、
会長が指導監督権限の行使を怠ったとして、損害賠償
請求の訴えが提起される事案が発生している。被告と
なった弁護士会の経験や、こういった訴訟において必
要な対応は何か、といった点について、前述の全国協
議会で情報共有をしている。
ウ　懲戒権発動と被害拡散防止策
　放置すると被害が拡散する不祥事に対し、弁護士会
は、迅速な会請求と事前公表により被害の拡散を防止
することが重要であるが、弁護士会による意識の差が
大きいので、前述の全国協議会で経験を共有し、意識
を高めてもらう活動をしている。
エ　被害救済策：依頼者見舞金制度（2017〔平成29〕
年10月～）

　弁護士業務に伴い、横領が行われ、それにより被害
を被った依頼者及び依頼者に準ずる者がいた場合、日
弁連が一定の基準・要件に基づきつつ裁量的に一定の
金員の給付を行うことにより、被害者が受けた精神
的・財産的打撃を緩和する制度である。
　同制度は、①保護の対象は自然人のみで法人を含ま
ない、②対象行為は横領のみで詐欺被害を含まない、
③見舞金は日弁連が裁量的に支給するというものであ
る。
　2017（平成29）年4月1日以降に発生した弁護士の職
務又は業務に伴う横領により30万円を超える被害が発
生した場合、対象被害者は、弁護士会を通じて日弁連
に申請し、申請を受理した日弁連は調査委員会を設置
し、事案を調査して、会長に報告し、会長が調査委員
会の報告等、諸般の事情を考慮して給付の有無と金額
を決定するというものである。給付額は、給付対象者
1名あたりの上限額は500万円、加害弁護士1名あたり
に関して給付される上限額は2,000万円である。2023
（令和5）年度は、総額2,725万円が支給された。

　依頼者見舞金制度に関する規程は、施行後5年（2022
〔令和4〕年10月）を経過したときに見直しを検討する
旨が規定されている（附則3項）。対象行為に横領だけ
でなく詐欺を加えるべきか、対象が弁護士法人の場合
も上限2,000万円でよいか、給付の対象者は自然人に
限るか、といった点が議論されたが、今回は見直しを
しないこととなった。
（8） 東弁の不祥事対策
ア　東弁では、市民窓口に寄せられる苦情情報（2023
〔令和5〕年は年間2,036件）をデータベース化して苦
情内容を分析するとともに、①担当副会長による対象
会員に対する調査・助言、②非弁提携弁護士対策本部
への情報提供、③市民窓口委員会調査チームによる調
査等により弁護士の非行を防止している。
イ　他会に比べ、メンタルヘルスカウンセリングをは
じめ弁護士相談窓口は充実している。
ウ　2017（平成29）年1月、弁護士不祥事防止研修教
材等研究ワーキンググループが設置され、同年9月に
若手弁護士向け教材「転ばぬ先の杖～弁護士のスター
トを切った皆さんへ～」を発行した。義務研修の資料
として配布したところ、好評だったので、2018（平成
30）年3月に、中堅・ベテラン向けの教材「転ばぬ先
の杖～弁護士の円熟期を迎えた皆さんへ～」を発行し
た。こちらも人気の資料となっている。

3 フランス・カルパ制度
（1） カルパとは
　フランスでは、弁護士の金銭取扱に関し、カルパ
（CARPA：Caisse des Règlements Pécuniaires des 
Avocats）と呼ばれる制度が存在している。
　カルパとは、弁護士が他人の金銭を預かるための専
用口座を弁護士会（正確には弁護士会の外郭団体であ
るカルパ組織）が設置、管理し、弁護士が他人の金銭
を預かる場合には、その口座を経由させなくてはなら
ないとする法律上の制度である。カルパ組織が監督す
る口座を経由させることによって、同制度は、弁護士
の預り金をめぐる不祥事防止の抜本的方策として機能
するとともに、金銭の送金元、送金先、送金理由につ
いてカルパ組織がチェックを行うことから、抜本的な
マネーロンダリング対策としても機能している。また、
カルパ口座には常時多額の金銭が留まっていることか
ら、副次的機能として、その運用益が弁護士会の公益
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的活動等に活用されている。
（2） カルパの仕組みの概要
ア　カルパ組織は銀行と提携してカルパ制度を運営し、
提携銀行には弁護士会長名の口座（親口座）が1つ設
置されるが、その口座の下に、カルパ組織によって、
各弁護士毎の口座（子口座）が設置されている。つま
り、親口座の下に、カルパ組織が所管する弁護士の数
だけの子口座がぶら下がる形になっている。
　子口座は、弁護士が弁護士会に登録されると自動的
に開設される口座であり、その口座の入出金は銀行で
はなく原則としてカルパ組織によって行われる。すな
わち、親口座の下の子口座間の資金移動はカルパ組織
のみの操作によって行われ、親口座の外にある口座と
の資金移動は、カルパ組織から提携銀行に指示を出し、
同指示に基づき提携銀行が行う。
イ　各弁護士は、自らの子口座の下に、案件において
金銭のやりとりを行う必要が発生する都度、案件毎の
口座（案件口座）を開設する。案件口座は、各弁護士
の子口座の下に、案件の数だけぶら下がる形になる。
　各弁護士は、この案件口座を通じて、依頼者からの
金銭を預かったり、これを相手方に送金したり、相手
方からの支払を受けたりする。案件口座は、その案件
が終了した時点で閉鎖される。
ウ　案件口座から金銭を入出金する際には、送金元と
送金先についてカルパ組織のデータベースと照合して
チェックを行う。また、送金理由については、これを
示す根拠資料（判決、和解調書や弁護士費用に関する
依頼者の承諾書など）と照合して、その妥当性をチェ
ックするという運用が行われている。
　このカルパ組織によるチェックによって、フランス
の弁護士の金銭不祥事は制度的に防止され、マネーロ
ンダリング防止のための制度的な対応策にもなってい
る。
エ　また、各弁護士の案件口座を通じて金銭の取扱い
が行われることにより、親口座には、常に入出金があ
りながら、一定額の金銭が保有される（パリカルパで
は常時約20億ユーロ〔約3,200億円〕の金銭が保有さ
れている。）。
　この保有金銭の一定割合を、元本保証がなされた金
融商品で運用することが法令で認められており、同運
用益（パリカルパの2019年実績で1.17％）は、弁護士
会の公的な活動資金等に用いることが認められている。

（3） カルパ制度を参考に弁護士金銭不祥事防止方策を
検討することの必要性

　以前から弁護士成年後見人による横領や預り金の不
正支出等、弁護士の預り金をめぐる不祥事が相次ぎ、
収束の兆しが見えていない状況の中で、金銭不祥事防
止策として、カルパ制度が再び注目を集めることにな
った。日弁連では、2017（平成29）年に「依頼者見舞
金制度」を創設したが、同制度創設に至る議論のなか
では、カルパ制度など、被害の発生を防止する抜本的
方策を検討するべきとの議論も有力に唱えられた。
　法友会は2018（平成30）年度から政策委員会の下に
カルパ研究部会（当時）を設置して検討を行い、同検
討結果をふまえ、2021（令和3）年3月、「東京弁護士
会に対し、フランスのカルパ制度を参考として、弁護
士の金銭不祥事防止を目的とした預り金保護方策の検
討に着手する」べきとする「弁護士の金銭不祥事防止
のための制度的方策に関する提言」を総会で採択して
いる。
（4） 今後の課題
　カルパ制度を参考として預り金の取り扱い方法を変
更することに対しては、手間が増えるのではないかと
の懸念や、預り金の取扱いを通じて弁護士会の監督が
強化されるのではないかといった懸念も予想されると
ころである。
　今後、弁護士にとっても利便性の高い制度を構築す
ることや、弁護士会の外郭団体による任意の制度とし
て開始することなど、これらの懸念も想定した多角的
な観点から検討を行うことで、弁護士、弁護士会での
理解を拡げていく必要がある。

4 ゲートキーパー問題
（1） はじめに
　弁護士が「公益」のためにはゲートキーパー（門番）
としての役割を果たすべきであるかは、世界の弁護士
会及び弁護士にとって重要な課題となっている。我が
国では、弁護士は、刑事事件で被疑者・被告人のため
に守秘義務を負ってその利益を守る必要があり、それ
が「公益」であると考えられてきたが、国が担う犯罪
防止のために弁護士も協力すべきであり、それば「公
益」であるという意見もある。「社会正義の実現」を
使命とする我が国の弁護士（弁護士法1条、日弁連会
則2条）に課された課題でもある。
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　欧米では、犯罪収益の移転防止のために弁護士がそ
の国の弁護士会に対して疑わしい取引の報告義務を課
している国もある。英国では国家機関に直接通報する
義務を弁護士に課している。
　以上のような世界の情勢に鑑みて、我が国の弁護士
が将来にわたって疑わしい取引の報告を行う義務を課
されるかの瀬戸際にあるとの認識を持つべきである。
弁護士会では、毎年年次報告書の提出を会員に促し、
その不履行に対して懲戒で臨む単位会もあるのはそう
した緊迫した背景があることを認識する必要がある。
（2） マネー・ローンダリングとFATFによる勧告
　マネー・ローンダリング（Money Laundering、「資
金洗浄」）とは、違法な起源の収益の源泉を隠すこと
を意味しており、例えば、麻薬密売人が麻薬密売代金
を偽名で開設した銀行口座に隠匿したり、いくつもの
口座に転々と移動させて出所を分からなくしたりする
ような行為がその典型とされている。このような行為
を放置すると、犯罪収益が将来の犯罪活動に再び使わ
れたりするおそれがあること等から、マネー・ローン
ダリングの防止が重要な課題となっている。
　1989（平成元）年7月、アルシュ・サミットにおけ
る合意により、金融活動作業部会（FATF）が設立さ
れ、FATFは1990（平成2）年4月にマネー・ローンダ
リング対策の国際基準ともいうべき「40の勧告」を提
言した。「40の勧告」においては、麻薬新条約の早期
批准やマネー・ローンダリングを取り締るための国内
法制の整備、顧客の本人確認及び疑わしい取引報告の
金融機関への義務づけ等が提言されていた。
（3） FATFによる第3次「40の勧告」の制定
　また、FATFは、犯罪技術が精巧に複合化してきた
ことに注目し、これまでの「40の勧告」の再検討を行
い、2003（平成15）年6月、非金融業者（不動産業者、
貴金属・宝石等取扱業者等）及び職業的専門家（法律
家・会計士等）に対する適用を盛り込んだ、第3次「40
の勧告」を制定した。
　本勧告は、弁護士や会計士等の職業的専門家が金融
取引の窓口（ゲートキーパー）となることに着目して、
不動産の売買、依頼者の資産の管理、銀行預金等の口
座の管理等の取引を実施する際に、顧客の本人確認義
務及び記録の保存義務を負わせるとともに、これらの
業務を行う際に、その資金が犯罪収益又はテロ関連で
あると疑わしい取引について金融監督機関（FIU）に

報告する義務を負わせるものである。
　日弁連は、本勧告が出される前に、ABA（アメリ
カ法曹協会）やCCBE（ヨーロッパ法曹協会）など海
外の弁護士会と連携し、弁護士に対する適用に強く反
対してきた。このような反対運動の成果として、
FATFは、職業的専門家については、守秘義務又は依
頼者の秘密特権の対象となる状況に関連する情報が得
られた場合には報告義務を負わないという例外を認め
るとともに、守秘義務の対象についての判断は加盟国
に委ね、さらに、疑わしい取引の報告先については、
自主規制機関（弁護士の場合には弁護士会）に委ねる
こともできることを認めた。
　なお、FATFは、2012（平成24）年2月、「40の勧告」
とテロ資金対策である「8の特別勧告」を統合・整理
した新たな「40の勧告」（第4次）をまとめている。
（4） 日弁連の対応
　日弁連は、かねてから、ゲートキーパー規制に対し
ては強く反対してきた。日弁連の理事会が承認した
2003（平成15）年12月20日付意見書「ゲートキーパー
制度に関する今後の日弁連の取り組みについて」では、
「日弁連は、弁護士に対し依頼者の疑わしい取引・活
動に関する報告義務を課す制度については、今後も、
このような制度が市民の弁護士に対する信頼を損ね、
司法制度の適正な運営を阻害しかねないという問題が
あることを広く市民に訴え、その制度化に強く反対す
る。」とする基本的姿勢を明らかにしていた。
　ところが、政府の国際組織犯罪等・国際テロ対策推
進本部は、2004（平成16）年12月10日、「テロの未然
防止に関する行動計画」を決定し、その中で、「FATF
勧告の完全実施に向けた取組み」が掲げられ、その実
施についての法整備の必要性を検討することを定めた。
　FATFの新「40の勧告」がテロ対策も含んでいたこ
とから、上記行動計画は、FATF勧告の完全実施を掲
げ、その結果、弁護士などの専門職を含む非金融機関
に対する横並びの法規制がなされる可能性が高まった。
（5） 金融庁から警察庁へのFIUの移管と日弁連の対応
　2005（平成17）年7月29目、国際テロ対策推進本部
幹事会は、弁護士を含む法律専門家及び非金融機関に
対する顧客の本人確認義務、取引記録の保存義務及び
疑わしい取引の報告義務とその遵守のための制裁措置
の導入について、単一の法律を制定する方針を決めた。
　その後、同年11月17日、政府の国際組織犯罪等・国
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際テロ対策推進本部は、FATF勧告を実施するために
必要となる法律の整備について、その法律案の作成を
警察庁が行い、施行体制につき、疑わしい取引の報告
先であるFIU（金融情報機関）として金融庁に設営さ
れていた「特定金融情報室」を組織・人員ごと警察庁
に移管すること、FATF勧告を実施するために必要と
なる法律を2006（平成18）年中に作成し2007（平成
19）年の通常国会に提出すること、をそれぞれ決定し
た。
　この決定に対し、日弁連は、同年11月18日、「弁護
士に対する『疑わしい取引』の報告義務の制度化に関
する会長声明」を出し、「警察庁への報告制度は、弁
護士・弁護士会の存立基盤である国家権力からの独立
性を危うくし、弁護士・弁護士会に対する国民の信頼
を損ねるものであり、弁護士制度の根幹をゆるがすも
のである。したがって、日弁連としては、今回の政府
決定は到底容認できないものであり、国民各層の理解
を得る努力をしつつ、諸外国の弁護士・弁護士会と連
携し、反対運動を強力に展開していくことを決意す
る。」との決意を表明した。
　これを受けて、全国の弁護士会において、ゲートキ
ーパー問題に対する対策本部を設置して活動を行って
きた。東弁においても、2006（平成18）年1月15日に
ゲートキーパー立法阻止対策本部を設置して、国会議
員への要請や広報等の活動を活発に展開してきた。
（6） 犯罪収益流通防止法案に対する弁護士会の対応と

同法律の成立
　警察庁は、金融機関、非金融機関（クレジットカー
ド業、ファイナンス・リース業、宝石商・貴金属商、
不動産業）、法律・会計等の専門家（公認会計士、行
政書士、弁護士、司法書士、税理士）を対象として、
テロ資金その他の犯罪収益の流通防止に関する施策の
基本を定めること、義務対象事業者の義務を規定する
こと等により、テロ資金供与防止条約等を的確に実施
し及び正当な社会経済活動が犯罪収益の流通に利用さ
れることを防止することを目的とする「犯罪による収
益の流通防止に関する法律案」を作成し、2007（平成
19）年の第166回通常国会に提出することを計画して
いた。
　その中には、弁護士も、本人確認、取引記録の保存
及び疑わしい取引の届出の措置を講ずる責務を有する
ことを定めるとともに、弁護士については、その措置

の内容を、他の法律・会計等の専門家の例に準じて、
日弁連の会則により定めること、弁護士による疑わし
い取引の届出は日弁連に対して行うことなどが規定さ
れようとしていた。
　これに対して、日弁連では、本人確認及び取引記録
の保存について会則を新設するとともに、疑わしい取
引の届出の措置については、会則等で自主的に定める
ことについても強く反対することを表明した。
　日弁連は、2007（平成19）年3月1日の臨時総会にお
いて、「依頼者の身元確認及び記録保存等に関する規
程」を可決して成立させ、同年7月1日から施行してい
る。この規程は、弁護士職務基本規程の特別法として
位置づけられ、違反した場合には懲戒処分も可能な内
容となっている。
　このような動きを受けて、政府は、「犯罪による収
益の移転防止に関する法律案」の提出の段階において、
弁護士を含む士業について、「疑わしい取引の報告義
務」を課さないことにするとともに、弁護士について
の本人確認義務及び記録保存義務については、特定事
業者の例に準じて日弁連の会則で定めるところによる
こととされ、法律で直接規制されることは免れること
になった。同法律は2007（平成19）年3月31日に成立
した。弁護士等やそれ以外の特定事業者がとるべき各
種の義務に係る部分は、2008（平成20）年4月1日から
全面的に施行されている。
（7） FATFの対日審査とその後の情勢
　第3次「40の勧告」についてのFATFの日本に対す
る相互審査が2008（平成20）年3月6日から同月21日ま
で実施され、その際に日弁連に対するヒアリングも実
施された。
　同年10月に公表された対日相互審査報告書において、
弁護士を含む職業専門家については、勧告への不適合
（NC、ノン・コンプライアント）という評価が下され
た。日弁連の「依頼者の身元確認及び記録保存等に関
する規程」については、非対面取引について日弁連の
ガイダンスが不十分である、身元確認義務の除外範囲
が不明確である、一定の金額以下の取引を除外してい
るなどが指摘され、2011（平成23）年10月までに改善
措置をとることを求められた。
　政府は、顧客管理措置について法改正を含む対策を
検討し、2011（平成23）年3月11日、犯罪収益移転防
止法改正案を閣議決定し、通常国会に提出した。
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　同改正案は、同年4月27日に成立し、同月28日に公
布され、2013（平成25）年4月1日から施行されている。
（8） 日弁連による規程の全面改正と規則の制定
　犯罪収益移転防止法は、弁護士の義務については、
司法書士等の士業の例に準じて、日弁連の会則で定め
ることとされていることから、日弁連は、改正犯罪収
益移転防止法の施行に向けて改正された省政令の内容
を踏まえて、弁護士の日常業務への影響を考慮しつつ、
日弁連が2007（平成19）年3月1日に自主的に制定（同
年7月1日から施行）した「依頼者の身元確認及び記録
保存等に関する規程」について改正の要否及びその内
容について慎重に検討を重ねてきたが、2012（平成
24）年12月8日の臨時総会において、「依頼者の身元確
認及び記録保存等に関する規程」の全部改正が決議さ
れるとともに、同年12月20日の理事会において、「依
頼者の本人確認事項の確認及び記録保存等に関する規
則」が承認され、いずれも2013（平成25）年3月1日か
ら施行された。
（9） 日弁連による規程等の一部改正
　「40の勧告」についてのFATFによる第3次相互審査
について、政府は、その後もフォローアップを続けて
いるが、特に顧客管理措置について不十分であるとし
て対策を求められた。
　そのため、政府は、顧客管理方法に関する規定の整
備等を内容とする犯罪収益移転防止法の改正案を、
2014（平成26）年の通常国会に上程し、同法律は可決
成立した。
　日弁連は、犯罪収益移転防止法の上記改正や政省令
の改正の内容を精査して、弁護士に対する影響を考慮
し、「依頼者の本人確認事項の確認及び記録保存等に
関する規程」に対する改正案を、2015（平成27）年12
月4日の臨時総会で決議するとともに、2016（平成28）
年1月の理事会において同規則の改正案を決議した（な
お、その後、熊本地震に伴う特例を盛り込んだ規則の
改正案が決議されている。）。これらはいずれも法律や
政省令の施行日である2016（平成28）年10月1日から
施行された。
（10） 2019（令和元）年FATFの第4次対日審査
　「40の勧告」の第4次勧告についての日本に対する相
互審査が、2019（令和元）年秋に実施された。今回の
対日相互審査においては、勧告に沿った法令の整備状
況だけでなく、その有効性、すなわち、法令の履行状

況も審査の対象とされている。弁護士については、弁
護士のマネー・ローンダリングのリスクに応じた弁護
士への適切な監督及びリスクに応じた適切な予防措置
を行っているかどうかが審査の対象となっており、
FATFによって選定された法律事務所への聴取も行わ
れた。2021（令和3）年8月30日、第4次対日相互審査
報告書が公表され、日本は重点フォローアップ国とな
り、今後の改善報告を実施することになった。
　他の国や地域については、アジアでも新たに弁護士
に疑わしい報告義務を課した国や地域（シンガポール、
台湾）もあり、同相互審査を契機に、新たな法規制（ゲ
ートキーパー規制）を設けようとする動きもある。
（11）犯罪収益移転防止法の2022（令和4）年改正
　日本政府は、FATFから重点フォローアップ国とさ
れたことに対応するために、マネロン・テロ資金供与
対策等に関する3年間の行動計画を策定し、この行動
計画を受けて2022（令和4）年12月に犯罪収益移転防
止法を改正した（弁護士関係の改正施行は2024〔令和
6〕年4月1日）。同改正法では、いわゆる職業専門家に
適用される取引時確認等及び疑わしい取引の届出等に
関する規律が強化され、実質的支配者の確認を含む顧
客管理の厳格化が図られている。士業では、行政書士、
税理士、公認会計士にいわゆる疑わしい取引の届出義
務が課せられることとなったが、弁護士、司法書士は
除外された。
　しかし、日本司法書士連合会は、独自の対応策とし
て「特別報告」の制度を設けることとし、司法書士会
会員が、その会則で定める要件を満たす業務を行った
ときには、所属する司法書士会（会長）に一定の事項
を報告しなければならないとする規定を設けた。
（12） 第4次対日相互審査報告書が公表後の対応
　現在の犯罪収益移転防止法では、弁護士について以
下のとおり定められている。

（弁護士等による取引時確認等に相当する措置）
第十二条　弁護士等による取引時確認、確認記録
の作成及び保存、取引記録等の作成及び保存並び
にこれらを的確に行うための措置に相当する措置
については、第二条第二項第四十六号に掲げる特
定事業者の例に準じて日本弁護士連合会の会則で
定めるところによる。
2　第五条の規定は、前項の規定により定められ
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た日本弁護士連合会の会則の規定により弁護士等
が行う取引時確認に相当する措置について準用す
る。
3　政府及び日本弁護士連合会は、犯罪による収
益の移転防止に関し、相互に協力するものとする。

　日弁連は、第4次対日相互審査報告書が公表され、
日本が重点フォローアップ国となったことを受けて、
FATF及び日本政府から弁護士に対しても依頼者の
「疑わしい取引」の報告義務を課すことにならないよ
うに、「依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等
に関する規程」及び同規則の改正案を検討している。
概要は、①実質的支配者の確認の義務付け、②厳格な
顧客管理を行う必要性が特に高いと認められる場合に
厳格な本人特定事項等の確認における資産及び収入の
状況の確認をする義務、③法律事務の依頼を受けよう
とし、その依頼の目的が犯罪収益の移転に関わるもの
であるか否かについて慎重に検討するために、弁護士
業務におけるマネー・ローンダリング危険度調査書の
内容に照らしてその検討を行うことの義務付け、④弁
護士会が会員の本規程及び本規則の実施状況に確認の
必要があると認めるときには、会員が提出した年次報
告書の回答内容を調査し、当該会員に対して回答を求
める調査の枠組みであり、2023（令和5）年3月の総会
では「依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に
関する規程」及びその規則を改正し、2024（令和6）
年4月1日に施行した。
　さらに、日弁連では、毎年年次報告書の提出を会員
に求め、その結果のフォローアップを実施し、リスク
のある取引について弁護士会が調査することとした。
そして、年次報告書の回収が困難な会員への対応につ
いても対応策を策定しており、依頼者の本人特定事項
等の確認等に関するチェックリストも作成し、「弁護
士業務におけるマネー・ローンダリング危険度調査
書」を設けて会員に周知するとともに、マネー・ロー
ンダリング対策相談等窓口を設け、eラーニングによ
る啓発活動など様々な施策を行っている。
（13） 実質的支配者の確認義務の新設
　依頼者の本人特定事項の確認及び記録保存等に関す
る規程4条では、依頼者が法人であるときその他弁護
士等に対して現に依頼事項を行っている自然人が依頼
者と異なるときには、その実質的支配者を確認しなけ

ればならないとされており、同規則でも詳細が定めら
れた。
　公証人法規則13条の4で法人設立時の定款認証にお
いて公証人の実質支配者となるべき者を申告書で申告
する制度や、株式会社が商業登記所の登記官に対して
実質的支配者の情報を記載した書面を提出させる制度
（商業登記所における実質的支配者情報一覧の保管等
に関する規則、2022〔令和4〕年1月31日運用開始）を
利用するなどして実質的支配者を確認することが求め
られることとなった。
（14） 第5次対日相互審査の準備と日弁連及び弁護士

会に求められる対応
　日弁連の対応が不十分とされれば、政府（財務省及
び法務省）が、弁護士に対して、依頼者の「疑わしい
取引」の報告義務を課す可能性は排除できない。特に、
FATFの第5次対日相互審査が2024（令和6）年から開
始されることから、その結果次第では予断を許さない。
　弁護士がマネー・ローンダリングに関与したり利用
されたりすることがないように、弁護士会が自主的か
つ実効的に規律している実績を示すことは重要であり、
日弁連が定めた依頼者の本人確認事項の確認及び記録
保存等に関する規程及び同規則を、会員に対してより
周知徹底するとともに、同規程が適正に運用されてい
る状況を作り、依頼者の疑わしい取引の報告義務を日
本で導入する立法事実がない状況を作っていくことが
求められる。
　日弁連及び弁護士会としては、依頼者の疑わしい取
引の報告義務は、依頼者に告げないで、捜査機関に対
して依頼者の秘密情報を提供することが求められる制
度であり、弁護士と依頼者との通信の秘密を侵害し信
頼関係を根底から破壊するものであって、弁護士にそ
のような義務を課すことだけは認めることはできない。
今後、疑わしい取引の報告義務が弁護士に課されるこ
とがないように、海外の動向も調査した上で、不断に
その動きを注視する必要がある。立法化の動きも牽制
しつつ、自らの調査制度を充実していく必要がある。

5 弁護士のハラスメント問題
（1） 問題意識
　弁護士によるセクシュアル・ハラスメントやパワ
ー・ハラスメントが問題となっている。事務職員・勤
務弁護士など雇用関係にある者に対する行為のみなら
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ず、相談者や依頼者、司法修習生や就職活動者、弁護
士会務関係者、事件の相手方代理人弁護士など、多方
面からの苦情が存在する。日弁連のハラスメント苦情
相談窓口、東弁の市民窓口、綱紀・懲戒手続、司法修
習委員会などへの公式の苦情のみならず、各種懇談会
やSNS上での「弁護士版＃metoo」における多数の被
害開示や問題提起の形で、弁護士が加害者となる各種
ハラスメントが報告されている。
　一般に、女性活躍推進法、労働施策総合推進法、男
女雇用機会均等法及び育児・介護休業法などにより、
事業主は、職場における労働者の就業環境に関する措
置義務として、ハラスメント防止義務を負っている。
セクシュアル・ハラスメントとは、①職場において、
労働者の意に反する性的な言動が行われ、それを拒否
したことで解雇、降格、減給などの不利益を受けるこ
と（対価型セクシュアル・ハラスメント）、②性的な
言動が行われることで職場の環境が不快なものとなっ
たため、労働者の能力の発揮に大きな悪影響が生じる
こと（環境型セクシュアル・ハラスメント）とされて
いる。パワー・ハラスメントとは、①優越的な関係を
背景とした、②業務上必要かつ相当な範囲を超えた言
動により、③就業環境を害することとされている。
　また、雇用関係に無い当事者間であってもハラスメ
ントの内容によっては、侮辱、名誉棄損、性的暴行な
どが刑事・民事の責任を伴うことは自明である。
　2012（平成24）年に制定された日弁連の「性別によ
る差別的取扱い等の防止に関する規則」（以下、「差別
的取扱い等防止規則」という。）では、セクシュアル・
ハラスメントを「会員の事務所における活動、本会、
弁護士会及び弁護士会連合会における会務活動その他
の職務等に関する一切の活動において、他人に不快感
を感じさせる性的な言動をいう」と定義しており、雇
用関係に限定されないことが明示されている（なお、
東弁が定める「性を理由とする差別的取扱い及びセク
シュアル・ハラスメントの防止等に関する規則」2条
に同様の定義規定が置かれている。）。これは、2019（令
和元）年6月21日にILO総会で採択され、2021（令和3）
年6月25日に発効した「仕事の世界における暴力及び
ハラスメントの撤廃に関する条約」（日本は未批准）が、
契約上の地位にかかわらず、仕事の世界におけるあら
ゆる労働者その他の人々を保護対象としており、ディ
ーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい尊厳の

ある仕事）が人権として守られるべきものであり、仕
事の世界における暴力やハラスメントが人権侵害にあ
たることを表明していることと、軌を一にするもので
ある。
　上記「差別的取扱い等防止規則」に続き、日弁連で
は、2015（平成27）年2月20日、「ハラスメントの防止
に関する規則」（以下、「ハラスメント防止規則」とい
う。）の制定が承認され、同日上程された「セクシュ
アル・ハラスメントの防止に関する指針」及び「パワ
ー・ハラスメントの防止に関する指針」において、ハ
ラスメントが懲戒の対象となりうることも明記された。
（2） ハラスメントに対する弁護士会の対策
ア　対策の現状
ア　日弁連
　日弁連は、性別による差別的取扱い及びセクシュア
ル・ハラスメントの防止に関して、2012（平成24）年
3月、前述の「差別的取扱い等防止規則」を制定し、
差別的取扱いの防止に関する指針の作成及び周知、研
修、苦情相談制度（相談・助言、調査、相手方に対す
る助言・勧告・謝罪等のあっせんなどの措置）を運用
している。苦情相談制度への相談は全国から寄せられ
ており、単位会の相談窓口に比べれば一定の相談件数
があるが、必ずしも多くない。相対的に、法律事務所
事務職員からの相談が多いとされている。
　さらに、既に述べたように、2015（平成27）年2月
には、「ハラスメント防止規則」、「セクシュアル・ハ
ラスメントの防止に関する指針」及び「パワー・ハラ
スメントの防止に関する指針」を定め、それぞれ、ハ
ラスメントに関する基本的な考え方、ハラスメントに
なりうる言動の例示列挙、これらが懲戒処分の対象に
なりうることの表明、会員一般が認識すべき事項、委
員会の委員長、役員、事務総次長などのリーダー層の
弁護士が認識すべき事項、職員が留意すべき事項を定
めている。指針や窓口が必ずしも知られていないこと、
加害者の行動変容に繋げることなどが課題である。
イ　東弁
　東弁は、「性を理由とする差別的取扱い及びセクシ
ュアル・ハラスメントの防止等に関する規則」（1999
〔平成11〕年10月7日制定・2022〔令和4〕年3月23日最
終改正）、「性を理由とする差別的取扱い及びセクシュ
アル・ハラスメントの防止等に関する指針」（2022〔令
和4〕年3月28日全部改正）及び性を理由とする差別的
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取扱い及びセクシュアル・ハラスメントの防止等に関
する相談員及び調査担当委員の留意すべき事項に関す
る指針（2022〔令和4〕年3月28日全部改正）を定めて
いる。東弁の規則及び指針は、①性を理由とする差別
的取扱い及びセクシュアル・ハラスメントを会員に禁
じる規定があること、②相談窓口が、東弁の窓口（電
話・専用フォーム・FAX・郵送）のほか、HP上に公
表された相談員への直接の申し出、外部の専門相談員
と多様な受付窓口が提供されていること、③新規登録
弁護士研修及び倫理研修に含めることが義務付けられ
ていること、④一般会員や職員が差別的取扱い等を見
聞きした際に注意を促し、相談に乗ることを促してい
ること、⑤拒否の意思表示ができないことも少なくな
いことを前提に、それを同意・合意と勘違いしてはな
らない等の注意事項も示されていること、などが特徴
的である。
　また東弁は、「東京弁護士会の職場内のハラスメン
トの防止に関する規則」（2019〔平成31〕年3月5日制定、
2022〔令和4〕年3月23日最終改正）及び「東京弁護士
会の職場内のハラスメントの防止等に関する指針」
（2022年〔令和4〕年3月28日）を制定し、東弁に勤務
する職員が業務を遂行する場所及び職員が業務遂行に
関連して存する場所におけるハラスメント（セクシュ
アル・ハラスメント、パワー・ハラスメント及び妊
娠・出産等に関するハラスメントなど）の禁止、啓発、
相談窓口の運営、事実調査、勧告等の措置について定
めている。
　さらに、東弁は、2021（令和3）年度にパワー・ハ
ラスメントの防止等に関する規則、パワー・ハラスメ
ントの防止等に関する指針、パワー・ハラスメントの
防止等に関する相談員及び調査担当委員の留意すべき
事項に関する指針を制定した。従来の東弁の制度では
東弁会員による会員等に対するパワー・ハラスメント
についての規定がなく、会員等を保護することができ
ていなかったこと、若手会員等の意見から東弁会員に
よるパワー・ハラスメントが行われているとの情報提
供等があったことから、新たに制定に至った。日弁連
では職員をパワー・ハラスメントから守る規定がある
ものの、それ以外の者を守るための規定を置いていな
いことに照らせば、東弁は日弁連に先んじての対応を
行ったといえる。
　これらに加えて、2021（令和3）年度においては、

前述のセクハラ規則等の制度改正を行い、従来の調査
委員会をハラスメント防止委員会に名称を変更したこ
と、その構成員を従来の性の平等に関する委員会、男
女共同参画推進本部のみならず、会員サポート窓口協
議会、司法修習委員会、弁護士業務改革委員会、公益
通報者保護特別委員会、人権擁護委員会、市民窓口委
員会、労働法制特別委員会等から推薦されるものとし
たこと、このハラスメント防止委員会が相談への対応
とともに、研修、広報を担っていくことなど同委員会
の権限を明確にしたことなど、当会のハラスメント問
題への取組みの強化が図られた。
イ　今後の対応
ア　日弁連
　日弁連は、弁護士業界が、誰もが年齢や性別などの
属性によって差別やハラスメントを受けることなく、
尊厳をもって能力を発揮できる業界となるよう、ハラ
スメント対策を始めとするダイバーシティ推進の総合
的対策を担当する部署を設けて、ハラスメント根絶に
力を尽くすべきである。
　この点、日弁連では2024（令和6）年度に「性別に
よる差別的取扱い等の防止に関する規則」が改正され、
各弁護士会の倫理研修を日弁連の倫理研修をみなすに
あたり、倫理研修の際にセクハラ等防止研修が実施さ
れるか否か等が考慮要素とされることが規定された
（同規則は2025〔令和7〕年度の倫理研修から適用され
る。）。
　もっとも、上記規則改正もセクハラ、性差別が対象
であり、広くハラスメントを対象とした規則改正が望
まれるころである。
イ　東弁
①　被害を受けた人からの苦情相談窓口が、必ずしも
機能していない点は否めない。その要因はいくつか考
えられるが、一つは、若手会員アンケートによると窓
口が知られていないことである。また、窓口を知って
いる人でも、相談しなかった理由として、言っても無
駄だと思った、という回答や、大ごとになると思った
という回答があった。したがって、窓口の存在や、そ
の後の展開の選択肢など、苦情相談制度についての周
知が必要である。修習生向けのイベントでの説明や求
人サイトへの掲載、HP上の目立つ位置にバナーを置
くなど、あらゆる機会をとらえていくべきである。
②　被害者が苦情相談による相手方との調整は望まな
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いが、被害実態についての情報を弁護士会に対して届
け出て、予防に繋げて欲しいとのニーズがあることか
ら、定期的な全会員アンケートの実施や、恒常的な情
報提供窓口の設置などにより、実態把握に努めること
も検討すべきである。
③　相談窓口から、被害者のメンタルヘルスの回復支
援に、日弁連メンタルヘルスカウンセリングや東京都
弁護士国保のメンタルヘルスカウンセリング事業を紹

介するよう相談員に情報共有すべきである。
④　法曹界自体が狭い業界であることから、被害が生
じてからの対策では回復が困難である面も否めず、予
防が重要である。この点、研修内容の充実化、相談窓
口の広報などハラスメントの予防に重点を置いて対応
していくべきであり、その担い手であるハラスメント
防止委員会の活動を支援していく必要がある。

第2　法曹人口問題をめぐる現状と課題
1 法曹人口問題の経緯
（1） 日弁連の司法改革宣言の意義
　日弁連は、1990（平成2）年に初めて司法改革宣言
を発表し、その中で「2割司法を打破し国民に身近な
開かれた司法をめざすために、司法の容量の拡大が必
要」というスローガンを掲げた。日弁連が司法改革に
おいて目指した趣旨は、あくまで「法の支配」を社会
の隅々にまで浸透させるために、その担い手となる法
曹、特に弁護士を増やさなければならないということ
であった。
（2） 政界・経済界からの規制改革・自由競争の要請と

日弁連への批難
　しかしながら、日弁連の司法改革宣言と同時期、す
なわち1990年代半ばより政界・経済界を中心に巻き起
こった規制改革の議論のなかで「規制緩和の観点から
法曹人口を大幅に増やし、自由競争によって質を高め
ユーザーに使いやすいものにすべき」という意見が政
界・経済界の一部で主張された。これに対し日弁連は
1994（平成6）年12月の臨時総会において、司法試験
合格者を「相当程度増員すべき」としたものの「今後
5年間は800名を限度とする。」旨の関連決議をしたた
め、マスコミ等からあまりにも少ないと強く批判され
た。そこで日弁連は、翌年の1995（平成7）年11月の
臨時総会で「1999年から合格者を1,000名とする。」と
いう決議を行ったが、同月に発表された法曹養成制度
等改革協議会意見書では「中期的には合格者は1,500
名程度」とされ、日弁連の意見は少数意見とされた。
　そして、1999（平成11）年7月、内閣に「司法制度
改革審議会」が設置され（法曹三者から各1名、学者5
名、経済界2名、労働界2名、市民団体1名、作家1名の

計14名。なお当初の構想は法曹三者が委員からはずさ
れていた。）、法曹人口問題は法曹三者に各界代表者が
加わって決定されることとなったのである。
（3） 司法制度改革審議会における議論と経済界・政界

の動き
　司法制度改革審議会では、法曹人口について、1999
（平成11）年11月の審議で「合格者3,000人」論が初め
て出され、以後はこれを軸に議論されるようになった。
　2000（平成12）年2月の審議では、弁護士会からの
委員である中坊委員から「あるべき弁護士人口試算」
のレポートで5～6万人という数字が示され、同年5月
には自民党・司法制度調査会が「一定期間内にフラン
ス並み（5万人）の法曹人口を目指すべき」と主張、
同年7月には民主党（当時）が「法曹人口を10年後（2010
年）に5万人にするべき（合格者は年間4,000～5,000人
が必要）」と提言した。このように、根拠はともかく、
5万人という数字については徐々にコンセンサスがで
きてきた。
　一方、合格者数は3,000人を主張する労働者、消費
者からの委員、中坊公平委員、佐藤幸治会長らと、
2,000人に抑えるべきとする経団連、商工会議所から
の委員、竹下守夫委員、最高裁、検察庁からの委員ら
で議論が続いたが、結局、2000（平成12）年8月、「フ
ランス並の5～6万人の弁護士人口を目指すとすれば、
年3,000人としても実現は2018年になる。」として、「年
3,000人の合格者で概ね一致」と公表するに至った。
（4） 日弁連の対応
　このような状況の中で、2000（平成12）年8月29日
のプレゼンテーションにおいて、当時の久保井一匡日
弁連会長は、「3,000人という数字は日弁連にとって重
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い数字だが、審議会が国民各層・各界の意向を汲んで
出した数字である以上、反対するわけにはいかない。
積極的に取り組んでいく。」との意見を表明した。
　そして、日弁連は、わずかその2ヶ月後の2000（平
成12）年11月1日の臨時総会において、「国民が必要と
する数を、質を維持しながら確保するよう努める。」
との決議を圧倒的多数により採択した。
　この決議は、法曹三者の協議を通じて合格者数を決
定してきた従前の日弁連の姿勢を大きく転換したもの
であり、また「年間3,000人程度の新規法曹の確保を
目指していく。」とした司法制度改革審議会のとりま
とめを、同会の最終意見に先んじて、日弁連の会員の
総意としても支持することを意味した点において、社
会的にも大きな注目を集め、以降、被疑者国選弁護制
度、市民の司法参加、法律扶助制度の抜本的見直しと
拡充による法テラスの創設など日弁連主導による様々
な司法改革を実現する契機となり、弁護士の公益性、
活動領域の拡大を位置づけ、弁護士自治に対する市民
の理解を深めることとなったのである。
　そして、司法制度改革審議会が2001（平成13）年6
月の最終意見書において、法曹人口問題につき「法科
大学院を含む新たな法曹養成制度の整備の状況等を見
定めながら、平成22（2010）年頃には新司法試験の合
格者数年間3,000人達成を目指すべきである。」「この
ような法曹人口増加の経過を辿るとすれば、おおむね
平成30（2018）年ころまでには、実働法曹人口は5万
人規模に達することが見込まれる。」と提言したこと
を受けて、日弁連は「同意見書の改革方針を支持し尊
重する。」旨の会長談話を公表した。
（5） 現在までの法曹人口の増員の状況
　その後、それまで約1,000名だった司法試験合格者
は、2002（平 成14） 年1,183人、2003（平 成15） 年
1,170人、2004（平 成16） 年1,483人、2005（平 成17）
年1,464人に増加した。法科大学院が創設され、2006（平
成18）年から新司法試験が開始されることによって、
新旧司法試験との併存期間が始まり、2006（平成18）
年の合格者は1,558人（新試験1,009人、旧試験549人）、
2007（平成19）年は2,099人（新試験1,851人、旧試験
248人）、2008（平成20）年は2,209人（新試験2,065人、
旧試験144人）、2009（平成21）年は2,184人（新試験
2,043人、旧試験141人）、2010（平成22）年は2,133人（新
試験2,074人、旧試験59人）、2011（平成23）年は2,069

人（新試験2,063人、旧試験6人〔注：旧試験は口述試
験のみ〕）となった。旧試験終了後の2012（平成24）
年は2,102人、2013（平成25）年は2,049人であったが、
2014（平成26）年1,810人、2015（平成27）年1,850人、
2016（平成28）年1,583人、2017（平成29）年1,543人、
2018（平成30）年1,525人、2019（令和元）年1,502人、
2020（令 和2） 年1,450人、2021（令 和3） 年1,421人、
2022（令和4）年1,403人と、徐々に減少傾向となり、
特に過去3年は1,500人を下回っている。ただし、2023
（令和5年度）から法科大学院の「在学中受験資格」の
制度が始まり、一定の要件を満たせば法科大学院在学
中に司法試験受験が可能となったことから、2023（令
和5）年度は減少が続いていた司法試験受験者が約850
人増加し、合格者は1,781人に増加した（合格者のう
ち在学中受験資格での合格者は637人）。
　2002（平成14）年度以降の各年度3月31日時点にお
ける弁護士人口については、2002（平成14）年1万
8,838人、2005（平 成17） 年2万1,185人、2010（平 成
22） 年2万8,789人、2015（平 成27） 年3万6,415人、
2016（平成28）年3万7,680人、2017（平成29）年3万
8,980人、2018（平 成30） 年4万0066人、2019（平 成
31）年4万1,118人、2020（令和2）年4万2,204人、2021
（令和3）年4万3,206人と、近年の司法試験合格者が減
少傾向であることに比例して弁護士人口の増加ペース
も概ね年1,000人増程度に低下している。なお、2022（令
和4）年3月31日時点の弁護士人口が4万2,897人と前年
より減少したが、これは、例年、前年12月に行われる
新人弁護士の一斉登録が新型コロナウイルス感染症の
影響による74期の修習開始が遅れたため、一斉登録日
が2022（令和4）年4月にズレ込んだためであり、2022
（令和4）年4月30日には4万4,053人と前年3月末日と比
較すると847人増であった。2023（令和5）年3月31日
時点では前年から863人増の4万4,916人、2024（令和6）
年3月31日時点では前年から892人増の4万5,808人とな
っており、年間900人前後程度増加している。
（6） アジア諸国の弁護士人口等
　中国では1993（平成5）年から毎年司法試験が行わ
れるようになったが、その後の急速な経済発展に合わ
せて現在では52万人を超える弁護士がおり、その増加
ペースは著しい。また、経済活動だけでなく、日本と
異なる政治制度の中で、行政権に対する市民の権利保
護に努めるような、人権擁護活動に熱心な弁護士も増
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えているようであり、行政権との対立が報道されるこ
とも多い。
　また、韓国では日本と同様に1990年代から法曹養成
や裁判制度についての司法改革の議論が続けられ、
2009（平成21）年から3年制の法科大学院制度がスタ
ートしている。韓国の法科大学院は、法学部を持つ大
学約90校のうち、25校に限定して設置を許可し、総定
員を2,000人とした。そして法科大学院を設置した大
学は法学部を廃止し、法学部以外から3分の1以上、他
大学から3分の1以上を入学させる制度として、必然的
に多様な人材が法科大学院に集まるようにしている。
また、韓国には予備試験制度がなく、法曹養成がロー
スクールに一本化された点に特徴がある。
　タイの弁護士は約5万人おり、国民は約7,000万人な
ので人口比でも日本より多い。相当高度な弁護士自治
があるようだが、半数程度は弁護士業務を行っておら
ず、また首都バンコクに集中しているようである。
　その他のアジア諸国でも、日弁連がJICAの協力を
得てカンボジアの弁護士養成を支援したり、ベトナム、
インドネシア、モンゴル、ラオスなどの司法制度の整
備や信頼性向上を図る支援を行ったりしており、経済
発展や経済のグローバル化に対応して、従来多くなか
った弁護士を増やし、司法基盤を整備する過程にある
と言える。

2 法曹人口増加にともなう課題
（1） 司法修習生及び新人弁護士たちの「質」について
　このような司法試験合格者の増加に伴い、司法修習
生の考試（いわゆる二回試験）において、2006（平成
18）年の59期以降、100人前後の大量の不合格者が毎
年出る事態となった。また、当時の最高裁の報告書に
よれば、法科大学院出身者が大部分となっていた司法
研修所の修習生の現状について、「大多数は期待した
成果を上げている。」としながらも、一方で「実力に
ばらつきがあり下位層が増加している。」「最低限の能
力を修得しているとは認めがたい答案がある。」「合格
者数の増加と関係があるのではないか。」と指摘され
ていた。
（2） 法曹志望者の減少について
　法科大学院を中核とする新しい法曹養成制度は、法
的知識偏重の旧司法試験制度の行き詰まりを打破し、
併せて、法曹を大幅に増加させながら質を維持・向上

させて多様な人材を育成するプロセス教育として導入
されたが、「法曹の質」を担保する制度としては、未
だ成熟途上にあると言わざるを得ない。その一方で、
弁護士の就職難などから法曹志望者が減少し、さらに
予備試験の関係で法科大学院志望者が大きく減少する
事態に直面し、当初74校でスタートした法科大学院の
うち、2022（令和4）年4月時点で40校が学生の募集を
停止している。一方で、法曹になるまでの期間を短縮
して法曹志望者の増加を図るため、大学の法学部と連
携して法学部を3年で卒業して法科大学院の既修コー
スに入る連携制度が2020（令和2）年4月から始まり、
さらに法科大学院最終年次に司法試験の在学中受験資
格を与える在学中受験制度が2023（令和5）年から始
まった。これにより、2022（令和4）年の受験者3,060
人に対して2023（令和5）年は3,928人と大幅に増加し、
合格者の増加につながった。2024（令和6）年の受験
者は3,746人で、昨年よりはやや減ったものの、一昨
年を大きく上回る状態が継続しており、在学中受験制
度の効果が現れていると考えられる。
　また、日弁連・弁護士会としても引き続き法科大学
院の在り方を検討しつつ、法科大学院制度の成熟を図
っていくべきである。
（3） 法曹人口増員に対応するための司法基盤の整備
ア　新人弁護士の勤務先採用難とOJT問題
　弁護士の法曹倫理を含む実務法曹としての能力は、
法科大学院や司法研修所の教育のみで養われるもので
はなく、これまでは、勤務弁護士として、あるいは先
輩弁護士との事件を通して経験により修得されてきた
面が大きい（いわゆるオン・ザ・ジョブ・トレーニン
グ〔OJT〕）。
　司法試験合格者が2,000人を超えていた2007（平成
19）年頃から、司法修習を終了しても法律事務所への
就職採用が困難となり、やむを得ず最初から独立した
り（即独）、他の弁護士事務所に席だけ置かせてもら
う（ノキ弁）新人弁護士が少なからず存在するという
指摘があった。
　そして2010（平成22）年の新63期司法修習生の一斉
登録時には200人を超える未登録者が発生し、その後
も毎年、一斉登録時に400人を超える未登録者が発生
していたが、66期の一斉登録時の未登録者数は修習終
了者全体の28％、約1ヶ月後で15.3％、67期は一斉登
録時の未登録者数の修習修了者全体に占める割合は
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27.9％、約1ヶ月後で16.1％となり、70期以降は減少傾
向にある。しかしながら、依然として、即独やノキ弁
の新人弁護士もいると思われ、また、所属した事務所
を早期に退所する新人弁護士も多いことから、日弁連
や東弁では独立をする新人弁護士のための技術支援と
してのeラーニング研修や、支援チューター制度、支
援メーリングリスト、クラス別研修などを行っている
が、最も効率の良いOJTである勤務弁護士としての経
験を多くの新人弁護士たちが享受できるような、例え
ば現在一人事務所の会員が新たに新人の勤務弁護士を
採用することを支援する方策などを検討すべきである。
イ　裁判官・検察官の増員と適正配置
　司法制度改革審議会意見書は、法曹人口増加につい
て、弁護士だけでなく、裁判官・検察官についても大
幅に増加させることを提唱していた。
　ところが、2001（平成13）年から2009（平成21）年
の増加状況は、弁護士新規登録者数が1万1,705人であ
るのに対し、裁判官は886人、検察官は770人となって
いる。国の司法予算の制約や、物的施設の収容能力等
の問題、あるいは弁護士任官が予想以上に少ないとい
う事情があるにせよ、このような状況では司法制度の
実際の利用は進まないという極めて歪んだ司法環境に
なりかねない。したがって、裁判官や検察官そして職
員のさらなる増員を図る必要がある。
　裁判官・検察官の増員問題は、刑事事件が減少し、
民事事件も増加していないことから、10年程前から、
あまり活発な動きがなくなっているが、裁判官・検察
官不足の現状は変わっていないので、今後とも増員を
提唱していくべきである。
ウ　市民・事業者等の潜在的法的需要に応えるための
体制の整備について

　市民や事業者・中小企業等の中に、まだまだ隠れた
潜在的法的需要があることは、日弁連が行った法的ニ
ーズ調査報告書中の中小企業アンケートや市民アンケ
ートでも窺い知ることが出来る。
　しかしながら、法曹人口が増え始めて以降もさほど
民事訴訟の事件数は増加しておらず、そのような潜在
的法的需要に我々弁護士が応えられていない実情があ
る。それら潜在的法的需要に応えるためには、弁護士
の数を増加させることはもちろん必要であるが、それ
だけでは足らず、前述した法律扶助の範囲及び予算の
飛躍的拡大以外にも、弁護士の側で、それらを顕在化

させ、仕事として受けられる体制作りが必要である。
エ　企業・官公庁等の弁護士需要について
　21世紀の弁護士像として、弁護士がこれまでの職域
にとどまらず、企業や官公庁等にスタッフとして入り、
その専門的知識を生かして活躍していくことが展望さ
れている。
　現状においては、企業・官公庁における組織内弁護
士は、2024（令和6）年6月には3,391人（弁護士全体
の7.4％）に達しており、年々着実に増加している。

3 課題への対応について
（1） 日弁連の対応
ア　法曹人口問題に関する緊急提言等
　日弁連は、2008（平成20）年7月、「法曹人口問題に
関する緊急提言」を公表して、「2010（平成22）年頃
に合格者3,000人程度にするという数値目標にとらわ
れることなく、法曹の質に十分配慮した慎重かつ厳格
な審議がなされるべきである。」との表現で、当面の
法曹人口増員についてのペースダウンを求める方針を
明らかにした。
　そして、2009（平成21）年3月、改めて「当面の法
曹人口のあり方に関する提言」を公表し、「法曹人口5
万人規模の態勢整備に向けて、引き続き最大限の努力
を行う。」としながら、「新たな法曹養成制度は未だ成
熟の途上にあって、新規法曹の質の懸念が各方面から
指摘されている。」「司法の制度的基盤整備の状況など、
司法を取り巻く環境の変化は、この間の弁護士人口増
加の状況に比して、当初の想定に沿った進展に至って
いない。」として、2009（平成21）年度以降数年間は、
司法試験合格者数について、「現状の合格者数を目安
としつつ、慎重かつ厳格な合否判定によって決定され
ることが相当である。」と提言している。なお、2009（平
成21）年度の司法試験合格者は2,184人であった。
イ　法曹人口政策会議による提言
　日弁連は、2010（平成22）年6月に各地の弁護士会
会長や各弁連推薦等の委員約140人で構成される法曹
人口政策会議を組織し、司法試験合格者数についての
具体的な提言を協議した。
　2011（平成23）年3月27日、日弁連は「当面の緊急
対策として、司法試験合格者を現状よりさらに相当数
削減」することを求める「法曹人口政策に関する緊急
提言」を採択した（その後の2011〔平成23〕年新司法
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試験合格者は2,063人）。
　法曹人口政策会議では、2012（平成24）年2月に最
終的な意見の取りまとめを行い、これに基づいて日弁
連は同年3月15日、「法曹人口政策に関する提言」を公
表した。この提言では、市民に信頼され、頼りがいの
ある司法を実現するために弁護士の質の確保が必要で
あるところ、新人弁護士の就職難、OJT不足が質の低
下の懸念を招き、また法曹志望者の減少も引き起こし
ているので、「司法試験合格者数をまず1,500人にまで
減員し、更なる減員については法曹養成制度の成熟度
や現実の法的需要、問題点の改善状況を検証しつつ対
処していくべきである。」と具体的な数字を挙げた意
見が示された。
ウ　2016（平成28）年の日弁連臨時総会決議
　2016（平成28）年3月11日、日弁連は臨時総会を開
催し、後述の、政府の法曹養成制度改革推進会議の
2015（平成27）年6月30日発表をふまえて、「法曹養成
制度改革の確実な実現のために力を合わせて取り組む
決議」を採択した。
　この決議は、まず、司法試験合格者数を早期に年間
1,500人とすること、法科大学院の規模の適正化、予
備試験の制度趣旨を踏まえた運用、司法修習生への給
付型経済的支援が内容となっているが、総会の議論の
中で、複数の若手会員から、司法試験合格者数を減少
させなくて良いという意見が出たことが印象的であっ
た。
エ　法曹人口検証本部（法曹養成制度改革実現本部内）
　2020（令和2）年7月17日、日弁連法曹養成制度改革
実現本部内に法曹人口検証本部を設置することが承認
され、同年9月14日の第1回会議以後、会議を重ね、
2022（令和4）年3月17日に「法曹人口政策に関する当
面の対処方針」（司法試験合格者数のさらなる減員に
関する検証結果）を発表した。その内容は、現実の法
的需要の検証としての「業務量・求人量」、「司法基盤
整備の状況」、「法曹の質」の3点を検証し、その結果、
現状では司法試験合格者数のさらなる減員を提言すべ
き状況ではない、とするものであった。
（2） 政府の対応
ア　法曹養成フォーラムによる「論点整理」
　一方、政府は、2002（平成14）年3月になされた、
2010（平成22）年までに司法試験合格者数年間3,000
人を目指すとの閣議決定以来、2010（平成22）年が過

ぎてもこの方針を原則論として堅持していたが、2011
（平成23）年6月に設置された法曹養成フォーラムでは
2012（平成24）年5月10日の「論点整理」において、
法曹人口問題につき、「努力目標として、一定数の法
曹人口の増加を視野に入れながら、様々な政策を考え
ていくことは必要であるが、一定の時期を限って合格
者数の数値目標を設定することに無理がないか検討す
べき。」として、事実上の方針転換が始まった。
イ　法曹養成制度検討会議
　政府は、法曹養成フォーラムの「論点整理」の内容
を踏まえつつさらに検討を行う組織として、2011（平
成24）年8月21日、各省庁、法曹、学者、有識者らに
よる法曹養成制度検討会議を設置して協議を続け、
2013（平成25）年6月26日の最終取りまとめにおいて
は「数値目標を掲げることは現実性を欠く」とされ、
ついに2013（平成25）年7月16日、政府は3,000人目標
を正式に撤回した。
ウ　法曹養成制度改革推進会議
　さらに政府は法曹養成制度検討会議の取りまとめを
受けて、2013（平成25）年9月17日、内閣官房長官、
法務、文部科学、総務、財務、経済産業の各大臣を構
成員とする法曹養成制度改革推進会議を設置し、その
下に組織された各省庁、法曹、学者、有識者らによる
法曹養成制度改革顧問会議における協議をふまえて、
2015（平成27）年6月30日、「法曹養成制度改革の更な
る推進について」を発表した。
　そのなかで、今後の法曹人口の在り方として、「新
たに養成し、輩出される法曹の規模は、司法試験合格
者数でいえば、質・量ともに豊かな法曹を養成するた
めに導入された現行の法曹養成制度の下でこれまで直
近でも1,800人程度の有為な人材が輩出されてきた現
状を踏まえ、当面、これより規模が縮小するとしても、
1,500人程度は輩出されるよう、必要な取組みを進め、
更にはこれにとどまることなく、関係者各々が最善を
尽くし、社会の法的需要に応えるために、今後もより
多くの質の高い法曹が輩出され、活躍する状況になる
ことを目指すべきである。」として、初めて具体的な
人数に言及した。
　そして、2015（平成27）年の司法試験合格者1,850
人から2016（平成28）年は1,583人と一気に267人減少し、
その後は1,500人程度に定着したものと見受けられる。
なお、法科大学院の在学中受験資格制度の導入により、
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2023（令和5）年は受験者が前年より800人余り増加し、
合格者も1,781人と増加している。
エ　法曹養成制度改革連絡協議会
　なお、法曹養成制度改革推進会議が2015（平成27）
年7月15日をもって設置期限満了となった後は、法務
省、文部科学省、最高裁、日弁連、法科大学院協会に
よる法曹養成制度改革連絡協議会が設置されて、2024
（令和6）年10月までに23回の協議会が開催されている
が、法曹人口に関しては、2015（平成27）年6月30日
の「法曹養成制度改革のさらなる推進について」の内
容を変更するような提言はなされていない。
（3） 弁連や各弁護士会の動向について
　一方、前述したような法曹人口急増による「ひずみ」
の諸問題への懸念を背景に、2010（平成22）年以降、
司法試験合格者の人数を具体的に主張する決議を行い、
公表する弁護士会、弁連が出てきている。その決議の
多くは合格者を1,000人にすべき、との内容である。
合格者の減少とともに決議の数は減っているようであ
るが、2022（令和4）年3月17日に日弁連が「法曹人口
政策に関する当面の対処方針」を発表し、さらに2022
（令和4）年度の司法試験合格者が1,403人となった後も、
合格者を1,000人にすべきとの決議をした弁護士会も
ある。
　しかし司法試験合格者が1,500人を下回る状態が定
着した状態で、合格者1,000人というような「大幅な
合格者数削減」を弁護士会が主張することは、司法改
革の後退を対外的にイメージ付けることになるととも
に、現実に司法改革の進展を遅らせることとなり、法
科大学院や受験生たちに与える影響も大きく、市民の
理解と共感は得られにくいと思われる。
（4） 法友会の対応について
　法友会は、司法試験合格者数を現状維持又は漸減す
る方向性を打ち出してはいたものの、2011（平成23）
年まで合格者の具体的な数を明示した意見を述べてい
なかった。これは、合格者数を何人にするべきかにつ
いて実証的な合理的根拠が見当たらないことが主な理

由であった。
　しかしながら、当面、弁護士の増員ペースを緩和さ
せなければ新人弁護士の就職難、OJT不足から生じる
弁護士の質の低下の懸念、さらには法曹志望者の減少
などの「ひずみ」が増幅することは明白と思われる現
状に鑑み、法曹人口政策に関する日弁連からの意見照
会（2011〔平成23〕年12月）に対する東弁の意見のと
りまとめを行う際、法友会でも議論の末、司法試験合
格者1,500人を目指すとの意見を採択した。
　そして、前述のとおり、司法試験合格者は減少傾向
が続き、2020（令和2）年から2022（令和4）年まで3
年間、1,500人を下回った。
　法友会としては、引き続き従来からの主張である司
法改革の理念に基づく司法基盤、特に民事司法基盤の
一層の整備・拡大を推進していくべきであり、法曹養
成制度改革推進会議の2015（平成27）年6月30日の意
見のなかで司法試験合格者数に言及した部分だけを注
目するのではなく、「更にはこれにとどまることなく、
関係者各々が最善を尽くし、社会の法的需要に応える
ために今後もより多くの質の高い法曹が輩出され、活
躍する状況となることを目指すべきである。すなわち、
引き続き法科大学院を中核とする法曹養成制度の改革
を推進するととともに、法曹ないし法曹有資格者の活
動領域の拡大や司法アクセスの容易化等に必要な取組
を進め、より多くの有為な人材が法曹を志望し、多く
の質の高い法曹が、前記司法制度改革の理念に沿って
社会の様々な分野で活躍する状況になることを目指す
べきである。」としている点に注目し、法科大学院の
在学中に受験資格を与える制度により2023（令和5）
年の司法試験受験者、合格者が増加したこと、2024（令
和6）年も司法試験受験者が一昨年までよりも多いこ
とを前向きに捉えつつ、社会の様々な分野において必
要とされる弁護士が十分に輩出されるよう、必要に応
じて提言して、真に市民が利用しやすい、頼りがいの
ある司法の実現に向けて今後も努力を続けていくべき
である。
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第3　法科大学院制度と司法試験制度の現状と課題
1 法科大学院を中核とする法曹養成制度の
理念と概要

　2004（平成16）年4月に法科大学院制度が創設され
て今年で21年目を迎える。法科大学院を中核とする法
曹養成制度は、様々な成果を生み出す一方で、課題も
指摘されてきた。このような中、2019（令和元）年6
月には、法曹コース、「3＋2」ルート、在学中受験制
度の創設などを内容とする「法科大学院の教育と司法
試験等との連携等に関する法律等の一部を改正する法
律」（以下、「2019年改正法」という。）が成立し、
2023（令和5）年7月に初めての法科大学院在学生をも
対象とした司法試験が実施されるなど、制度創設以来
の大きな改革が進行している。
　以下では、法科大学院を中核とする法曹養成制度の
理念と内容を確認した上で、現状と今後の方向性を明
らかにする。
（1） 法科大学院制度創設の理念
　司法制度改革審議会意見書（以下、「司改審意見書」
という。）は、法曹を、「国民の社会生活上の医師」の
役割を果たすべき存在と規定し、そのような質を備え
た法曹を、国民が求める数、確保すべきとした。
　そして、従来の司法試験という「点」のみによる選
抜から、法学教育、司法試験、司法修習を有機的に連
携させた「プロセス」としての法曹養成制度を新たに
整備すべきとし、この新たな法曹養成制度の中核を成
すものとして、法曹養成に特化した教育を行うプロフ
ェッショナル・スクールとして法科大学院を創設すべ
きと提言した。法科大学院制度創設の理念は、ここに
集約される。
（2） 法科大学院制度の特徴
　法科大学院制度は、従来の法学教育制度に比して、
次のような特徴を持った制度として創設された。
　第1に、理論と実務の架橋を理念とした教育を行う
点である。
　第2に、少人数による双方向・多方向的な密度の濃
い授業を行う点である。
　第3に、弁護士を中心とする実務家教員を一定数配
置するとともに、主としてこれら実務家教員によって
担われる法律実務基礎科目群をカリキュラムに配置し
ている点である。

　第4に、他学部出身者、社会人経験者など多様なバ
ックグラウンドをもった学生を受け入れるとともに、
訴訟を中核とする紛争解決業務にとどまらない、多様
な法的ニーズに応え得る法曹（「国民の社会生活上の
医師」）の養成を目的に掲げた点である。
（3） 法科大学院のカリキュラム
　法科大学院のカリキュラムは、93単位が修了までに
必要な最低単位数とされている（既修者についてはこ
のうち最大30単位が免除される）。科目は、基本六法
と行政法の分野である「法律基本科目群」、法曹倫理、
民事訴訟実務の基礎、刑事訴訟実務の基礎、法情報調
査、法文書作成、ロイヤリング、模擬裁判、クリニッ
ク、エクスターンシップなどの「法律実務基礎科目群」、
外国法、法社会学、法と経済学、政治学などの「基礎
法学・隣接科目群」、知的財産法、労働法、少年法、
IT法などの「展開・先端科目群」の4分野に分類され
ており、各科目群の履修単位数等については、認証評
価基準によって定められている。
（4） 司法試験の位置づけと概要
　法科大学院制度創設後の司法試験の在り方について、
司改審意見書は、「法科大学院教育をふまえたものに
切り替える」としており、これを踏まえて司法試験の
基本的在り方が検討された。
　新司法試験実施に係る研究調査会報告書（2003〔平
成15〕年12月11日）では、司法試験は法科大学院の教
育課程履修を前提に実施するものであり、司法試験の
科目と内容だけでは法曹に求められる能力を判定でき
ないことに留意すべきとした。
　司法試験は短答式、論文式が実施され、口述試験は
実施されない。短答式は、2014（平成26）年まで、憲
法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴
訟法の7科目が実施されていたが、2015（平成27）年
から、憲法、民法、刑法の3科目に削減された。論文
式は上記7科目に選択科目が加わり、倒産法、租税法、
経済法、知的財産法、労働法、環境法、国際関係法（公
法系）、国際関係法（私法系）の8科目から1科目を選
択する。
（5） 予備試験の位置づけと概要
　司改審意見書は、「経済的事情や既に実社会で十分
な経験を積んでいるなどの理由により法科大学院を経
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由しない者にも、法曹資格取得のための適切な途を確
保すべきである」として予備試験制度の創設を提言し
た。予備試験は、法科大学院修了と同等の能力を判定
する試験（司法試験法5条1項）と位置づけられている
が、法科大学院というプロセスによって養成された能
力と同等の能力を点（試験）によって判定するという
原理的な矛盾を抱えている。予備試験の制度趣旨は司
改審意見書のとおり明確であるが、受験資格は制限さ
れず、法制上は誰でもが受験できる試験となっている。
　予備試験は短答式、論文式、口述の各試験が実施さ
れる。短答式の科目は憲法、行政法、民法、商法、民
事訴訟法、刑法、刑事訴訟法、一般教養の8科目、論
文式は短答式科目に法律実務基礎科目が加わった9科
目だったが、2022（令和4）年の試験から、一般教養
が廃止され、司法試験と同一の選択科目が導入された。
口述試験は法律実務基礎科目1科目が実施される。
（6） 司法修習の位置づけ
　法科大学院制度の創設に伴い、司法試験の位置づけ
が大きく変化したのに比べ、司法修習の変化は大きな
ものではなかった。もちろん、修習期間が1年4ヶ月か
ら1年に短縮されたこと、前期集合修習が廃止され、
新60期を除き、実務修習から修習が始まるようになっ
たこと（ただし、68期から再び「導入修習」が実施さ
れている。）、選択型実務修習が導入されたことなど、
修習の内容には大きな変化が生じた。しかしこれらは、
基本的には修習生の増加に伴う、いわばやむをえざる
変更であり、法科大学院制度の下での司法修習の位置
づけに関する自覚的な議論は乏しかったといえる。最
高裁司法修習委員会は、新しい司法修習の在り方に関
する検討結果として「議論のとりまとめ」（2004〔平
成16〕年7月2日）を公表しており、ここでは法廷活動
に限られない幅広い法的ニーズに対応する修習として、
「法曹としての基本的なスキルとマインド」を養成す
る修習を行うとしたが、選択修習の一部カリキュラム
などを除き、現在の修習に同理念の積極的な具体化を
みることは困難といえる。

2 法科大学院を中核とする法曹養成制度の
成果と課題

　以上のような内容をもって始まった法科大学院を中
核とする法曹養成制度は、成果を挙げる一方で、課題
も指摘されてきた。

（1） 成果
　法科大学院を経て法曹資格を取得した者の人数はす
でに法曹全体の過半数を占めている。法科大学院修了
法曹については、従来の法曹に比べて、多様なバック
グラウンドを有している、コミュニケーション能力、
プレゼンテーション能力、判例・文献の調査能力に優
れているといった面において積極的な評価が得られて
いる。実際、これらの特徴を活かして、従来の法曹に
比べ、社会のより幅広い分野において多様な活動を展
開しているとの評価も見られる。
（2） 課題
　このような成果の一方で、法科大学院を中核とする
法曹養成制度に対しては、課題も指摘されている。
ア　データにみる状況の推移
ア　司法試験
　司法試験の合格者数と合格率（対受験者）は、初年
度である2006（平成18）年は1,009人、48.25％であった。
その後、合格率は低下を続けたが、2014年（平成26年）
の22.58％（1,810人）を底に上昇に転じ、2023（令和5）
年は1,781人（内予備試験ルート327人）、45.34％とな
っている。
　なお、2023（令和5）年は前年（1,403人）に比べて
合格者数が大幅に増加した。これは、2023（令和5）
年が法科大学院在学中受験の初年度となり、在学中受
験者と修了後受験者が併存した影響で受験者が大幅に
増加した（2022〔令和4〕年3,082人に対し2023〔令和5〕
年3,928人）影響によるものである。合格率は前年度
とほぼ変化がない（2022〔令和4〕年45.5％に対し
2023〔令和5〕年45.3％）。
　募集停止校・廃止校を除いた法科大学院修了者の累
積合格率（ある年度に法科大学院を修了して司法試験
を受験した者のうち最終的に合格した者の割合）でみ
ると、既修については修了3年目で約8割、未修は修了
5年目で約5割に達している。
イ　予備試験
　2011（平成23）年から開始された予備試験は、2011
（平成23）年は受験者数6,477人、合格者数116人であ
ったのが、2023（令和5）年には受験者数1万3,372人、
合格者数479人となっている。
　なお、司法試験、予備試験の状況については、2023
（令和5）年試験から法科大学院在学中受験が始まった
ことにより、2019年改正法に基づく改革の影響が顕著
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に表れ始めている。この点については後述する。
ウ　法科大学院
　法科大学院の入学定員数は、2005（平成17）年度か
ら2007（平成19）年度に5,825人でピークを迎えたが、
その後の文科省の定員削減策の影響により減少し、
2023（令和5）年度からは2,197人となっている。
　実入学者数については、2006（平成18）年度に
5,784人でピークを迎えたが、その後一貫して減少を
続け、2018（平成30）年度には1,621人にまでに減少
した。しかし、その後増加傾向に転じ、2024（令和6）
年度は2,076人となっている。
　また、この間、姫路獨協大学、神戸学院大学、大宮
法科大学院大学、東北学院大学、駿河台大学、大阪学
院大学、新潟大学、信州大学、香川大学、鹿児島大学、
白鴎大学、東海大学、明治学院大学、愛知学院大学、
広島修道大学、獨協大学、龍谷大学、國學院大學、東
洋大学、山梨学院大学、久留米大学、中京大学、静岡
大学、島根大学、熊本大学、神奈川大学、関東学院大
学、大東文化大学、名城大学、京都産業大学、成蹊大
学、立教大学、桐蔭横浜大学、青山学院大学、横浜国
立大学、近畿大学、西南学院大学、北海学園大学、甲
南大学が法科大学院を廃止、駒澤大学が学生募集を停
止しており、廃止した法科大学院と学生募集を停止し
た法科大学院をあわせると40校に及んでいる。
　入学者のうちの社会人経験者の割合は、初年度であ
る2004（平成16）年度には48.4％であったのが、2018（平
成30）年度には17.0％にまで減少した後、2024（令和6）
年度は18.0％となっている。同様に、他学部出身者の
割合は、2004（平成16）年度には34.5％であったのが、
2018（平成30）年度には13.9％にまで減少した後、
2024（令和6）年度は16.2％となっている。
イ　養成される法曹の質をめぐる課題
　法科大学院制度の下で養成された人材に対しては、
法律基本科目の知識、理解が不十分な者、論理的表現
能力が不十分な者が一部に存在するという指摘等に加
え、法曹志望者の減少傾向が続くなか、今後法曹の質
が低下していくのではないかと懸念する議論がなされ
てきた。
　その原因については、法科大学院教育の質の格差、
志望者減少に伴う志望者の質の問題、合格者増加に伴
う養成対象人数の増加、修習期間短縮と前期修習の廃
止（67期まで）など諸要因が指摘され、改善に向けて

この間様々な努力が行われてきた。
　2022（令和4）年3月1日の法曹養成制度改革連絡協
議会（第17回）において了承された「法曹の質に関す
る検証結果報告書」（法務省大臣官房司法法制部作成）
によると、研究者等による既存の調査結果等の収集・
分析、アンケート調査等を実施したところ、①いずれ
の分野においても、法曹の活動等に対する利用者等の
評価はおおむね高かった、②若手法曹（司法修習期66
期以降）一般の資質・能力や活動の質についても、他
の法曹と比較して劣っていると評価されてはいなかっ
たと報告されている。
ウ　制度的な課題
　司法試験の合格率の低迷、法律事務所の就職難と法
曹の活動領域が未だ十分な拡大をみせていないこと、
そのような状況の下で法曹資格取得までの時間的・経
済的負担感が増大していること（また、司法修習の貸
与制への転換によって負担感の増大に拍車をかけたこ
と）などを原因として、この間、法曹志望者の減少が
続き、この点が現在の法曹養成制度の最大の課題とさ
れてきた。
　しかし、近時の司法試験累積合格率の状況、就職状
況の顕著な改善、活動領域拡大に向けた取組みの前進、
修習給付金制度の創設に結実した修習生の経済的支援
に向けた取組み、法曹志望者増加に向けた法曹界の取
組みの前進などによって、法曹志望者の減少傾向は改
善を見せてきた。また、2022（令和4）年以降の法科
大学院志願者数の顕著な増加は2019年改正法に基づく
改革の影響とも言われており、今後の推移が注目され
る。
　なお、法科大学院を修了しながら最終的に法曹資格
を取得できなかった法務博士も各方面で活躍している
ことから、その把握と、これを前提とした対応も重要
であり、留意が必要である。

3 法曹養成制度改革の取組み
　法科大学院を中核とする法曹養成制度について改革
を図るべき問題点が存するという認識は、創設初年度
である2004（平成16）年の後半から、新司法試験の合
格者数と合格率の問題をめぐって一部で指摘され始め
ていた。しかし、政府レベルにおいて改革に関する本
格的な検討が始まるのは、2008（平成20）年度に入っ
てからである。
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（1） 日弁連における取組みの経緯
　日弁連は、2009（平成21）年1月「新しい法曹養成
制度の改善方策に関する提言」において初めて法曹養
成制度全体に関する改革提言を行ったが、その後、
2011（平成23）年3月「法曹養成制度の改善に関する
緊急提言」、同年8月「法科大学院教育と司法修習との
連携強化のための提言」、2012（平成24）年7月「法科
大学院制度の改善に関する具体的提言」と、情勢に応
じた制度全体にわたる提言を積み重ね、同提言に基づ
く取組みを続けきた。
　また、2016（平成28）年3月の臨時総会では、「法曹
養成制度改革の確実な実現のために力を合わせて取り
組む決議」が採択され、「法科大学院の規模を適正化し、
教育の質を向上させ、法科大学院生の多様性の確保と
経済的・時間的負担の軽減を図るとともに、予備試験
について、経済的な事情等により法科大学院を経由し
ない者にも法曹資格取得の途を確保するとの制度趣旨
を踏まえた運用とする」よう力を合わせて取り組むこ
となどが決議された。
　現在の日弁連の主な取組みは、2012（平成24）年7
月提言及び2016（平成28）年3月臨時総会決議が基本
となっている。
（2） 政府における取組みの経緯
　政府における本格的な提言は、2009（平成21）年4月、
中教審法科大学院特別委員会（以下、「特別委員会」
という。）が「法科大学院の質の向上のための改善方
策について」を取りまとめたのがその最初である。
　その後、法務、文科両副大臣主宰の下に設置された
「法曹養成制度に関する検討ワーキングチーム」が
2010（平成22）年7月に取りまとめた「法曹養成制度
に関する検討ワーキングチームにおける検討結果（取
りまとめ）」は、法科大学院を中核とする法曹養成制
度について、全体を見通した改善方策の選択肢を取り
まとめた最初の提言であった。同提言を受け、内閣官
房長官、総務大臣、法務大臣、財務大臣、文部科学大
臣、経済産業大臣の6大臣申し合わせに基づき設置さ
れた「法曹の養成に関するフォーラム」が、2012（平
成24）年5月に「法曹の養成に関するフォーラム 論点
整理（取りまとめ）」において改善方策に関するより
具体的な論点整理を行い、同フォーラムに4名の委員
を追加して閣議決定に基づき設置された「法曹養成制
度検討会議」（検討会議）が、2013（平成25）年6月、「法

曹養成制度検討会議取りまとめ」において、法曹養成
制度全般に関する改革案を取りまとめた。ただし、同
取りまとめが提案した改革案は、なお具体的な検討が
必要な課題、今後の検討に委ねられた課題も少なくな
かった。
　そこで、法曹養成制度検討会議の取りまとめを受け
て、2013（平成25）年9月、内閣官房長官を議長、法務、
文科両大臣を副議長、財務、総務、経産各大臣を議員
とする法曹養成制度改革推進会議が発足し、同会議の
下に、事務局として法務省、最高裁、文部科学省、日
弁連からの出向者によって構成された法曹養成制度改
革推進室（推進室）、及び、公開の有識者会議である
法曹養成制度改革顧問会議が設置された。また、それ
らとともに法務省の下には、法曹有資格者の活動領域
の拡大に関する有識者懇談会が設置され、その下に、
国・地方自治体・福祉等、企業、海外展開の分野を対
象とした3分科会が設置された。
　そして、2年近くに及ぶ検討を経て、2015（平成27）
年6月30日、法曹養成制度改革推進会議は「法曹養成
制度改革の更なる推進について」を決定し（以下、「推
進会議決定」という。）、法曹養成制度全般に関する改
革提言を取りまとめるに至った。司法試験合格者
1,500人の提言のほか、法科大学院の統廃合、共通到
達度確認試験の実施、予備試験の課題の検討などを内
容とする同提言は、一連の政府の取組みの到達点を示
すものであった。
　その後、推進会議決定を踏まえた改革のフォローを
含めた連絡協議の場として、法務省、文部科学省、最
高裁、日弁連の四者を基本メンバーとする法曹養成制
度改革連絡協議会（以下、「連絡協議会」という。）が
後継組織として発足し、これまでに23回の連絡協議会
が開催されている（2024〔令和6〕年8月末日現在）。
しかし、同協議会は資料開示と報告の場にとどまって
おり、改革のフォローという機能は果たしていない。
（3） 2019年改正法による改革－法曹コース・「3＋2」

ルートと在学中受験について
ア　2019年改正法成立の経緯
　推進会議決定の取りまとめから4年を経た2019（令
和元）年6月、「法科大学院の教育と司法試験等との連
携等に関する法律等の一部を改正する法律」が成立し
た。同法は、「法科大学院の教育と司法試験等との連
携等に関する法律」「学校教育法」「司法試験法」「裁
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判所法」の各法律の改正を内容としている。
　以下に述べるとおり、同改正法による法曹コースの
設置及び「3＋2」ルートの創設と、在学中受験制度は、
一体となった改革であるが、法曹コースと「3＋2」ル
ートが特別委員会での議論のなかで具体化されたのに
対し、在学中受験制度は、法案が国会に提出されるま
で、公の場で議論されることは一切なかった。この点
において、制度改革の経緯は特異性を帯びている。国
会の議決も賛成は自民、公明のみであり、司法制度関
係法案では異例の与野党対決法案となった。
　同法による改革は、推進会議決定のうち、早期卒
業・飛び入学制度を活用し、学部3年終了後、既修者
コースに進学できる仕組みの確立・充実を推進する、
とした部分の具体化といえなくもないが、制度改革ま
での議論の経緯をみるならば、在学中受験制度とセッ
トになったことで、同決定とは基本的に断絶したもの
と評価すべきである。
イ　2019年改正法による改革の概要
　2019年改正法による改革は、①法学部に法科大学院
と連携した「法曹コース」を設けること、②法曹コー
スを前提に、学部を3年で卒業して法科大学院既修コ
ースに入学する「3＋2」ルートを創設すること、③法
科大学院在学中に司法試験を受験できるようにするこ
とを内容とする。その具体的内容は以下のとおりであ
る。
ア　法曹コースの設置と早期卒業等の拡大
　法曹コース（法律上の用語は「連携法曹基礎課程」）
とは、法科大学院既修者コースへの進学を希望する学
生を主たる対象として、法科大学院の未修1年次相当
の教育を行うことを目的として法学系学部に設置され
るコースである。同コース設置のためには、法学系学
部が自校または他校の法科大学院との連携協定（以下、
「法曹養成連携協定」という。）を締結し、同協定を文
科大臣が認定することが必要とされる。法曹コースは
2020（令和2）年4月からスタートしており、2024（令
和6）年4月1日時点で、32の法科大学院が42大学の法
学系学部との間で72の法曹養成連携協定を締結して認
定されている。
　法曹コース修了予定者は、法科大学院既修コースの
入学者選抜について、特別選抜枠での選抜を受ける資
格が与えられる。特別選抜枠には「5年一貫型」と「開
放型」の二種類があり、開放型の場合は法律に関する

論文式試験が課されるが、5年一貫型では法律試験は
課されない。学生にとっては、5年一貫型の方が、連
携先法科大学院への進学が強く保証されることになる。
5年一貫型は連携先の法曹コース在籍者しか受験でき
ないが、開放型は、法曹コース在籍者であれば、所属
大学を問わず受験することができる。
　法曹コースは、早期卒業を希望する学生に対する十
分な体制をとっていることが文部科学大臣の認定要件
とされる。これによって、法曹コースが「法学部の学
生が学部3年間と法科大学院2年間で法曹になる仕組
み」（いわゆる「3＋2」ルート）として位置付けられ
ることになる。
イ　在学中受験制度の導入
　また、2019年改正法によって、法科大学院2年次ま
でに所定の単位を修得した在学生に対して、法科大学
院在学中の司法試験受験資格が付与されることになっ
た。これまでの法科大学院修了、予備試験合格という
受験資格要件に、在学中受験が新たな受験資格として
追加されることになる。
　これまで修了後5年5回とされていた受験回数制限に
ついて、在学中受験をした場合には、同受験を1回目
受験とし、その後は4回しか受験できなくなる。在学
中受験をしなかった学生には、これまでどおり修了後
5年5回の受験機会が確保される。
　この在学中受験制度は、2023（令和5）年の司法試
験から実施されている。2024（令和6）年の試験は、7
月10日、11日、13日、14日に実施され、8月1日に短答
式試験成績発表、11月6日に合格発表がなされた。
ウ　2019年改正法の目的
　2019年改正法による制度改正の目的は、法曹になる
までの時間的負担の軽減と、これによる法曹志望者の
増加とされる。
　すなわち、これまで法科大学院を修了して法曹にな
るには、最短でも4年間の学部卒業、2年間の法科大学
院既修コースの修了、修了後の司法試験受験と1年間
の司法修習が必要であり、大学入学から約7年9ヶ月を
要していた。
　これに対し、制度改正後は、法曹コースを修了して
早期卒業し、法科大学院の既修コースに入学して在学
中受験で合格した場合、最短で大学入学から6年で法
曹資格を取得することが可能になる。現在に比べ約1
年9ヶ月の短縮となる。
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　また、「目的」といえるかはともかく、この改正に
よって、予備試験ルートで法曹資格を得ようとする学
部生を法科大学院に「誘導」できるという一部の法科
大学院関係者の強い意見が制度改正の推進力になった
ことも間違いのないところである。すなわち、「3＋2」
ルートと在学中受験がセットとなることで、同ルート
で法曹になる時期が、大学4年生で予備試験に合格し
て法曹になる者と同時期となる。そのため、これまで
学部時代に予備試験に合格し、法科大学院入学を回避
していた層の大半を法科大学院に「誘導」できるとの
意見であった。

4 改革の現状とこれからの課題
（1） 法科大学院を中核とする法曹養成制度の維持発展

を
　法曹志望者に対して法曹養成を目的とした教育を基
礎から施し、同教育を経た者を法曹とすることを原則
とした現行制度は、法曹養成に特化した教育を行う制
度であるという点において原理的な正当性を有するの
みならず、法曹と比較されることの多い専門職である
医師養成との対比においても、また、法曹養成制度の
国際比較の点においても、維持されるべき制度である。
　未だに一部には、法科大学院制度を廃止すべき、あ
るいは、誰もが司法試験を受験できる制度に戻すべき
との議論も存在する。しかし、このような議論は、法
曹養成制度の出発点を司法試験合格時点として、合格
までの過程を、受験予備校による教育と自学自習とい
う個人の努力に委ねていた旧司法試験制度の状況への
回帰を意味するものであり、支持し得ない。現行制度
を前提に、その問題点を解決するというのが改革のア
プローチであるべきである。
（2） 弁護士の魅力を伝え志願者増加に結びつける取組

み
　若者に対して法曹の姿を示し、その社会的役割や魅
力を伝えることを通じて、法曹志望者を増やす活動の
強化が必要である。将来の進路を考える時期である中
学生、高校生及び大学1、2年生を主たるターゲットと
して、授業や課外の講演、交流企画など、様々な機会
を活用して弁護士の魅力を伝えること、社会人に対し
て、社会人経験を経て法曹を志し、弁護士となった者
の情報を提供することなどの活動が重要である。また、
女性の法曹・弁護士志望者を増加させるための方策も

併せて検討する必要がある。
　日弁連ではこの点に関し、法曹志望者増加に向けた
パンフレットの発行、動画の制作、ウェブページの制
作、全国で実施される「ロースクールへ行こう！★列
島縦断★ロースクール説明会&懇談会」（いわゆる「法
科大学院キャラバン」。法科大学院協会主催）の共催
団体としてその企画運営に関わるなどの取組みを行っ
ている。また、法曹志望者確保に向けた取組みの実践
について各弁護士会に費用補助を行う制度を設けてお
り、同制度を活用した各単位会での取組みが活性化し
ている。さらに、女性法曹の増加に関し、「来たれ、
リーガル女子！」と題した中高生向けの企画を実施す
るなどの取組みを行っている。
（3） 推進会議決定をふまえた取組みの到達点
　前述のとおり、2019年改正法の成立によって、法科
大学院を中核とする法曹養成制度の改革は新たなステ
ージに入っており、2015（平成27）年の推進会議決定
における提案は、その位置付けや重要度に変化が生じ
たものも少なくない。以下では、推進会議決定の提案
に沿って、その後の主な取組み状況を簡潔に整理する。
ア　法科大学院
ア　統廃合・定員削減と質を確保した入学者の絞り込み
　法科大学院修了者の司法試験合格率を向上させるに
は、法科大学院の規模を全体的にコンパクトなものに
する必要があるとの考え方から、推進会議決定以前か
ら、法科大学院の統廃合・定員削減と質を確保した入
学者の絞り込みが政策的に進められてきた。
　これによって、ピーク時5,825人（2005〔平成17〕
年～2007〔平成19〕年）だった法科大学院の入学者定
員は、2023（令和5）年は、2,197人にまで減少し、74
校あった法科大学院は、廃止・募集停止校を除くと半
数以下の34校まで減少した。統廃合・定員削減に向け
た取組みは、既に終了している。
イ　共通到達度確認試験
　推進会議決定は、法科大学院が共通して客観的かつ
厳格に進級判定等を行う仕組みとして「共通到達度確
認試験」の実施を提言した。未修1年次を主たる対象
として2020（令和2）年から本格実施が始まっており、
日弁連法務研究財団及び法科大学院協会を母体とした
試験管理委員会が同試験を運営している。
ウ　ICT（情報通信技術）の活用
　推進会議決定は、地理的・時間的制約がある地方在
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住者や社会人等に対するICTを活用した法科大学院教
育の実施について2018（平成30）年度を目途とした本
格的普及に向けて実証的な調査研究を行うことを提言
した。
　その後、「法科大学院教育におけるICT（情報通信
技術）の活用に関する調査研究協力者会議」は、2017
（平成29）年2月、「法科大学院におけるICT（情報通
信技術）を活用した教育の在り方に関する検討結果」
をとりまとめていたが、新型コロナウイルス感染拡大
を契機に、ICTの活用をめぐる環境は大きく進展した。
特別委員会の「法学未修者教育の充実について　第10
期の議論のまとめ」（2021〔令和3〕年2月）では、未
修者教育に関するICTの活用、有職社会人のための
ICTの活用について具体的な提言がなされている。
イ　予備試験
　推進会議決定は、予備試験について、創設の趣旨と
現在の利用状況が乖離していることを認め、試験科目
見直しや運用改善策を検討すること、予備試験合格者
数を現状よりも大きく増加させないこと、予備試験が
法曹養成制度の理念を阻害することがないよう必要な
制度的措置を検討することなどを提言している。
　制度趣旨と現状との乖離をこれ以上拡大させないた
めの取組みが必要である。2019年改正法に基づく制度
改革を契機とした、予備試験改革に関する議論の具体
化が求められる。
ウ　司法試験
ア　検証担当考査委員制度について
　推進会議決定を受けて、司法試験考査委員の中に検
証担当考査委員を設けて出題、成績評価等について科
目横断的な検証を行う体制が整えられた。
　同体制は、2016（平成28）年度から運用が開始され
ているが、司法試験に関する日弁連と法科大学院協会
の毎年の検討についてヒアリングを実施し、論文式試
験の必須科目に関し、「出題における事例の分量及び
設問の個数が増大しつつある」として、「受験生に過
度に事務処理能力を求める」ことのないようにすべき
等の報告を行うなど、一定の役割を果たしている。
イ　漏洩事件と候補者選定等部会の設置
　2015（平成27）年9月、憲法考査委員による司法試
験問題漏洩事件を受けて司法試験委員会の下に設置さ
れたワーキングチームは、問題作成担当考査委員から
法科大学院の現職教員を排除する一方で、考査委員を

推薦するための新たな組織を設けること、考査委員の
再任回数を制限すること、考査委員である教員が個別
指導を閉鎖的スペースで行わないことや授業内容を録
音すること等の再発防止策を提言した。
　同提言に基づき、司法試験委員会の下に、司法試験
考査委員候補者選定等部会が設置され、問題作成を担
当する考査委員に関する厳格な選任体制が整備されて
いる。その一方で、2019（令和1）年試験以降は、法
科大学院の現職教員であっても問題作成考査委員とし
て選任することを妨げないとされた。
（4） 2019年改正法（法曹コース・「3＋2」ルートと在

学中受験）以降の状況について
ア　2019年改正法に対する評価
　2019年改正法のうち、法曹コースの設置と「3＋2」
ルートの創設については、法科大学院制度の理念に照
らして望ましくないとする論者においても、未だ許容
範囲とするむきが大半であったが、在学中受験制度に
対しては、厳しい批判がなされた。すなわち、在学中
受験制度が導入されると、法科大学院入学直後から学
生は受験対策に邁進することになり、法科大学院制度
の理念は崩壊するのではないか、とりわけ法科大学院
3年次の授業は成立しなくなるのではないか、という
批判である。これらの批判は、法科大学院制度を強く
支持する論者や法科大学院教育に真摯に携わる論者か
ら出されたのが特徴であった。
　今後の制度運用のあり方によっては、上記批判のと
おりの顛末になる懸念が存することは事実と思われる。
その意味で、これからの制度運用のあり方が決定的に
重要である。
イ　制度運用のあり方に向けた対応方針
　制度運用のあり方を検討するに際しては、①改革に
よって法曹志願者が増加するか、②予備試験ルートに
流れる学生を法科大学院に誘導できるか、③法科大学
院教育が受験対策に流れてしまわないか、④他学部出
身者、社会人経験者や地方の法曹志望者が法科大学院
で学ぶ道を実質的に確保できるか、⑤法曹の質を確保
できるかという点を評価の視点としつつ対応していく
必要がある。
　とりわけ、「3＋2」ルートと在学中受験という制度
改革の趣旨を実現させつつ、法科大学院教育全体にマ
イナスの影響を及ぼさないためには、①「3＋2」ルー
トと在学中受験をセットにしたルートを拡大させ過ぎ
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ないこと、そして、②未修者など在学中受験を行わな
い法科大学院生が、受験対策に過度に傾斜することな
く、これまでどおりの法科大学院教育を受けることが
できるような制度運用を行うことが重要となる。
ウ　運用の現状と評価
ア　法科大学院特別選抜と在学中受験の状況
a　特別選抜の状況
　法曹コースからの三度目の特別選抜となった2024
（令和6）年度の法科大学院入学者選抜の結果は次のと
おりである。
　特別選抜全体の募集人数は667人、これに対する志
願者数は1,448人、最終的な入学者数は305人であった。
内訳は、5年一貫型が募集人数398人、志願者数605人、
入学者数254人。開放型が募集人数269人、志願者数
843人、入学者数51人である。
　特別選抜の人数が入学定員（全体で2,197人）の2分
の1以内と定められていることに照らすと、667人の募
集人数と305人という入学者数は、相当に抑制された
数字である。「3＋2」ルートと在学中受験をセットに
したルートを拡大させ過ぎないという観点からは好ま
しい状況といえる。
b　在学中受験初年度の結果
　2023（令和5）年司法試験は、初めて在学中受験資
格での受験生が受験した、「在学中受験初年度」であ
った。その主な結果は次のとおりである。
　毎年減少していた受験者は、前年度の3,082人から
3,928人へと、約850人増加した。そのうち、在学中受
験資格の受験者は1,070人と、4分の1以上を占めている。
在学中受験者のうち、913人が既修者であるが、未修
者も157人が受験している。受験者数が大幅に増加し
たのは、在学中受験資格の受験者（在学中受験者）と、
法科大学院修了資格の受験者（修了資格受験者）が併
存する初年度であったことによる。
　顕著な特徴は、在学中受験者の合格率が極めて高か
った点である。
　在学中受験者全体の合格率は59.53％であった。修
了資格受験者の合格率32.61％はもちろんのこと、予
備試験組を加えた全体の合格率45.34％と比べても顕
著な高さである。また、1学年上にあたる修了1年目受
験者の合格率55.04％をも上回っており、在学中受験
者の合格率の高さが際立つ結果となった。
　在学中受験者の合格率については未修者についても

同様の傾向がみられた。在学中受験を行った未修者
157人のうち、59人が合格し、合格率は37.58％である。
とりわけ、非法学部卒の未修者については47人が在学
中受験を行い、25人合格、合格率は53.19％に及んで
いる。
　他方、未修者全体の合格率をみると、2022（令和4）
年の21.35％から19.36％に低下している。既修者全体
が2022（令和4）年の47.71％から49.70％に上昇してい
ることと比較すると、未修者全体にとっては厳しい結
果だったといえる。
　これらの結果の原因について現時点で直ちに判断す
ることはできないが、2024（令和6）年の結果が注目
される。
イ　制度改革の評価
　2020（令和2）年4月より法曹コースがスタートし、
2023（令和5）年から在学中受験が始まったばかりで
ある現時点での評価は慎重であるべきだが、ここまで
の状況は、上記「評価の視点」に照らしてどう評価で
きるだろうか。
　法曹志願者の増加（①）であるが、法科大学院志願
者数は大幅に増加している。2016（平成28）年に初め
て1万人を割り込み、2021（令和3）年8,341人だった
志願者数が、法曹コースから法科大学院への入学が始
まった2022（令和4）年は1万0564人と1万人の大台を
回復し、2024（令和6）年は1万3,513人に増加した。
制度改革がはじまってわずか3年で60％を超える志願
者数の顕著な増加が、制度改革の影響であることは明
らかだろう。
　予備試験に流れる学生の法科大学院への誘導効果
（②）について、現時点でそれ自体に関する統計的な
数値は公表されていない。
　しかし、いわゆる上位校では、予備試験ルートで司
法試験に合格して法科大学院を中退、休学する学生は
大幅に減少したといわれている。法科大学院生（出願
時）の予備試験出願者数・合格者数が、2022（令和4）
年の1,246人・124人から2023（令和5）年には638人・
21人と大幅に減少していること、予備試験の出願者数
が2023（令和5）年の1万6,704人から2024（令和6）年
は1万5,764人と約1,000人減少していることなどのデー
タと併せると、制度改革は予備試験の受験動向にも影
響を与えつつあるといえる。
　他方、法科大学院教育が受験対策に流れないか、と
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いう点（③）は、3年前期まではカリキュラムが司法
試験科目で極めてタイトになっており、懸念が具体化
しつつあるように思われる。
　他学部出身者、社会人経験者への影響（④）につい
て、在学中受験に伴うカリキュラム改革は、未修者（他
学部出身者、社会人経験者の多くが未修者である）に
一定の影響を及ぼしているようである。また、2023（令
和5）年の未修者の司法試験合格率は、2022（令和4）
年に比して低下している。制度改革の未修者に対する
負の影響が懸念される。
　地方の法曹志望者への影響は現時点では評価できな
い。
　法曹の質の点（⑤）についても現時点では評価でき
ない。
　2019年法改正から今日までの間、法科大学院をめぐ
る議論は比較的落ち着いているようにも思われるが、
これが制度の安定化と理念実現に向けた道筋につなが
るのか、批判論者の懸念が具体化していくのか、これ
からの数年が今次改革において大きな分岐点となるだ
ろう。
エ　未修者教育の改善について
　2019年改正法が既修者を想定した改革であることは
異論がないことから、同制度改革は、既修者に比べて
人数的に大幅に減少し、合格率にも格差がある未修者
への対応の必要性を当然に想起させることとなった。

　未修者教育の改善については、文科省の委託研究と
して日弁連法務研究財団によって実施された「法科大
学院における法学未修者への教育手法に関する調査研
究」が成果報告書（2019〔平成31〕年3月）を公表し
て以降、議論が進展しつつある。同報告書では、各法
科大学院の未修者教育に関する優れた取組みが整理さ
れるとともに、未修者教育について調査研究を行うシ
ンク・タンクの設置などの具体的提言がなされている。
　また、文科省の委託研究として一般社団法人法曹養
成ネットワークによって実施された「法科大学院にお
ける法学未修者教育の更なる充実に関する調査研究」
の成果報告書（2022〔令和4〕年3月）では、予復習全
体のコーディネートの必要性、ICTを活用した反転授
業の有用性、入学前の導入的教育に関する教材の展開
の有用性、補助教員活用の有用性、所属校を超えたネ
ットワーク構築の必要性などが提言された。特別委員
会が2023（令和5）年2月に公表した「第11期の議論の
まとめ ～法科大学院教育の更なる充実と魅力・特色
の積極的な発信について～」では、これをふまえた提
言が取りまとめられている。
　2019年改正法に基づく改革が既修者層に対して一定
の効果をあげつつある現在、上記成果をふまえた各法
科大学院の未修者教育の改善に向けた取組みと共に、
これをリードする法科大学院協会の取組み及びこれら
を後押しする政府の政策が期待される。

第4　司法修習制度の現状と課題
1 司法修習の現状
（1） 現在行われている司法修習の概要
　現在行われている司法修習は、修習期間が約1年間
であり、導入修習約3週間、分野別実務修習約7ヶ月半、
選択型実務修習約6週間、集合修習約6週間の課程で構
成されている。この修習期間については導入修習が設
けられた司法修習期68期からほぼ変わっていない。
　この内、選択型実務修習と集合修習については、ど
ちらを先に修習するかが実務修習地ごとに異なり、主
に大規模な実務修習地（A班）については、集合修習
→選択型実務修習の順番で、A班以外の実務修習地（B
班）については、選択型実務修習→集合修習の順番で、
それぞれ実施されている。

　68期～73期までは、毎年12月に導入修習、1月から8
月中旬まで分野別実務修習、8月中旬から9月までA班
集合修習、10月から11月中旬までA班選択型実務修習
（B班集合修習と選択型実務修習はA班の逆の順序）で
行われてきた。しかし、後述する新型コロナウィルス
の影響により、74期司法修習生については、本来2020
（令和2）年5月に実施される予定であった司法試験の
実施が同年8月12日～16日に延期されたことから、司
法修習開始が約4ヶ月間遅く2021（令和3）年3月31日
からそれぞれ73期までと同様の期間・順序にて実施さ
れることとなった。
　75期司法修習生については、73期司法修習までのス
ケジュールを半月ほど前倒しする内容での修習となっ
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た。
　このように、74期司法修習生の修習スケジュールが
約4ヶ月遅くなった関係で、74期と75期の分野別実務
修習が8クール連続して実施されることとなり、個別
指導担当弁護士をいかに確保するかという問題が生じ
たとともに、74期A班選択型実務修習のホームグラウ
ンドと75期分野別実務修習が一部重複する時期が生じ
た。
　76期司法修習生については、73期までのスケジュー
ルとほぼ同様に、2022（令和4）年11月30日から実施
された。
　77期司法修習生については、法科大学院の在学中に
司法試験を受験することが可能となり、これに伴い
2023（令和5）年7月12日から16日に司法試験が実施さ
れたため、修習スケジュールも2024年（令和6）年3月
21日から同年4月12日まで導入修習、同年4月16日から
11月20日まで分野別実務修習、同年11月25日から2025
（令和7）年1月10日までA班集合修習、同年1月14日か
ら2月27日までA班選択型実務修習（B班集合修習と選
択型実務修習はA班の逆の順序）となっている。78期
以降の司法修習生についても同様のスケジュールとな
る見込みである。
（2） 現在行われている修習制度へ至る経緯
　2006（平成18）年秋から、法科大学院を修了し、新
司法試験に合格した者に対する新司法修習が開始され
た。2012（平成24）年までは、この新司法試験合格者
による司法修習（以下、「新司法修習」という。）と旧
司法試験合格者による従来型の修習（以下、「旧司法
修習」という。）が併行して実施されていたが、旧司
法修習は2011（平成23）年4月採用の「現行65期」で
終了し、2012（平成24）年11月採用の66期以降は、新
司法修習のみとなり、「新」の冠をとって「○○期司
法修習生」と呼ばれることになった。
（3） 新司法修習の特徴
ア　修習期間
　新司法修習の修習期間は、1年である（68期からの
各実日数は、導入修習15日、分野別実務修習概ね37日
×4、選択型実務修習概ね32日、集合修習30日）。
イ　A班・B班の2班体制
　新司法修習は、1年間の司法試験合格者数が3,000人
程度となることを想定して設計され、その場合は、修
習生全員を研修所に集合させることが物理的に不可能

となることから、修習生をA班（東京・大阪等の修習
地）とB班（A班以外の修習地）の2班に分けることと
された。そして、新61期からこの2班体制での修習が
実施されている。
　前述したとおり、分野別実務修習後の選択型実務修
習及び集合修習は、A班とB班をたすき掛けして入れ
替えることにより行われている。
ウ　クラス編成
　新司法修習のクラスは、1～4箇所の実務修習地単位
で編成されている。
　1クラスの人数は、修習生の数が多かったときは80
名近い時もあったが、司法試験合格者の減少に伴い、
1クラス60数名となっていた。しかし、2024（令和6）
年3月採用の77期においては、修習生の人数の増大に
伴い、1クラス70名近い人数となっている。
エ　導入修習
　新司法修習においては法曹養成に特化した法科大学
院において実務導入教育を受けているとの前提から、
司法研修所における前期修習は廃止され、新60期だけ
は前期修習を簡略化した導入研修（約1ヶ月間）が実
施されたものの、新61期からは直ちに分野別実務修習
から修習を開始した。
　しかしながら、分野別実務修習から始まる修習では、
特に修習の前半（第1クール及び第2クール）において
分野別実務修習の実効性が上がらないとの声が多方面
から上がった。そこで、68期からは、修習開始直後に
司法研修所において全修習生に対して同時に3週間（実
日数15日）の導入修習が実施されることとなった。
　他方、司法研修所教官が実務修習地に赴いて講義を
行うという出張講義（派遣講義）が新61期以降実施さ
れていたが、導入修習の実施に伴い68期から廃止され
た。
オ　集合修習
　集合修習は、実務修習を補完し、司法修習生全員に、
実務の標準的な知識、技法の教育を受ける機会を与え
るとともに、体系的で汎用性のある実務知識や技法を
修得させることを旨として、司法研修所において行わ
れる。
カ　選択型実務修習
　選択型実務修習は、配属庁会等において、司法修習
生の主体的な選択により、分野別実務修習の成果の深
化と補完を図り、又は各自が関心を持つ法曹の活動領
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域における知識・技法の修得を図ることを旨として実
施される。
　修習生は、弁護修習で配属された法律事務所をホー
ムグラウンドとし、弁護士会、裁判所、検察庁におい
て用意された個別修習プログラムや全国型プログラム
の中から自ら修習したいプログラムを選択して修習計
画を立てる。また、自ら修習先を開拓する自己開拓プ
ログラムも認められている。
キ　司法修習生考試（以下、「二回試験」という。）
　二回試験は、司法修習生考試委員会（以下、「考試
委員会」という。）が所管し、修習期間の最後の1週間
に5科目の筆記試験という形で実施される。
　60期以降、いわゆる追試制度は廃止され、二回試験
に合格できなかった修習生は、その後に正規に実施さ
れる二回試験を再度受験することになる。再受験をす
る場合は、5科目全ての科目を受験し、全ての科目に
合格点をとることが必要であり、旧司法修習時代の不
合格科目だけ追試で合格点をとれば合格できたことと
異なることになった。
　なお、2009（平成21）年度以降、二回試験の受験回
数は連続する3回までに制限されることとなった。
　不合格者の割合は、年によって異なるものの、最近
は減少傾向にあり、概ね1％未満である。
ク　給与
　現行65期修習生までは、給与が支給されていたが
（給費制）、2012（平成24）年11月採用の新65期修習生
からは給費制が廃止され、司法修習生に対して、修習
資金を貸与する制度（貸与制）に変更された。ちなみ
に、貸与金の基本額は月額23万円であった。
　その後、2016（平成28）年12月19日、2017（平成
29）年以降に採用される司法修習生に対して修習手当
を支給することが閣議決定され、71期修習生からは、
修習手当が支給されることになった。ちなみに、修習
手当の基本給付額は月額13万5,000円である。
（4） コロナ禍の中で行われた73期～76期司法修習の

現状
ア　新型コロナウィルスの感染拡大が73期～76期司法
修習生の分野別実務修習に及ぼした影響

　新型コロナウィルスの感染拡大により、2020（令和
2）年2月頃から、広く国民に対して、外出の自粛やい
わゆる3密（密閉・密集・密接）を避けることが要請
された。その結果、国民の社会生活、経済活動は萎縮

し、弁護士業務においても、対面による打合せや対談
が憚れるようになり、裁判の依頼や相談件数が減少し、
業務が大幅に縮小した。また、裁判所や検察庁におい
ても、期日を延期したりし、不急の捜査を後回しにす
る等業務が大幅に縮小された。さらに、緊急事態宣言
が発出されたことにより、裁判・検察・弁護のいずれ
についても、分野別実務修習における指導が中断され
て自宅学修に切り替えられた。東京では2020（令和2）
年4月7日、1回目の緊急事態宣言が発令され、その後
同年5月21日に解除されるまで、ほぼ裁判実務が動か
ない状況となり、また緊急事態宣言解除後も蔓延防止
の観点から司法修習に一定の制約が生ずることとなっ
たが、こうした状況下において73期修習生は、現実に
生起している紛争に関与し、法律実務を修得するとい
う分野別実務修習が不十分なものとなったことは否め
ない。
　73期修習生においては、特に第2クール、第3クール
の一部について、緊急事態宣言による影響を受けるこ
ととなったが、その影響は地域によって大小があり、
中小規模の単位会においては、弁護実務修習が第2ク
ールのみに組まれている会が比較的多く、また新型コ
ロナウイルスの感染者が少なかった地域においては緊
急事態宣言期間も短かったことから、その影響をほと
んど受けなかった単位会もあった。一方で、感染者増
による行動規制が行われた大都市圏の比較的規模の大
きな単位会においては、新型コロナウィルスによる感
染拡大の影響を大きく受け、特に刑事裁判実務修習に
おいては、裁判員裁判の期日が延期されるなどし、そ
の傍聴を経験できないまま終了した修習生も数多く存
在した。緊急事態宣言が解除された後も、東京・愛
知・大分などの一部の修習地では、裁判員裁判の評議
の傍聴が許されず、評議を傍聴する機会がないまま実
務修習を終了せざるを得ない修習生が多く存在した。
裁判員裁判の評議傍聴の機会を奪われた修習生の不利
益は大変大きかったものと言わざるを得ない。その他
にも、民事裁判実務修習における期日の延期、検察実
務修習における不急の捜査の後回しによる取り調べ事
件数の減少等、該当クールの実務修習が不十分なまま
終了せざるを得なかったことも残念な結果である。弁
護修習に関しては、自宅学修を命じられた修習生に対
し、各単位会が独自に策定した課題、日弁連が作成し
たeラーニングを視聴させるという課題、司法研修所
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の民事弁護・刑事弁護の各教官室から提供を受けた課
題等の中から、各単位会によって決定された課題が与
えられ、弁護実務修習の目的を相当程度達成すること
ができたものの、従前に比べ修習生への指導が不十分
な内容となってしまった単位会も多かった。
　一方、74期司法修習については、前述のとおり、司
法修習開始が約4ヶ月間、後ろ倒しとなったものの、
修習実日数や修習内容に大きな変更はなかった。また
その修習期間中、再度の緊急事態宣言が発令される状
況はあったものの、第1回目の緊急事態宣言の際のよ
うな自宅学修を余儀なくされたり、裁判所、検察庁に
おける実務取扱いが激減する等の状況もなく、また裁
判員裁判の評議への修習生の立ち会いの制限等もなく
なったため、学修内容に関して言えば、比較的、新型
コロナウイルスによる影響は小さいと言える。しかし
ながら、感染予防の観点から、大人数、密接な状況で
の会合の回避等、一定の行動規制がなお引き続いてい
ることから、導入修習がオンライン方式による講義と
なり司法研修所に集合しての研修がなくなったほか、
弁護修習においては研修旅行の中止、集合研修等にお
けるオンライン方式での代替講義の実施等が行われる
など、修習生の弁護士、他修習生との接触、交流の機
会は大きく減少している。実務修習の実が十分にあが
るためには、指導担当弁護士による指導以外にも、他
弁護士と接点を持つことにより、多様な業務遂行や仕
事への意識等、様々な弁護士像を見聞することが役立
つほか、他修習生との交流による情報交換、修習生自
身の立ち位置の確認等も必要であるところ、こうした
交流の欠如による修習への影響は看過できない。
　このような74期司法修習生の状況は、75期司法修習
生についてもほぼ同様に当てはまるものであった。な
お、75期の後半については、司法修習生や指導担当弁
護士にコロナ感染が増加し、自宅学修を余儀なくされ
た事例も見受けられた。
　76期司法修習生については、引き続き新型コロナウ
ィルスの影響下にあり、研修旅行や懇親会が中止され
るケースも見受けられたが、合同修習でも対面での講
義が行われるなど、徐々に従前の姿を取り戻した。
　77期司法修習生に関しては、個々の修習生が新型コ
ロナウィルス感染症により欠席するということはあっ
たが、研修旅行や懇親会も実施され、ほぼ以前の修習
が可能となっている。

イ　新型コロナウィルスの選択型実務修習への影響
　73期司法修習においては、司法研修所が全国プログ
ラム及び自己開拓プログラムの実施を全面的に中止し
た。また、司法研修所から、各配属庁会に対して、「外
部委託プログラムは、原則として実施を取りやめるの
が相当である。」旨が通知されたため、外部委託プロ
グラムを全て取りやめた単位会も多かった。
　一方、74期ないし76期司法修習では、全国プログラ
ム及び自己開拓プログラム実施が復活したことにより、
およそ従前どおりの選択型実務修習の実施はなされて
いる。ただし、感染予防の観点から、一部、プログラ
ム委託先よりプログラム中止ないしは内容の変更がな
されているものもある。
ウ　新型コロナウイルスの導入、集合修習への影響
　73期の集合修習、74期、75期の導入、集合修習は、
オンライン方式で実施された。オンライン方式による
修習のメリットとしては、「録画した講義の復習が可
能となった」「教官に対する質問等がしやすかった」
「自宅での修習が可となり、通所のための時間と労力
を節約できた」「授業における修習生間の協議の過程
が把握しやすくなった」等が挙げられるが、一方でデ
メリットとしては、「通信環境による支障が生じた」
「修習生の理解度が画面の表情では把握しにくかった」
「他の修習生との情報交換がしにくかった」といった
ものが挙げられる。総じて、学修内容には遜色はない
ものの、対面でないことによるコミュニケーション不
足の影響は生じざるを得ず、実際に参集して行う修習
に比べて、臨場感に欠け、隔靴掻痒の感があることは
否めない。司法修習の過程においては、他の修習生と
議論をしたり、他の修習生から触発されたり、教官か
ら様々な経験談を聞いたりすることで成長することが
できるのであり、その点の教育効果は軽減せざるを得
ない。特にその交流により修習生は他修習生と比した
場合の自分の習熟度を認識できるところ、オンライン
方式ではその把握が困難であり、また、授業への積極
性に欠ける修習生については、教官、他修習生からの
触発を受けることなく、漫然とした修習への取り組み
になる一方、積極性をもった修習生は復習や独自の交
友関係を構築し充実した修習を送る等、修習生間の修
習の充実度、成果に格差が生ずることも否めない。オ
ンライン方式による修習では、その点に限界があると
言わざるを得ない。
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　76期以降は、導入修習、集合修習ともに参集方式で
行われるようになった。修習生からも、修習生同士の
コミュニケーションがとりやすくなった等、オンライ
ン方式よりも充実した修習が実施できたとの感想が寄
せられている。他方、オンライン修習の際に導入され
た講義の録画や、修習現場でのコミュニケーションツ
ールの活用も引き続き行われている。
（5） 74期、75期の修習スケジュールへの影響
　74期司法修習のスケジュールが約4ヶ月間、後ろ倒
しとなった関係で、74期の選択型実務修習と75期の分
野別実務修習の第1・第2クールまでの期間が重複する
ことになった。そのため、ホームグランド修習と分野
別の弁護実務修習の双方を行う弁護士会においては、
①2期分の指導担当弁護士の確保が容易でない、②選
択型実務修習のプログラムを実施するための会議室を
用意できない、③修習関係事務の負担が増大する、と
いった問題が発生した。このような問題に対しては、
指導担当弁護士就任への積極的勧誘、外部会議室の確
保、事務の省略化等で対処し、何とか切り抜けること
ができた。これは新型コロナウイルスの影響による一
時的なものであるが、今後も、同様の感冒性の疾患の
蔓延や司法修習スケジュールの変更等により、前後の
修習時期の重なりが生ずる事態が起こらないとも限ら
ない。少なくとも指導担当弁護士の人員充実について
は今後とも尽力していく必要がある。

2 司法修習の課題
（1） A班・B班の2班体制による弊害＝1班体制にすべ

きである
ア　前述したとおり、分野別実務修習後の選択型実務
修習及び集合修習は、A班とB班をたすき掛けして入
れ替えることにより行われている。
　A班の修習生は、集合修習の後に、選択型実務修習
を受けるために一旦配属地へ戻らざるを得ないという
不利益（住居費や交通費の負担増）を負わされている。
また、集合修習が終わった後に選択型実務修習を行い、
その後に二回試験を受けることになる。それ故、A班
の修習生は、二回試験に備えて自習する時間を確保す
るために、選択型実務修習に臨む姿勢が消極的であっ
たり、負担の軽いプログラムを選択するという傾向が
ある。
イ　そもそも、現在の2班体制は、1年間に3,000人の

司法修習生を受け入れることを予定して構想されたも
のであり（1,500人×2班）、司法試験合格者が1,500人
程度となっている現在においては、教官の増員を行っ
たうえでの1班体制（66名×23クラス）を支障なく実
施できるはずである。なお、導入修習は2班合同で実
施されているものであり、司法研修所での修習中の修
習生の宿舎の確保も可能であると見込まれる。
　もとより、修習は、能う限り公平に実施されなけれ
ばならないものであり、また、従来司法修習制度が1
班体制で実施されていたことに照らしても、現在、1
班体制での実施が可能な状況となっているのであれば、
可及的速やかに1班体制に改めて司法修習を実施し、
全修習生が実務修習地にて選択型実務修習を行い、そ
の後に集合修習を実施し、二回試験を受けるようにす
べきである。
ウ　なお、東弁が、日弁連に対し、2班体制を1班体制
に改めるよう提言したことについては後述する。
（2） 選択型実務修習における課題
ア　選択型実務修習については、修習地によって提供
できるプログラムに差があったり、参加人数の上限が
あるため希望するプログラムを履修できる者とできな
い者がいるという問題があり、司法修習生間で不公平
感があることは否めない。
　また、各実務庁は、プログラムを策定するために多
大な労力を注入しているにもかかわらず、これを受け
る修習生の側では、負担感のある模擬裁判のようなプ
ログラムを敬遠し、負担の少ない講義中心のプログラ
ムや、見学中心の言わば物見遊山的なプログラムを好
むという傾向がある。特に、この傾向は、前述したと
おり、A班の修習生において顕著であり、A班の修習
生の中には、ホームグランドにおける修習に多くの時
間を割き、しかもホームグランドで二回試験に備えて
の勉強をしている修習生が多くいることが指摘されて
いたところである。近時は、以前ほどでもないと言わ
れるようにはなってきているものの、A班のみならず
B班においてもこうした傾向が見られる。それ故、せ
っかく各実務庁において多大な労力をかけてプログラ
ムを用意しても、希望者がいないために実施できない
ものも存在するのであり、現在の選択型実務修習は、
その実施にかける費用及び労力とその効果が見合って
いないと言わざるを得ない。
イ　このような選択型実務修習の問題点に鑑みると、
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短い修習期間の中で選択型実務修習に時間をかけるよ
りも、分野別実務修習や集合修習により多くの期間を
充てた方が教育効果が上がるのではないかとも考えら
れる。
　また、選択型実務修習を実施するとしても、前述し
たように1班体制にして全員が集合修習の前に各実務
修習地で行うようにすべきであるし、期間も1ヶ月程
度（実日数20日程度）に短縮して実施する方が適当で
あるとも考えられ、検討を要する。
（3） 導入修習における課題
ア　前述したとおり、新司法修習においては前期修習
が廃止され、直ちに分野別実務修習から修習が開始さ
れることになったが、分野別実務修習から修習が開始
される場合の弊害を是正するため、導入教育の必要性
が強く主張され、2014（平成26）年11月採用の68期修
習生から「導入修習」が実施された。それにより、「出
張講義（派遣講義）」及び「弁護導入講義」は廃止さ
れた。
イ　導入修習が実施されたことにより、修習生の法律
実務に対する基本的な理解が進み、第1クールから分
野別実務修習の実が上がると共に、分野別実務修習全
般に対する修習生の心構えや意気込みが改善され、真
剣に修習に取り組む修習生が増えたと評価されている。
また、クラスの一体感も増し、修習生が纏まって真面
目に修習に取り組む雰囲気を醸し出すことにも繋がっ
ているように感じられるし、統一修習の利点である法
曹三者の一体感を醸成することにも寄与していると考
えられる。
　以上から、導入修習が実施された成果は多岐にわた
るものと評価できる。
ウ　しかしながら、導入修習の実日数は18日間と短く、
その期間に5教官室が目一杯のカリキュラムを詰め込
んでいるため、受けた修習の内容を消化しきれず、疲
労感だけが残るという修習生も少なからず存在する。
　導入修習の期間が74期司法修習から18日間に伸長さ
れ、うち1日間、自由研究日が設けられる変更はなさ
れたものの、修習生にとって受けた修習内容が消化不
良にならないよう、なお導入修習の期間を伸長するこ
とを検討すべきであるし、カリキュラムの内容もある
程度余裕のあるカリキュラムにすることを検討すべき
ある。
　司法研修所では、導入修習をより充実させると共に、

導入修習と分野別実務修習の連携を図るため、修習生
に対して「導入修習チェックシート」を配布して記入
させ、不足している知識や劣っている能力を自覚させ、
自学自修を促している。「導入修習チェックシート」
の利用をより効果的にするため、毎年改善が図られて
おり、東弁では74期から、個別指導担当弁護士におい
て、「導入修習チェックシート」の内容に対応して「弁
護実務修習計画シート」を作成してもらい、個々の修
習生の課題状況に沿った指導を行うよう要請している。
（4） 分野別実務修習における課題
ア　期間の短さ
　分野別実務修習は、実務家の個別的指導の下で実際
の事件の取扱いを体験的に学び、「生きた事件」を通
じて、法律実務家に必要な知識、技法、高い倫理観及
び職業意識を身に付ける場であり、司法修習の中核と
なるべき課程である。
　この分野別実務修習を充実させることこそが、司法
修習を充実させることであるといっても過言ではない。
　現在の分野別実務修習は、各クールの実日数が概ね
37日で行われているが、この日数では、同一事件を複
数回経験する機会が限定され、「生きた事件」を継続
して体験することが乏しくなっているといわざるを得
ない。
　修習生に対してアンケートを採ると、期間の短さを
指摘する修習生が多く存在する。
　分野別実務修習の期間を伸長することを検討すべき
である。
イ　「弁護実務修習ガイドライン」の実施状況及び配
属先事務所の差異等による修習生の不公平感

　分野別実務修習を充実させるため、「分野別実務修
習における指導のガイドライン」が策定され、弁護修
習においても、2014（平成26）年3月6日付けにて、「弁
護実務修習ガイドライン」（以下、「ガイドライン」と
いう。）が日弁連会長から各単位会会長宛に送付され
た。ガイドラインに記載されている内容は、極めて多
岐にわたり、短い分野別実務修習の期間に全てをこな
すことはおよそ不可能な内容となっているが、ガイド
ラインを尊重し、多様な事件を通じてより多くの経験
を積めるよう個別指導担当弁護士の努力が期待される。
なお、司法研修所においては、修習生から提出される
「実務修習結果簿」を分析し、ガイドラインの実施状
況を検証している。
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　ところで、東弁には、毎年120名前後の修習生が配
属され、その人数の個別指導担当弁護士を確保しなけ
ればならない。しかしながら、様々な事情から個別指
導担当を引き受けてくれる弁護士の数が不足しており、
毎年、司法修習委員会はその確保に四苦八苦している
のが実情である。また、個別指導担当弁護士の中には、
指導に熱心に取り組み、様々な事件処理を体験させて
くれる弁護士がいる反面、取扱い事件数が少ない弁護
士、訴訟事件をほとんど扱わない弁護士、取扱い事件
が極端に偏っている弁護士、修習生の指導に熱意のな
い弁護士もおり、配属先事務所の差異による修習生の
不公平感が生じているのは否めない。
　分野別実務修習は、司法修習の中核であるから、個
別指導担当弁護士の層を厚くし、より良い指導がなさ
れるよう、また、修習生間に不公平が生じないように
工夫していくことが必要である。
（5） 二回試験の問題点
　前述したとおり、60期以降、追試制度は廃止され、
二回試験に合格できなかった修習生は、その後に実施
される二回試験を再度受験することになる。
　再度の受験の機会は、翌年の二回試験が最初となる
ため、不合格者は法曹資格を得るために最短でも1年
間待たされることになり、その間は、修習の機会を与
えられることもない。
　また、再受験をする場合は、5科目全ての科目を受
験し、全ての科目に合格点をとることが必要であり、
受験回数も連続する3回までと制限されている。3年間、
異なる科目で二回試験に不合格となり、結局、司法試
験に合格しながら、法曹資格を得られなかった者も存
在する。
　苦労して司法試験に合格してきた者に対する、二回
試験不合格の不利益は過大であるとも考えられる。
　59期以前のように、追試制度を復活させること、再
受験の受験科目は不合格科目だけとすることなどを検
討すべきであろう。
（6） 司法修習の問題を是正するための弁護士会の動き
ア　東弁は、司法修習制度のあり方に関し、2016（平
成28）年3月24日、日弁連に対して「現行の司法修習
制度のあり方に関する提言」と題する書面を提出し、
①「現行の12ヶ月の司法修習期間においては、2班制
を1班制に改め、全修習生について同時期に、導入修
習1ヶ月、分野別実務修習8ヶ月、選択型実務修習1ヶ

月、集合修習2ヶ月を、この順序で実施すべきであ
る。」、②「選択型実務修習については、今後3年程度
の期間においてその効果について検証し、分野別実務
修習への統合も含めて検討すべきである。」と提言した。
　また、司法修習の充実方策検討ワーキンググルー
プ・有志メンバーは、2018（平成30）年1月16日付けで、
「今後の司法修習について（論点整理）」を発表し、「将
来的にはAB班を廃止することが望ましい。」と提言し
た。
　さらに、大阪弁護士会からも、2018（平成30）年2
月26日付けで日弁連宛に「司法修習のA班B班解消を
求める意見書」が提出され、A班B班方式を解消すべ
きであるという提言がなされている。
　しかしながら、これらの提言書に対する日弁連の具
体的な対応はない。
　東弁としては、日弁連執行部に対し、この問題を正
面から取り上げるよう働きかけるべきである。
イ　また、現在行われている司法修習の期間は1年で
あるが、導入修習、分野別実務修習、集合修習の期間
が十分確保されているとはいえず、残念ながら、司法
修習生に対して、十分な修習が実施されているとはい
えない。このことは、修習生からアンケートを採ると、
修習期間が短すぎるという回答が多く寄せられるとい
う現実から実証されていると言える。
　制度全体の大きな問題であるが、修習期間を伸長す
ることが検討されるべきである。
ウ　2班制を1班制に改めたり、選択型実務修習の在り
方を見直したり、さらには修習期間を伸長する等の制
度全体を大きく見直すためには、弁護士会の内部だけ
で検討していてもあまり意味をもたない。最高裁司法
修習委員会の場において、日弁連代表の委員からの発
言等により「弁護導入講義」が実現したことや教官室
の要望により「出張講義（派遣講義）」が1日から2日
に増えたこと、さらには、法曹養成制度改革推進会議
での提言により司法試験合格者が1,500名程度とされ
ることになったこと等を想起し、法曹養成制度改革連
絡協議会や最高裁司法修習委員会の場において、日弁
連推薦の委員が積極的に発言をし、制度全体の課題と
して検討するように働きかけるべきである。
エ　2019（令和元）年6月26日、学生の資質・能力に
応じてより短期間で法曹となる途を拡充するため「法
科大学院の教育と司法試験等の連携等に関する法律」
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等の一部が改正され、これにより、2020（令和2）年4
月1日から法学部に「法曹コース」が設置され、同コ
ースにおいて3年間で優秀な成績で単位を修得した者
等が法科大学院へ飛び入学し、かつ、法科大学院の在
学中に司法試験を受験することが可能となった。
　短期間で法曹等となる途を拡充するという趣旨から、
司法修習の開始時期について、77期司法修習生から、
法科大学院で修了と接続した3月下旬からとなった。
司法修習の開始時期を見直すのであれば、それと併せ
て、前述したA班・B班の2班体制を解消することや選
択型実務修習の期間を短縮する格好の機会ではあった
が、実現できなかったところである。今後も働きかけ
を継続する必要がある。
（7） ダイバーシティの視点からの検討
　指導担当による女性修習生に対するセクシュアルハ
ラスメント（以下、「セクハラ」という。）、男性修習
生を風俗店に連れて行ったり、性体験を聞いたりする、
男女を問わず修習生に対してジェンダーバイアスによ
るハラスメントに該当する言動や性を理由とする差別
的取扱い等の多様性に対する配慮の無い言動等が報告
されることがある。また、女性修習生からは就職活動
時に、採用の条件として弁護士から自身との交際を持
ちかけられた等、論外の言動を受けたとの話を耳にす
ることもある。
　セクハラや多様性に対する配慮の無さにより、修習
生の人格を傷つけることの無いように、指導担当弁護
士に対する注意を徹底する必要があるほか、修習生が
司法修習以外で法曹関係者等からのセクハラや性差別
を受けたり、ジェンダーバイアスを感じた際の相談窓
口の周知、さらなる拡大も検討すべきである。
　東弁の実務修習では、女性修習生の配属先の事務所
には、女性の弁護士が所属していることを原則として
いる。他の修習地において同様の取り扱いを要求する
ことは難しい面もあるが、司法研修所に対して、女性
修習生の実務修習地への配点において、セクハラ防止
などの観点から複数配置を必須とする配慮を求めるこ
とも考えられる。
（8） 終わりに（司法修習の理念と現状の乖離）
ア　現在の司法修習制度は、21世紀の司法を支えるに
ふさわしい質・量ともに豊かな法曹を養成するとの理
念に基づき、法曹養成に特化した法科大学院による法
学教育と司法試験との有機的な連携を前提とする「プ

ロセス」としての法曹養成制度の一環としてスタート
した。司法修習は、司法修習生の増加に実効的に対応
するために、法科大学院での教育内容を踏まえ、実務
修習を中核として位置付け、修習内容を適切に工夫し
て実施すべきものとされ、修習期間は1年とされた。
　しかしながら、法科大学院における法律実務基礎教
育の内容にばらつきがあり、司法修習（実務修習）前
の課程として期待される充実した教育が実施できてい
ない法科大学院も存在し、司法修習生の一部に、実務
に関する基礎的な知識を欠いた者や、基本的な法律文
書（訴状や答弁書など）を起案した経験がない者が少
なからず存在する。このような事態となった原因とし
ては、法科大学院が負担すべき実務導入教育の内容に
ついて、法科大学院関係者と司法修習に関係する法曹
関係者の間での認識にギャップがあったこと、また、
法科大学院側での共通の理解も不十分であったため、
法科大学院によって実務基礎教育の内容に大きなばら
つきが生じたことなどが考えられる。このような法科
大学院の現状というものが近年の司法試験受験者の減
少傾向の一因となっているとも考えられ、引き続き、
法科大学院教育の改善、向上が望まれるところである。
イ　新しい法曹養成制度は法廷実務家に限られない幅
広い法曹の活動に必要とされる、法的問題解決のため
の基本的な実務的知識・技法と法曹としての思考方法、
倫理観、心構え、見識等を修得することを第一の目標
とするとの観点から、これまでの法廷実務を中心とし
た司法修習のあり方に再検討を求めるものである。
　しかし、そもそも多様な法律家の養成という理念の
下にあっても、法の支配の実現を担う専門家としての
法律家が実体法及び法廷実務の基本を理解すべきは当
然ともいえる。この基本が理解されていないならば、
法廷以外の場面においても、法曹有資格者として活動
することは困難ともいいうる。また、法曹有資格者は、
法廷実務を理解するがゆえに、法廷以外の場において
も有用な人材であるともいえる。そのため、司法修習
の中核である分野別実務修習の実効性を高める必要性
を認識しつつ、修習期間が1年となり、時間的制約の
ある中で各種の対策がとられている現状に鑑みても、
その内容は、ある程度法廷実務を中心とする教育とな
らざるを得ないといえよう。
ウ　今更指摘するまでもなく、法曹は、三権の一つで
ある司法権の現実の担い手として、その役割は重大で
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あり、国家のインフラストラクチャの一部であるとも
いえる存在である。法曹を養成していくことは、国民
の人権を擁護し、社会正義の実現に寄与する者を育て
ていくことに他ならない。
　我々は、将来を見据え、法化社会の実現を図るため
にも司法修習制度を充実させ、次代を担うより良い法
曹を育てていかなければならない。そのためにも、世
界で類を見ない良い法曹養成制度である統一修習を堅
持していかなければならないものである。

3 給費制をめぐる動向
（1） 給付金制度の新設と課題
　2004（平成16）年12月、裁判所法の改正により、司
法修習生に対する給費制が廃止され、1年間の実施時
期の後ろ倒しを経て新65期からは貸与制が実施された。
司法試験受験資格を得るために法科大学院を修了しな
ければならず、その法科大学院での学費の負担を考え
ると、修習生に対する給費制から貸与制への変更は、
司法修習生にはきわめて負担は重く、また、それがゆ
えに法曹実務家を目指す者の減少原因となっていた。
　日弁連、全国52の弁護士会、ビギナーズネットは、
2014（平成26）年12月から、司法修習生への給費の実
現と充実した司法修習に向けて、国会議員に働きかけ
を行った。特に日弁連では、2015（平成27）年2月18
日から2016（平成28）年4月26日にかけて4度にわたり
衆議院第一議員会館にて「司法修習生への給費の実現
と充実した司法修習に向けた院内意見交換会」を開催
し、また、2016（平成28）年10月11日は日弁連主催で
東弁ほかが共催し、「修習手当の創設を求める院内意
見交換会」が開催され、400人を超える国会議員から
メッセージを得るまでに至った。また、各弁護士会に
おいては各地において「修習手当の創設を求める全国
リレー市民集会」が開催された。なお、東弁では司法
修習費用給費制維持緊急対策本部を設置して対応に当
たった。そして、これらの活動の結果、2016（平成
28）年12月19日、法務省は、司法修習生の経済的支援
策に関し、法曹三者での協議を踏まえ、2017（平成
29）年度以降に採用される予定の司法修習生（71期以
降）に対する新たな給付制度を新設する制度方針を発
表し、翌2017（平成29）年4月19日、上記の司法修習
生に対する新たな給付型の経済的支援を行う「裁判所
法の一部を改正する法律」が政府提案のとおり可決さ

れ、成立した。新設された修習給付金には、修習生に
一律月額13万5,000円を支給する「基本給付金」のほか、
修習先で賃貸住宅に住む場合の「住居給付金」、修習
に伴う転居費用の「移転給付金」の3種類が設けられた。
なお、貸与制は、貸与額を見直した上で新制度と併用
できるようになった。このように、修習給付金制度が
新設されたことは大きな一歩ではあるが、従前の給与
制に比して低額にとどまっている点で、経済的支援と
しては改善の余地があるといえる。また、2011（平成
23）年11月から2016（平成28）年11月までに司法修習
生に採用された貸与制世代（「谷間世代」といわれる
こともあるが、本稿では「貸与制世代」の名称を用い
ることとする。）の経済的負担が改正法施行後に司法
修習生に採用された者に比して重くなるという指摘も
ある。
　そして、日弁連は、2018（平成30）年5月25日に高
松で開催された第69回定期総会において「安心して修
習に専念するための環境整備を更に進め、いわゆる谷
間世代に対する施策を早期に実現することに力を尽く
す決議」（以下、「平成30年決議」という。）を採択し、
最高裁、法務省等の関係諸機関と協力して、司法修習
生に対する新たな給付制度の安定的かつ継続的な運用
を図り、安心して修習に専念できる環境の整備を更に
すすめることにより、法曹養成制度に対する信頼を高
め、多くの志ある者が法曹の道を志望することにつな
がるよう、引き続き全力で取り組むとしている。
（2） 貸与制世代の若手会員に対する施策
ア　給付制度と貸与制世代の状況
　上記のとおり、「裁判所法の一部を改正する法律」
が成立したことにより71期の司法修習生から基本給付
金として月額13万5,000円が支給されることとなった。
この司法修習生に対する給付制度は、長年にわたる日
弁連、全国52の弁護士会、ビギナーズネットの活動の
成果であり、高く評価されるべきものである。
　他方、貸与制世代である新65期から70期の会員に対
しては、国による救済措置は予定されていない。貸与
制世代の弁護士は、給費制下や給付制下の司法修習生
と同様に、司法修習期間中修習専念義務を課されて原
則兼業禁止とされている中で修習に取り組み、修習終
了後、給付制下の世代と同様に法曹としての業務や公
益的活動を担い活動している。それゆえ、前後の世代
の弁護士と比べて経済的負担が明らかに異なり、不公
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平・不平等な状況に置かれているという指摘がされて
いる。
イ　貸与制世代に対する支援の必要性
　若手弁護士の中で6,000人以上いる貸与制世代（新
65期～70期）に対する支援は、若手弁護士の現状を考
える上において重要な要素である。貸与制下で貸与金
を受けた弁護士は、司法修習終了後6年目から返済が
開始するとされているところ、返済開始の時期が事務
所独立や（人によっては）結婚・出産等の支出が増加
していくタイミングと重なっている。貸与金の返済額
は約300万円であり、貸与金だけでなく修習生採用前
である大学の学部生や法科大学院生のときに奨学金の
借り入れをして、貸与金の返済時期にもその返済を続
けている弁護士も多い。
　このような状況下での貸与金返済の経済的負担は、
決して軽視できるものではなく、少なくない数の若手
弁護士の経済的困窮を招き、弁護士会への社会的信頼
を基礎付けている公益活動への意欲を失わせることに
つながりかねない。実際、弁護士会の会務活動につい
て、貸与制世代の会務活動への参加率は、他の世代と
比較して低いものにとどまっている。また、公益に関
連する政策や憲法問題等の研修については関心が低く、
業務に関連する内容の研修には多くの若手が集まると
いった傾向も見られるところである。このような会務
活動への意欲低下は、弁護士自治を支える人材が不足
する事態も招くことになり、ひいては社会の人的イン
フラである司法制度の維持をも危うくするものといわ
ざるを得ない。
　この問題は、貸与制世代の問題にとどまらず、司法
制度を支える法曹全体の問題である。この問題を抜本
的に解決するために、第一義的には国による立法的措
置がなされるべきであるが、日弁連・弁護士会として
もできる施策を速やかに実行すべきである。なお、法
友会も2018（平成30）年7月7日、「修習給付金の増額
を求めるとともに、いわゆる谷間世代について、国に
よる是正措置及び会内施策を求める決議」を採択した。
ウ　日弁連の施策
　日弁連においては2018（平成30）年7月から始まっ
た返済に備え、貸与制世代に対する貸付制度を創設す
るほかに、同年10月15日、日弁連から、「いわゆる谷
間世代の会員のための給付制度について」、各弁護士
会に対して意見照会を行った。その内容は、貸与制世

代の会員のうち、給付を希望する会員に対して一定の
要件のもとに20万円を給付する制度である。その結果、
日弁連は2019年（平成31年）3月1日、東京・霞が関の
弁護士会館で臨時総会を開き、司法修習資金を国が貸
し出す「貸与制」の対象となった「谷間世代」に一律
20万円を給付する議案を賛成多数で可決した。貸与制
世代の会員数は約9,700人で支出総額は約20億円とな
った。なお、給付を受けるためには、弁護士登録期間
が通算5年を経過し、会費を滞納していないことなど
が条件となる。また、2021（令和3）年には、貸与制
世代を対象に、公益的活動等を支援することを内容と
する「若手チャレンジ基金制度」が創設された。同制
度は、公益活動等に必要な費用の支援や、研修・学習
等の費用の一部についての支援を受けることができ、
また先進的な取り組み等への表彰や助成金の支給を受
けられることを内容とする。そして、「若手チャレン
ジ基金制度」の初年度は500件を超える応募があり、
同応募の中から、公益的活動への支援や先進的取組み
への表彰及び助成が行われ、日弁連は、その後も「若
手チャレンジ基金制度」の活用を推奨している。
（3） 今後の施策
　日弁連は、貸与制世代問題の解決を目指して、全国
の弁護士会とともに、市民向けの集会、国会議員への
協力要請、院内集会の開催等の活動を行ってきた。
　このうち、院内集会は、2022（令和4）年度以降、
2022（令和4）年6月14日、同年11月29日、2023（令和
5）年3月7日、同年5月23日、同年12月6日に開催して
いる。また、国会議員に対しては、様々なロビー活動
に加え、貸与制世代の解決に向けた応援メッセージの
発信も呼びかけ続けている。
　これらの活動の結果、2023（令和5）年の経済財政
運営と改革の基本方針（いわゆる「骨太の方針」）には、
「法曹人材の確保及び法教育の推進などの安全・安心
な社会を支える人的・物的基盤の整備をはかる」との
方針が盛り込まれた。日弁連は、これを踏まえ、法務
省との間では骨太の方針の具体化に向けた協議を開始
し、また、2023（令和5）年12月6日に開催された院内
集会では、貸与制世代を中核とした弁護士の活動を支
援する制度の具体化を進める方針が示され、貸与制世
代問題解決のための制度実現に向けた活動が行われて
いる。
　司法制度を維持する観点から、若手弁護士の経済的
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負担の問題を抜本的に解決することは国の義務である。
そのため、日弁連は、給付制度の創設を勝ち取ったこ
とで満足することなく、引き続き、①基本給付金の金
額を貸与制以前の水準に戻すための立法的措置、及び

②貸与制世代の不公平・不平等な状況を解消するため
の立法的措置を今後も国に積極的に求めていくべきで
ある。

第5　若手法曹をめぐる現状と課題
1 若手弁護士をめぐる現状と支援策
（1） 若手弁護士をめぐる現状
　司法制度改革の一環として実施された法曹人口の増
加政策により、弁護士人口は毎年着々と増加している。
2023（令和5）年3月31日時点での弁護士登録数は4万
4,916人であり、2000（平成12）年3月31日時点の登録
数（弁護士白書によると1万7,126人）と比較すると約
2万7,800人増加したことになる。特に司法制度改革を
経た60期以降の弁護士登録者数は、全登録弁護士の約
半数を占めるに至っている。
　弁護士人口の増加は、ひまわり基金法律事務所や法
テラス7号事務所（地域事務所）の展開などによる弁
護士ゼロ地域の解消、被疑者国選弁護の拡大、国選付
添人制度の実現といった社会的課題の解決に貢献した
他、企業内弁護士、自治体内弁護士といった需要を拡
大させた。
　さらに、2011（平成23）年3月に発生した東日本大
震災後の対応として、法律相談や被災者の代理人とし
ての活動を中心とする震災復興支援、原子力損害賠償
紛争解決センター（原発ADRセンター）への人材輩
出等を実現することができた。このような災害時にお
ける弁護士の活動は、その後も多発する自然災害への
支援の際のモデルケースとなっており、社会における
弁護士の存在感を高めることに大きく寄与した。
　これらの成果及び活動の多くが若手弁護士によって
担われており、司法制度改革の際に目指した「国民の
社会生活上の医師」としての活動が、司法制度改革の
成果として増加した若手法曹によって担われている状
況下にある。
　他方、弁護士業務の根幹をなす訴訟事件の新受件数
は家事事件を除いて伸び悩み、増加した法曹人口を受
け止めきれなかった。
　すなわち2010（平成22）年と2023（令和5）年の弁
護士白書によれば、民事通常事件について裁判所の新

受件数を弁護士人数で割った1人あたり新受件数は
2010（平成22）年に8.2件であったのに対し、2022（令
和4）年には2.8件まで減少した。この新受件数の減少
は、弁護士の受任件数の減少につながっている。そし
て、新規受任の機会を逃した弁護士の多くは、営業基
盤・業務基盤がぜい弱な若手弁護士であることが推測
される。若手弁護士にとって、訴訟事件受任の機会を
失うことは、売上減少に加えて、事件処理経験を積む
ことによる「質的な業務基盤の強化」の機会を失うこ
とにもつながる。このような状況は、若手弁護士の業
務環境や将来性をより過酷なものとする遠因となって
いる。
　新規登録弁護士の採用問題（司法修習生の就職問題）
については、司法修習生の就職状況自体は後述のとお
り改善したといえるが、一方で、必ずしも就業者と雇
用者との間で適切なマッチングができておらず、法律
事務所に就職してから短期間で事務所を移籍したり、
意に沿わず独立開業せざるを得なくなったりするとい
う事例も少なからず存在している。
　以上の若手弁護士が置かれた現状は、このまま改善
されなければ、将来の弁護士会、そして司法の担い手
である若手弁護士を疲弊させるのみならず、法曹の卵
である法科大学院生修了生その他の司法試験受験生の
もつ夢や目標を挫き、法曹界全体の将来性をも危うく
するものである。未来の司法の価値を守るため、若手
弁護士の業務環境の改善は、解決すべき喫緊の課題で
ある。
　弁護士会は、若手弁護士の苦境について世代を問わ
ず一丸となり、具体的な労力や負担を厭わず、現在の
状況を改善するために、後記のとおり、弁護士の活動
領域の拡大、若手弁護士の業務基盤の確立等にも資す
る諸施策の採用、実施を拡充していくべきである。
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（2） 若手弁護士に対する支援策
ア　弁護士の就業等支援
　一斉登録から約1ヶ月後の時点における修習終了者
に占める弁護士未登録者数の割合は、71期は8.2％、
72期は7.5％、73期は8.1％、74期は5.8％、75期は6.6％、
76期は8.1％と、近年の就職状況は改善してきている。
もっとも、法律事務所などに就職しても労働条件面で
厳しい状況にあることも多く、就職環境全般が改善傾
向にあるとの評価ができるかについては更なる検討が
必要である。日弁連及び各弁護士会は、法律事務所に
よる若手弁護士採用の拡大だけでなく、さらに就職条
件の改善を図るための積極的な施策を実施すべきであ
る。
　また、日弁連や各弁護士会が企業や国、地方公共団
体への弁護士の就業拡大を実現するための対策を立案
し、実行することも、組織内弁護士等の採用拡大とし
ての機能をもつことから積極的に推進されるべきであ
る。弁護士の活躍が要請された場合に適時、適切な能
力を有する弁護士が就業できる環境を整えなければな
らない。研修等によって適切な知見を獲得することが
できる制度を構築することはもちろん、弁護士会とし
て、非常勤型勤務などの推進を行うなど、既存の弁護
士の自由な活動を阻害しない働き方を、企業や国、地
方公共団体に提案すべきである。
　また、これら組織への移籍前、及び組織内からの復
帰の際の支援体制の構築検討も必要である。特に、任
期付公務員等となる自治体内弁護士にあっては、自治
体からの募集に対する人材の給源や退職後のライフプ
ランの見通し等についての課題がある。この点に関す
る日弁連の支援体制として、応募又は採用が内定した
弁護士及び任用後の弁護士の支援を行う「自治体内弁
護士任用支援事務所」の制度があり、弁護士が応募し
やすい環境整備をしているが、この制度にとどまらず、
公設事務所にその受け皿機能を附加することなども含
めて、さらに充実した支援体制の構築検討が望まれる。
イ　弁護士の活動領域の拡大
　今後も弁護士人口は順次増加していく。弁護士人口
の増加は、多様化する市民・社会の法的ニーズに対応
するためのものであるが、ただ坐して待っていても法
的ニーズの掘り起こしはできない。弁護士が、有用な
存在として、今後も引き続き社会から認知されていく
ためにも、弁護士の活動領域を拡大していくことは必

須の課題となっている。個々の弁護士はもちろん、日
弁連や弁護士会は、社会の各所が潜在的に抱えている
法的問題を発見・解消していくため、積極的に活動領
域を拡大する努力を継続的に行うべきである。これま
での活動領域拡大に向けられた活動は一定程度評価さ
れるものではあるが、低廉な報酬で過大な業務を行う
ようなものも散見され、むしろ若手弁護士の疲弊をも
たらすものとして評価されうるものもある。
　日弁連では、法律サービス展開本部（自治体等連携
センター、ひまわりキャリアサポートセンター、国際
業務推進センターの3つのセンターから成る。）や中小
企業法律支援センターを設け、東弁でも、リーガルサ
ービスジョイントセンター（弁護士活動領域拡大推進
本部）や中小企業法律支援センターを設け、それぞれ
活動領域の拡大に向けた様々な活動に取り組んでおり、
活動の継続と発展が望まれる。
　活動領域拡大のためには、若手弁護士のみならず、
知識経験ともに豊かなベテラン弁護士が自ら労苦を厭
わず積極的に関与してニーズを発掘していくことが重
要である。一方で、柔軟な発想と行動力に富む若手・
中堅弁護士が気兼ねなく活動することのできる環境を
整えることもまた重要である。
　また、社会性のある活動領域の拡大にあっては、国
へのロビイングを駆使し、当該活動にかかる報酬原資
の確保も併せて提案すべきである。社会の遍く人々に、
法的サービスを提供する「法テラス」は、その思想こ
そ崇高であるが、低廉な報酬が結果として弁護士から
忌避される要因となってしまっている。日弁連は、
2023（令和5）年に「民事法律扶助における利用者負
担の見直し、民事法律扶助の対象事件の拡大及び持続
可能な制度のためにその担い手たる弁護士の報酬の適
正化を求める決議」を行ったが、弁護士報酬の適正化
はまだ緒についたばかりである。
　その他、ベンチャー企業や地方創生に取り組む地方
公共団体など、産業競争力強化や地域づくりといった
社会的要請の強い挑戦的な分野に携わる事業者・団体
ほど、潜在的法的ニーズはあるが、資金力に乏しく弁
護士からのサービスを受ける機会を逸している。ここ
に、弁護士費用を補助する補助金、助成金などの制度
を創設すれば、彼らの課題を解決し、社会に新たな価
値をもたらすのみならず弁護士の業務開拓も実現する。
このような、社会的課題の解決につながる業務につい
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て、弁護士報酬の補助・助成を行うような制度的枠組
みの提案も検討されるべきである。
　そして、このような報酬原資の確保を前提とした法
的ニーズの開拓には、弁政連を起点としたロビイング
の実施、数多いる弁護士資格を保有する国会議員の協
力を得ることも効果的であろう。
ウ　若手弁護士の活動機会の拡大
ア　東弁委員会活動についての支援
　東弁委員会活動へ積極的な参加を希望する若手弁護
士は少なくない。そのため、若手弁護士が希望する委
員会においては、5～10年ごとの期別の委員構成率を
調査し、若手弁護士の比率が低い場合には、委員会定
員数の増加や実働していない長期継続委員の交替を図
るなどの運用を検討する必要がある。また、委員会運
営においては、積極的な若手弁護士の意欲が削がれる
ことのないよう、若手弁護士に発言の機会が与えられ、
若手弁護士の意見を委員会活動に反映されるような運
用がなされなければならない。
イ　チューター制度の充実
　東弁には、司法修習終了から3年未満の即時独立・
早期独立・事務所内独立採算の弁護士等を対象として、
弁護士登録5年から30年目までの経験豊富な弁護士が
チューター（指導担当弁護士）としてつき、法律事務
処理、新規業務獲得、事務所経営などにつき継続的に
指導・助言を行う制度が存在する。チューターからの
個別指導・助言を受けることで、若手弁護士の実務能
力の向上・キャリア形成に資するという点で、有意義
な支援策であるといえる。
　もっとも、組織内弁護士等の増加や、弁護士業務の
専門化に伴う独立までの期間の長期化等により、既存
のチューター制度の対象となる弁護士の範囲を拡大す
るなど、さらに制度を拡充していくことが求められる。
また、チューター制度の質を維持・向上させるため、
若手弁護士による評価・フィードバック制度を導入す
ることも考えられる。
ウ　研修プログラムの充実
　実務に直結するスキルを学ぶことが可能な研修プロ
グラムを増設することで、若手弁護士の専門性が高ま
るとともに、より多くの法分野で活躍できるような支
援策として、研修プログラムを充実させることが考え
られる。また、オンライン研修を拡充することにより、
時間的・場所的制約のある若手弁護士も同等の研修機

会を得られるようにすべきである。
エ　ネットワーキングイベントの開催
　若手弁護士にとって、人脈を形成することは、新規
案件の獲得・情報共有に資するものである。特に、多
様なバックグラウンドを有する専門家との交流は、若
手弁護士の活動機会を拡大させ、新しいビジネスチャ
ンスを生み出すことが考えられる。したがって、若手
弁護士同士や、若手弁護士と経験豊富な弁護士との交
流機会を増加させ、さらには、他業種の専門家・起業
家等と交流できる場を定期的に提供することで、若手
弁護士の人脈の形成を促進すべきである。
エ　OJTの機会の拡充
　若手弁護士にとって、先輩弁護士とともに実際の事
件処理に関与することは重要な意義を有するものであ
り、OJTの機会を拡充することは若手弁護士に対する
重要な支援策であるといえる。
　東京弁護士会には「OJT相談」制度があり、若手弁
護士が登録10年目以上の弁護士と共同で法律相談に取
り組み、その後の事件を受任する場合には共同受任す
るなどして、先輩弁護士からスキルを学べる機会を作
っている。
　また、法友全期会では、法律相談センター委員会が
主催する都内法律相談会において、若手弁護士と全期
世代の指導担当弁護士とが二名一組で相談担当者にな
ることで、若手弁護士のOJTの機会を確保している。
法友全期会としては、今後定期的に行っている同相談
会の拡充を図るのみならず、同相談会以外にも若手弁
護士のOJTの機会を確保するため制度を立案し、機動
的に実施していく取り組みが求められる。
オ　勤務弁護士の待遇の改善のための支援
　勤務弁護士の就業条件が悪化していないか、弁護士
会は勤務弁護士の労働実態調査や情報収集に努め、勤
務弁護士の待遇について問題例を周知し、経営弁護士
に自発的な改善を促すなど、問題点の発見と改善のた
めの対策を行う必要がある。弁護士会として、適正な
就業条件の基準を示す努力は検討されて良いように思
う。
　また、昨今、若手弁護士が弁護士業務を行う中でう
つ病などを発症する事例も多くなってきていることか
ら、弁護士会がメンタルヘルスに関する問題について
も積極的に検討して支援すべきである。
　勤務弁護士の待遇は、入所前に書面化されない場合
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や、口頭による説明にも曖昧な部分も多く、経営弁護
士の恣意的な運用を許す土壌がある。ついては、経営
弁護士が勤務弁護士に対し、事前に書面による待遇の
提示をし、入所の際にも待遇について書面による合意
をすることを励行する必要がある。
　加えて、弁護士会として、採用時・就職時のハラス
メント問題や法律事務所における社会保障の在り方を
検討し、その結果を研修などによって、広く会員に周
知していくべきである。近時、新人・若手弁護士の採
用の際に、経営弁護士から女性弁護士が結婚・出産の
予定を聞かれたり、男性弁護士が子供の送り迎えなど
の家事負担の有無を確認されたりするケースが報告さ
れている。経営弁護士のこのような行為はハラスメン
ト問題になることを当事者に認識させ、弁護士会とし
ても研修などによって当該問題意識を会員全体に対し
て理解させていく必要がある。また、若手弁護士が安
心して長く勤務できるように、一般企業と同様に産
休・育休などの社会保障制度を充実させるよう経営弁
護士に促していく必要がある。
カ　継続教育の充実
　弁護士としての深い教養の保持と高い品性の陶冶に
努め、市民に対してより質の高い法的サービスを提供
すべく、司法修習終了・弁護士登録後の継続教育も一
層充実されるべきである。
　このような取組み（とりわけOJTの機会の確保、拡
充）は、この継続教育の充実という観点からも強く要
請されるものである。
　また、東弁の研修制度は相当に充実したものとなっ
ており、法友全期会においても、業務委員会が中心と
なり若手弁護士の様々なニーズに対応した研修制度の
充実を図っている。
　東弁では、2013（平成25）年1月から新規登録弁護
士向けのクラス別研修制度が実施されている。各クラ
スは20名程度の新人弁護士と2名の先輩弁護士で編成
されており、クラスごとで少人数・双方向型による研
修が実施されるため、弁護士としてのスキルとマイン
ドをより実効的に身につけることができる。また、ク
ラス内で新人弁護士たちがそれぞれの立場で直面して
いる実務的な疑問や課題等について、先輩弁護士とと
もに共有・議論することで、クラス別研修が新人弁護
士にとって大きな成長の機会となり、新人弁護士相互
の人間関係の醸成や弁護士会への帰属意識の向上に資

することを期待することができる。

2 若手弁護士と採用問題
（1） 若手弁護士と採用問題
　60期以降、1,800～2,000人台で推移していた司法試
験合格者数は、2016（平成28）年を境に減少し、2022
（令和4）年には1,403人にまで落ち込んだものの、
2023（令和5）年からは法科大学院の最終学年在学生
にも受験資格が拡大したことにより、同年の合格者数
は1,781人と増加した。
　70期以降は新人弁護士の採用に苦労するという声す
ら聞かれるほど、若手弁護士の採用市場は売手市場と
なっている。合格者数の減少と一定の関係性があるか
もしれないが、その間も1,400人台の合格者数を維持
していたことを踏まえれば、売手市場は、法曹人口の
ボリュームゾーンでもある60期台が経験年数を経て採
用側になりつつあることや組織内弁護士をはじめとす
る弁護士の活動領域の拡大等、弁護士の採用を下支え
する環境変化が着実に進んでいることの表れであると
もいえる。合格者数の推移は、今後の採用市場に一定
の影響は及ぼすと考えられるが、それのみを弁護士の
採用環境に結びつけてする議論は近視眼的な議論であ
ることを否めない。
　他方で、多様化する業務内容や契約形態を背景に、
若手弁護士と所属事務所とのミスマッチや、時にハラ
スメントの被害が生じていると評価せざるを得ないよ
うな事案も報告されている。このような状況は、若手
弁護士が安定した環境で研鑽を積む機会を脅かすもの
である。若手弁護士が研鑽を積める安定した環境を作
り、ひとり独立した法曹として成熟させることは、基
本的人権の擁護者たる司法制度の担い手を育む行為で
あり、弁護士会が責任をもって取り組むべき課題であ
る。
（2） 新人弁護士採用問題の現状
　新人弁護士の採用問題（司法修習生から見れば就職
問題）に関しては、以下のような傾向がみられる。
ア　採用先について
　67期司法修習生の2015（平成27）年1月時点での修
習終了者に占める弁護士未登録者（任官者・任検者を
除く）の割合は16.1％（317名）であったが、72期の
2020（令和2）年1月時点における割合は7.5％（112名）
まで減少し、73期の2021（令和3）年1月時点における
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割合は8.1％（118名）、74期の2022（令和4）年5月時
点における割合は5.8％（85名）、75期の2023（令和5）
年1月時点における割合は6.6％（87名）、76期の2024（令
和6）年1月時点における割合は8.1％（113名）と、新
人弁護士の採用状況は明確な改善傾向を示している。
さらに、未登録者の中には、企業や官公庁への就職者
が一定数含まれていることが推測されることから、採
用状況全体としては、相当程度改善傾向にあったとい
える。
　一方で、新人弁護士の約60％超が東京三会で弁護士
登録をしており、大阪弁護士会及び愛知県弁護士会も
合わせると、新規登録する司法修習終了者の75％超が
大都市圏の弁護士会に登録している。地方の弁護士会
では、新人弁護士を採用するため募集をしても、司法
修習生の応募がないケースがあり、需要と供給が必ず
しも一致していない状況も見られる。
イ　就業条件について
　新人弁護士の就業条件（主に年俸）については、一
定の改善がみられる。すなわち、日弁連の調査によれ
ば、59期の段階では、年俸換算で500万円以下の層は
7.6％に過ぎず、500万円超～600万円以下の層が35.2％、
600万円超の層が57.2％を占めていたのに対し、新65
期では480万円以下の層が54.5％と過半数を占め、300
万円以下の層が8.7％存在した。次いで、68期の会員
に対して行ったアンケートによると、年俸換算で480
万円以下の層は63.6％にまで増加していた。これに対
して、2023（令和5）年実施の75期に対するアンケー
トでは、360万円を超え480万円以下が33.7％、480万
円を超え600万円以下が30.9％となっている。新人弁
護士の年俸額について一定程度の改善の兆しが見える
ものの、奨学金や修習貸与金等の返済を抱えている新
人弁護士もおり、まだまだ十分とは言い難い状況であ
る。
ウ　非弁提携が疑われる事務所への就職について
　2020（令和2）年6月24日に東京地裁から破産手続開
始決定を受けた弁護士法人東京ミネルヴァ法律事務所
は、預り金流用等で約50億円の負債を抱えており、報
道等によると、同事務所が広告等を委託していた会社
との非弁提携関係が強く疑われている。同事務所の元
代表弁護士は新63期であり、破産手続開始決定の直前
まで同事務所に所属していた弁護士らは、いずれも64
期～71期であった。

　近年では国際ロマンス詐欺事件の被害金回収に関す
る非弁提携行為など新たな類型の非弁提携が生まれて
いる。
　弁護士会としては、引き続き、新人弁護士に対して、
このような違法行為を行う事務所に就職することのな
いよう、継続的に注意喚起していく必要があり、図ら
ずも就職してしまった場合には、早期の退職を支援す
るなどの救済措置を講ずべきである。
エ　採用活動時のハラスメント
　新人弁護士が就職活動を行っている際に、性的差別
発言を受けたとの報告がなされている。具体的には、
「子供を産むのは困る。」「女性は地元に帰ってしま
う。」「今年は女性がほしい。」等といった発言があっ
たようである。性差別的発言は女性に対してなされた
ものが多数であるが、男性に対する発言も存在する。
性差別的発言をはじめとするハラスメント行為は、被
害者の人格権を侵害する行為であり、基本的人権の擁
護を使命とする弁護士がなすべき行為でないことは論
を俟たないところである。新人弁護士には、かかる行
為を受けたことによる心理的負担、意欲の喪失等の悪
影響が生じ得るものであり、これにより、事務所から
の早期の離脱、OJTの効果の低下等の影響が生じる可
能性がある。このことは、ひいては、弁護士業界全体
の評価の低下を招くものである。
オ　ミスマッチと若手弁護士の早期転職
　前述のとおり新人弁護士の就職環境が改善した一方、
人間関係等のミスマッチを原因とする早期の転職が顕
在化している。民間調査の中には、転職経験のある弁
護士のうち、半年未満で転職をした者が11％、半年か
ら1年未満で転職をした者が17.3％を占めるというデ
ータもある。また、転職の原因については、「弁護士
との人間関係」がもっとも多く、次いで「事務所の将
来性」や「給料・待遇」に関する問題が転職の原因で
あるとのことである。
　調査のサンプル数が500件程度であり、その結果を
鵜呑みにすることはできないものの、一定数の弁護士
が、登録後1年程度で転職をしている実情があること
は否めない。早期の転職は、当該弁護士自身の経験蓄
積に悪影響がある、それのみならず、生活基盤が安定
しないなかで、収入もさらなる不安を生じさせること
はともすれば非弁提携業者等につけこまれる隙にもな
るものである。このように早期の転職は望ましいもの
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ではなくミスマッチが生じないよう、修習時期はもち
ろんのこと、法科大学院在学期間中を含めた就職活動
支援に取り組むことも検討されるべきである。
　なお、早期転職の事案の中には、所長弁護士や先輩
弁護士によるセクシュアルハラスメント（結婚や出産
を一定期間しないように求める等）やパワーハラスメ
ント（休日にも事務所に出所することを強要される等）
等のハラスメント行為や突如の委任契約の解約等の契
約違反が疑われる事案もあると聞く。これらの事案に
ついて若手弁護士の側が積極的に争うには自ら交渉・
訴訟等を行うか、紛議調停等の手続を行う他ないが、
負担が大きく、問題の顕在化の妨げとなっていると思
われる。実態調査を行うとともに、負担の大きさから
若手弁護士が泣き寝入りをすることがないよう適切な
仲介機能を弁護士会が担うべきである。
カ　弁護士倫理や弁護士自治への悪影響の懸念
　前記の状況、問題点等を背景に、新人弁護士や勤務
弁護士が、先輩の弁護士から必要な職業的倫理観やリ
スク管理の能力を学べず、これらを身につけることが
できないままになってしまい、非弁提携や弁護士報酬
等に関するトラブルにつながることが懸念される。ま
た、依頼者に対し、一定の水準に達した代理人活動、
弁護活動を行うことができない者が増加する懸念も生
じている。さらに、先輩から後輩への職業的倫理観の
承継等がなされないことにより、弁護士会等への帰属
意識が薄れ、やがては弁護士自治に対する重大な危機
が生じることも懸念される。
（3） 日弁連や各弁護士会の取組みについて
　新人弁護士の採用問題に関しては、日弁連がひまわ
り求人求職ナビを開設しており、各弁護士会において
も、採用情報説明会等の取り組みが行われている。新
人弁護士の就職に関する情報提供については、前記の
ひまわりナビのほか、アットリーガル等の弁護士会で
はない企業等が運営するウェブサイト等も大いに活用
されているところである。むしろ、新人弁護士にとっ

ては、ひまわりナビよりもアットリーガル等が活用し
やすいという声も多々ある。弁護士登録後の事務所の
移籍の場面では、ひまわりナビが一定の役割を担って
いるようであるが、他方で民間企業によるエージェン
トサービスも一定の割合を担っているようであり、ウ
ェブサイト等で検索をすると10社程度は弁護士転職の
支援を行うエージェントサービスが見つかる状況であ
る。エージェントサービスがどのようなニーズを捉え
て転職支援をしているのか、実態が不明であるところ
ではあるが、このような事業者による転職支援が非弁
提携を行う事務所への紹介に繋がっていないかは注視
する必要はあろう。
　新人弁護士、若手弁護士いずれも就職活動には民間
企業の参入が認められるところではあるので、日弁連
や各弁護士会による民間企業への適切な情報提供のあ
り方も検討されることが必要である。
　また、減少しているとはいえ司法修習終了直後まで
に就業先が見つからない者が存在することも事実であ
り、彼らを単に未登録者のままにしてしまうと弁護士
会側では状況の把握も困難になり、有効な支援策も取
り得なくなる。修習終了時点で就業先が未定であった
者でも、その多くが修習終了後6ヶ月程度で就業先を
得ている状況があるため、修習終了後6ヶ月を超えて
就業先が見つからない者に対して、その者への求人求
職情報の提供を積極的に行い、その者が孤立しないよ
う継続的に情報の提供を行う体制を構築すべきである。
　なお、前記問題点のうち、新人弁護士に対するハラ
スメント行為については、それ自体許される行為では
なく、新人弁護士の意欲低下等の悪影響を引き起こす
ほか、結果として弁護士に対する社会の信頼を失わせ
ることになりかねない。弁護士会は、弁護士に対する
ハラスメント防止の呼びかけ、研修を行う等して、そ
れらの防止に努めるべきである。加えて、ハラスメン
ト行為があった場合の被害者の保護、加害者への指導
も弁護士会の責任において行うべきである。

第6　弁護士へのアクセス拡充
1 弁護士へのアクセス保障の必要性と現状
（1） 弁護士過疎・偏在対策の経緯
　1964（昭和39）年の臨時司法制度調査会意見書は、

弁護士の大都市偏在化を緊急に是正すべき旨を指摘し
ていた。そして、1996（平成8）年の日弁連定期総会は、
「弁護士過疎地域における法律相談体制の確立に関す
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る宣言」（名古屋宣言）を採択し、すべての地裁支部
管轄区域に法律相談センターを設置することを決めた。
さらに、1999（平成11）年、日弁連は、東弁からの司
法改革支援金1億円等を財源とする「日弁連ひまわり
基金」を創設し、同年12月の臨時総会において、弁護
士過疎・偏在対策の活動資金に充てるため、全弁護士
から特別会費を徴収することとした。2000（平成12）
年の定期総会において、「司法サービスの全国地域へ
の展開に関する決議」を採択し、公設事務所等の設置
にさらに取り組むことを決めた。
　2006（平成18）年10月に開業した日本司法支援セン
ター（以下、「法テラス」という。）は、過疎地域にお
ける法律事務所（司法過疎対応地域事務所）の設置を
始めた。2007（平成19）年12月の日弁連臨時総会は、
弁護士偏在解消のための経済的支援に関する規程を採
択し、2010（平成22）年4月、ひまわり基金による弁
護士定着支援制度を統合して、過疎地域・偏在地域へ
の弁護士定着を促進することとした。
　2012（平成24）年の日弁連定期総会は、「より身近
で頼りがいのある司法サービスの提供に関する決議―
真の司法過疎解消に向けて―」（大分決議）を採択し、
アクセスの不便性や具体的ニーズを考慮して必要性が
高いと判断される地域に必要な法律事務所の設置を進
め、法テラスや地方自治体等と連携しつつ、法的サー
ビスの提供態勢を更に整備していくべきことを確認し
た。
（2） 弁護士過疎の現状と原因
　全国に存在する253か所の地裁の本庁及び支部のう
ち、その管轄地域に弁護士が0又は1人しかいない、い
わゆるゼロ・ワン地域に関しては、2010（平成22）年
1月時点でゼロ地域が解消し、2011（平成23）年12月
18日にはワン地域もいったん解消した。その後も、ワ
ン地域の発生とその解消が繰り返されており、2024（令
和6）年8月1日現在、ワン地域が2箇所存在している状
況に至っている。

2 アクセス拠点の確保と役割
（1） 法律相談センターの役割
　過疎地における法律相談センターの役割としては、
①弁護士常駐の法律事務所を開設するまでの間の法律
支援としての役割と②法律事務所の法律支援を補完す
る役割の2点があり、これらの役割からすると法律相

談センターを開設・維持する必要がある。そのため、
「法律事務所開設の需要」や「法律相談センター開設
の費用対効果」等といった要素を考慮しつつ市民の司
法アクセスの拡大に努めなければならない。
（2） 法テラスの役割
　総合法律支援法が制定され、法テラスが2006（平成
18）年10月に業務を開始して以降、法テラス事務所の
常勤弁護士は、法律扶助の必要な市民の相談や刑事弁
護活動を行っている。同法30条1項7号に規定する法テ
ラスの司法過疎対応地域事務所は、2024（令和6）年3
月31日現在、34か所設置されている。さらに、一部地
域ではスタッフ弁護士が巡回法律相談を実施している。
今後も、実質的な法律援助過疎地の解消のために、日
弁連・弁護士会と法テラスとは連携・協力して、弁護
士過疎地域の解消と市民の司法アクセス障害の解消の
ための取り組みを行うことが望まれる。
（3） 弁護士偏在解消のための開設資金援助や定着支援

対策
　日弁連の担当委員会では、当面、弁護士1人当たり
の市民人口を3万人以内とする目標を掲げて対策を講
じることとした。具体的には、偏在解消対策地区に赴
任する弁護士を養成する事務所に対する経済的支援策
として、開設支援、拡張支援、養成費用支援というも
のと、偏在解消対策地区で開業する弁護士や弁護士法
人に対する経済的支援策として、独立開業支援、常駐
従事務所開設支援、特別独立開業等支援というもので
ある。
（4） ゼロ・ワン地域解消型法律事務所の課題
　2024（令和6）年8月1日時点で、ひまわり基金事務
所は累計124か所開設され、そのうち弁護士が定着し
た事務所は87か所である。この類型の事務所の課題と
して、以下の3点が挙げられる。
　1点目として、赴任・交替する弁護士の確保と養成
の問題がある。新規登録弁護士が増大するに伴い過疎
地での法律支援の担い手となる新人弁護士は数多く誕
生した。この流れを維持するためにも、法科大学院生
や修習生に対する過疎地での法律支援の必要性の周知
を欠かすことができない。同時に、新規登録弁護士に
対し多種多様な法律事務を習得させる養成事務所と、
ひまわり基金法律事務所や7号地域事務所から任期明
けに帰還する弁護士を受け入れる法律事務所を確保し
なければならない。
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　2点目として、事務所開設・運営資金の問題がある。
過疎地に赴任を決断した弁護士には開設資金・運営資
金についての不安がある。日弁連は2016（平成28）年
3月をもって特別会費の徴収を終了させ、それ以降は
一般会計からの繰入れによってひまわり基金を運営し
ている。過疎・偏在地域が解消しても運営資金援助の
必要性はなくならないので、今後も同様の支援を継続
していく必要がある。
　3点目として、ゼロ・ワン地域においては利益相反
の問題がある。先んじて相談に訪れた市民は弁護士に
よる支援を受けられるが、相手方は弁護士に依頼しに
くくなっている。この問題を解消するために各地域に
おける複数事務所設置を実現しなければならない。
（5） 都市型公設事務所等拠点事務所の役割
　都市部においては弁護士も法律事務所も多数存在す
るが、市民のアクセスが容易かというと必ずしもそう
ではない。東弁では、2002（平成14）年6月にはじめ
て都市型公設事務所を開設し、経済的・社会的要因に
よる司法へのアクセスが困難な地域市民の法的需要に
積極的に応じるばかりでなく、過疎地に赴任する弁護
士の養成と任期明け後の帰還受け入れ、被疑者・被告
人国選弁護等刑事裁判への集中審理対応、任官弁護士
や判事補・検察官の他職経験の受け入れ、リーガルク
リニックの実施を担うことなどが実践されてきた。法
友会では、これまで事務所の運営を担う所長および中
堅弁護士を多く輩出し、都市型公設事務所の活動を人
的物的に支えてきた。
　東弁は、現在3か所（池袋、北千住、立川）で都市
型公設事務所を設置している。池袋にある東京パブリ
ック法律事務所は、過疎地赴任弁護士の養成や、生活
困窮者や外国ルーツの人々の支援等で、北千住にある
北千住パブリック法律事務所は困難事件や裁判員裁判
を含めた刑事事件の担い手等として、立川にある多摩
パブリック法律事務所は多摩地域における刑事事件の
担い手、地域行政機関との連携、近年ではニーズの高
い成年後見事件の担い手等としてそれぞれ特色を持ち
活発な活動を続けている。これらの活動は、ニーズも
大きく、地域機関や市民から高い評価を受け、各事務
所とも相当に多忙な状況が継続している。
　公設事務所への当会からの支出については、2022（令
和4）年の財政改革ワーキンググループにおける議論
の過程で、4つあった公設事務所について1つ（三田パ

ブリック）を閉鎖することも含めて毎年の支出を
3,000万円削減することとなり、財政支出は相当に縮
小されている。他方で、経験ある弁護士を弁護士会あ
げて確保すべきところ、これが長らく実現できておら
ず、所長弁護士や中堅弁護士の確保が各事務所の自助
努力に委ねられていること、新人弁護士を中心に司法
アクセス問題に関心を持つ弁護士の層が薄くなってい
ること等の問題も生じている。
　近年では、公設事務所に対し、福祉機関と連携した
生活困窮者の法的支援、外国人の人々への支援、首長
申立案件等、容易でない成年後見事件への対応等、一
般の弁護士では担いにくいが法的救済が必要な市民へ
の対応など、現在の社会で生じている多大なニーズへ
の対応がますます求められている。
　都市型公設事務所が市民から受けている大きな期待
は、そのまま社会の弁護士・弁護士会に対する期待で
あり、公設事務所が実践している活動は、弁護士法72
条によって法律事務を独占している弁護士・弁護士会
が行わなければならない活動である。弁護士会として
は公設事務所が充実した活動を活発にしていくことが
できるように、公設事務所が必要な人的・経済的な支
援を十分に確保できるような施策を立案・実施してい
く必要がある。
（6） 女性弁護士へのアクセス
　弁護士の絶対数が確保されたとしても、残る問題と
して「過疎地域における女性弁護士（当該会員の性自
認による）不足」がある。2022（令和4）年4月1日時
点で、地裁支部管内に女性弁護士がいない地域は全国
に62か所ある。女性弁護士に対するアンケートによる
と、期間限定で、所得保障、研修体制が整備され、出
産育児時期における支援、セキュリティ面の充実など
があれば、過疎地での業務に取り組みたいとの意見が
多く認められている。DV、離婚、子どもや高齢者へ
の虐待、性犯罪等への対応については、とりわけ、女
性の視点が必要不可欠と言える。また、地域の各種委
員会にも、女性の参画が必要である。
　このように、女性弁護士の偏在解消のために、女性
弁護士や女性修習生のニーズに対応した諸施策の改善
策や工夫を行う必要がある。この点、日弁連では、
2022（令和4）年12月に「偏在対応女性弁護士等経済
的支援事業の創設について」の意見照会がなされてい
る。そして、意見照会において新設を検討している制
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度は①偏在対応女性弁護士登録支援補助金（偏在対応
女性弁護士になろうとする者を対象に、350万円の範
囲で無利息の貸付けを行い、一定の要件のもとで返済
を免除する制度）及び②偏在対応女性弁護士採用支援
補助金（偏在対応女性弁護士を採用した弁護士、弁護
士法人又は共同法人を対象に、50万円を上限として支
出し、原則として返還を要しない制度）というもので
あった。偏在対応女性弁護士を支援していこうという
内容のものであり、これを積極的に進めていくべきで
ある。
（7） 全会員による支援・人材の確保・経済的支援
　過疎解消型事務所に赴任して市民のアクセスを保障
しようという意欲を持つ若手弁護士に対して、経験豊
富な弁護士は、多様な支援に努め、これからもその意
欲を減殺することなく発展させるための協力を惜しん
ではならない。
　若手法曹の指導のために、都市型公設事務所や拠点
事務所に常在する中堅以上の弁護士を確保することが
重要な課題となっている。中堅以上の弁護士には、経
済的な課題や任期明けの不安等から、都市型公設事務
所や拠点事務所に赴任することを躊躇する傾向が認め
られる。弁護士会としては、こうした課題の解決に向
けて取り組み、単位会を越えた人材確保に努めなけれ
ばならない。
（8） さらなる司法アクセス改善の必要性
　現在、我が国において、高齢者の占める割合は約29
％となっている。その上、厚生労働省研究班の報告に
おいては、認知症高齢者の推計値が2025（令和7）年
時点で少なくとも約675万人にも及ぶとの推計もなさ
れている（平成29年版高齢社会白書による）。そして、
超高齢化社会を迎え、今後、認知症高齢者の人口、割
合は増加していくものと見込まれる。
　さらに、障がいをもつ人となると、身体障がい約
436万人、知的障がい約109万4,000人、精神障がい約
614万8,000人（いずれも令和6年版障害者白書の概数
による）となっている。そのうえで、同白書は、この
数値に関して、「複数の障害を併せ持つ者もいるため、
単純な合計にはならないものの、国民のおよそ9.2％
が何らかの障害を有していることになる」とまとめて
いる。
（9） アウトリーチ活動の拡大と課題
　このような、認知症その他の精神障がい、知的障が

い等をもつ当事者にとっては、司法アクセスが極めて
困難ないし不可能となってしまっている現状がある。
すなわち、このような当事者の多くは、「被害意識が
ない」「意思疎通困難」「移動困難「弁護士の役割につ
いての理解困難」「情報不足」といった要因によって、
司法へのアクセスがほぼできない状況にあるといえる。
　このような当事者が司法アクセスできるようにする
べく、近時、「アウトリーチ」（被援助者が弁護士のと
ころへ来訪するのを待つのではなく、弁護士の側から
被援助者のところへ赴き、相談に乗ることをいう。従
前から福祉分野で使われてきた用語である。）の必要
性が弁護士の間でも議論されるようになった。被災地
支援分野や高齢者・障がい者分野などを中心として、
弁護士の間でも、この「アウトリーチ」に相当する活
動が広がってきているものといえる。
　もっとも、「アウトリーチ」は、弁護士の職域拡大
の側面のみを強調すると、他の関係者からの信頼を損
ないかねない側面をもっている。とくに、高齢者・障
がい者の案件にあっては、当事者が抱えている法的問
題のみを切り取り、そこだけを強引に解決しようとす
ると、問題・課題の法的側面だけは解決したものの当
事者のその後の地域生活にはまったく役立たない（な
いし有害な結果をもたらす）、ということが往々にし
て生じ得る。このような場面では、弁護士のみならず、
行政や福祉サービス提供事業者といった福祉関係諸機
関とも十分に相談・協議を行い、協働していくなどし
て、当事者の生活実態に根ざした権利擁護を十分に図
っていくことが必要であろう。
（10） ソーシャルワークの一環としての「アウトリー

チ」
　「ソーシャルワーク」とは、社会福祉援助の実践や
方法の全体をいい、福祉関係の行政機関やサービス提
供事業者が日々行っている活動の多くが「ソーシャル
ワーク」に当たる。例えば、生活上の困難を抱えてい
る当事者に対して、援助者が、様々な社会福祉サービ
スなどを活用し、当該当事者の主体的な生活を実現し
ていく活動などがこれに当たる。
　先に述べたとおり、弁護士が「アウトリーチ」をす
るに際しても、当事者の抱えている生活上の課題・問
題がどのようなものであるのかを十分に把握し、当事
者の生活の中で、法的問題がどのような位置を占める
ものなのかを吟味した上で、適時・適切に法的問題解
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決を図っていく必要があるが、これは、ソーシャルワ
ークの一環としての位置づけになるものといえる。
　しかしながら、現在、弁護士がソーシャルワークに
当たる活動を行っても報酬等が得られることは多くな
い。そのため、弁護士のソーシャルワーク的な活動を
広げていくためには、民事法律扶助制度や社会保険制
度の中で「司法ソーシャルワーク加算」などの報酬体
系を新たに創設し、弁護士の間においても、ソーシャ
ルワーク的な活動が広がっていくように制度構築をし
ていく必要もある。また、地方自治体などにおいて独
自の予算付けを行い、弁護士のソーシャルワーク的活
動に対して報酬を付与できるようにする取組みも推進
していくべきである。また、司法ソーシャルワークを
推進している法テラスとも協働を図り、法テラス内部
で司法ソーシャルワーク活動に取り組む常勤弁護士を
育成していくなどの方策もとっていくべきである。

3 これまでの法律相談センターと今後のあ
り方

（1） 司法アクセスの確保と法律相談事業
ア　法律相談事業の目的
　東弁は、これまで、市民の弁護士に対するアクセス
障害を解消する目的で、法律相談センターを設置し、
法律相談事業を運営してきた。なお、近時では、法律
相談センターの存在意義として、このアクセス障害の
解消に加えて、若手会員に対する指導の場として機能
していること、さらには、相談担当の結果として会員
に対する業務提供の場となっている側面がある。
　東弁が提供する法律相談サービスの内容としては、
一般相談、クレサラ相談、家庭相談のほかに、消費者
問題、医療問題、労働問題等があり、事案の特殊性・
機動的対応等の要請から適宜特別相談を実施し、また、
高齢者・障害者総合支援センター（オアシス）、民事
介入暴力センター、子どもの人権救済センター、外国
人人権救済センター等でも法律相談・事件斡旋を行っ
ている。
イ　日弁連の司法アクセス拡充の動きとの関係
　一方、日弁連においても、日弁連公設事務所・法律
相談センター委員会を中心として、弁護士過疎地域に
おける常設法律相談所の開設を推進し、市民の法的需
要に応えるべく活動してきた。
　日弁連の弁護士過疎・偏在対策にかかる活動は、東

京都内の大部分の相談事業には直接的に当てはまるも
のではないが、市民が司法に容易にアクセスできる社
会の実現を目指すもので、東弁の活動と目的を同じく
する。日弁連の動向には絶えず注目し、積極的に協力
していく必要がある。
（2） 相談件数の激減と収支の赤字化
ア　最近の相談件数と収支の状況
　東弁単独及び東京三会合同の法律相談事業で行われ
る法律相談の件数は、2007（平成19）年度をピークと
して大きく減少してきた。法律相談事業会計が特別会
計化された2008（平成20）年度から2015（平成27）年
度までの東弁及び東京三会の法律相談センターにおけ
る東弁会員による相談件数（多摩支部運営の八王子、
立川、町田は除く）は、2008（平成20）年に約2万
1,000件であったものが、2014（平成26）年度には約1
万1,000件と約半数となり、その後は同程度で推移し
ていたところ、新型コロナウィルスの問題で、2020（令
和2）年度は8,022件と大幅に減少したが、2021（令和3）
年度は9,410件、2022（令和4）年度は9,855件、2023（令
和5）年度は1万1,756件とやや回復傾向にある。
　法律相談件数減少の原因としては、過払金返還請求
を含む債務整理事件の減少、弁護士数の増加やインタ
ーネット等による弁護士アクセスの改善などが考えら
れる。直近の特殊な要因としては新型コロナウィルス
の感染拡大による相談件数の減少及び相談枠の一時的
削減がある。
　法律相談の件数が大きく減少した結果、法律相談事
業の収入源である法律相談料と負担金（納付金）が減
少し、法律相談センター事業に関する東弁の収支は、
2010（平成22）年度から赤字となり、2013（平成25）
年度は法律相談会計全体で約5,400万円、法律相談セ
ンター事業では約6,200万円の赤字、2014（平成26）
年度は同会計全体で約5,900万円、法律相談センター
事業では約7,000万円の赤字を生じさせることとなっ
た。
　なお、2015（平成27）年度には、負担金割合の引上
効果や未納負担金の督促強化に加え、法律相談会計の
繰り入れ内容の変更などによって、法律相談会計とし
ては約770万円の黒字となった。その後、2017（平成
29）～2019（令和元）年度は一旦赤字となったが、後
述の支出削減策の実行により、2020（令和2）年度は
331万円の黒字、2021（令和3）年度は1,728万円の黒字、
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2022（令和4）年度は1億2,153万円の黒字、2023（令
和5）年度は8,950万円の黒字となっている。
　もちろん、弁護士に対するアクセス障害の解消・緩
和や、受任機会・OJT機会の提供といった法律相談事
業の目的と機能に鑑みれば、多少の収支赤字となるこ
とはやむを得ないともいえるが、多額の赤字は、東弁
の財政を悪化させるだけでなく、東弁の他の事業の実
施に悪影響を及ぼしかねないことから、今後も大幅な
赤字が生じないようにする必要がある。
イ　法律相談事業改革PTの設置と答申
　上記の状況を踏まえ、東弁では、2014（平成26）年
11月の臨時総会において、法律相談事業の改革に関す
る基本方針を定め、これに基づいて法律相談事業改革
PTが設置され、法律相談事業の適正な運営を図るた
めの改善策を答申することとされた。
　同PTでは、法律相談事業の社会的意義・存在価値
の観点からは必ずしも黒字事業であり続けなければな
らないものではないが、現在の赤字額はあまりに多額
であり、法律相談事業の意義や価値とのバランス上許
容されうる赤字幅に抑えることが必要であるとの観点
に立って、全ての法律相談センター及び実施されてい
る法律相談の実情を調査し、今後採りうる支出の削減
策及び収入の増加策並びに個別のセンターにおける問
題点について議論が深められ、2015（平成27）年12月
に法律相談事業の改善策に関する答申書が提出された。
ウ　財政改革実現ワーキンググループ
　東弁では、財政状況の悪化を受けて、2019（平成
31）年3月に財政改革実現ワーキンググループが立ち
上げられ、その中に法律相談チームが設置されて、法
律相談事業の収支改善と今後の法律相談事業の在り方
の検討がされた。2021（令和3）年12月16日に示され
た第三次答申においては、立川法律相談センターの多
摩支部会館内への縮小移転、町田法律相談センターか
らの撤退、ホームページの改善、電話予約窓口の一本
化、インターネット予約、弁護士紹介制度と一体化し
た新たな相談システムの構築が提言されており、一部
実行に移されている。
（3） 今後の法律相談センターの在り方
ア　相談件数・収入増加策の実行
ア　相談料の減額ないし無料化
　30分5,000円の相談料を減額ないし無料化すると、
その結果として相談件数が大きく増加することが見込

まれ、負担金も含めた収入全体の増加に結びつく可能
性がある。全面無料化を実現した札幌弁護士会や、30
分5,000円から2,000円への減額を実施した千葉県弁護
士会では、いずれも相談件数が2倍から3倍程度まで増
加したとの報告がある。他方で、相談業務の対価を否
定することの理念的な疑念に加え、相談料収入の減少
を補うだけの事件受任が確保できるのか、弁護士会で
の相談以外の相談業務を無料とする圧力につながるの
ではないか、などの疑問も提起されている。東弁にお
いては、2016（平成28）年1月から錦糸町センターを
縮小移転し、東弁単独運営のセンターとした上で試験
的に相談料を30分2,000円に減額しており、相談件数
も現在のところ縮小移転前との対比で約2.5倍となっ
ている。また、2015（平成27）年4月以降新宿センター・
蒲田センターにおいて労働相談の無料化を期間限定で
行っていたところ、相談件数がほぼ倍増したため、
2018（平成30）年6月からは労働者側の相談について
は無料化を本格実施した。さらに、東弁単独運営のセ
ンターである池袋センターでも2023（令和5）年4月か
ら相談料を30分2,000円に減額している。他方で、い
ずれも収支全体としては改善したとは言い難い状態で
ある。この実績も踏まえて相談料減額の効果を検証し、
相談料の無料化の可否も含めて検討されるべきである。
イ　相談申込チャネルの拡充
①　ネット予約
　2015（平成27）年4月から東京三会共同運営型法律
相談センターについてインターネット上での予約受付
が開始され、同年10月からは東弁単独運営型センター
でもネット予約が始まった。その予約率（予約件数全
体のうちネット予約の件数が占める割合）は、当初は
5％台であったものが徐々に増加し、15％を超えるよ
うになっていた。新型コロナウィルスの問題から約1
年間ネット予約は停止していたが、2021（令和3）年4
月から再開し、近時ではまた予約率が10％を超えるよ
うになっている。相談申込者の利便性や人件費削減の
観点からも、ネット予約の広報に更に注力すべきであ
る。
②　電話相談・オンライン相談
　かつて、蒲田センターでは、開設当初より従来のテ
レフォンガイド（各種相談窓口への振り分け）から一
歩踏み込んだ電話ガイド（実質的な電話相談）を実施
しており、その件数は年間1万件を超える状況にあっ
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た。また、自治体等の外部機関・団体からも電話相談
に関する問い合わせがあったため、2015（平成27）年
12月から、北千住センターにて本格的に電話相談（弁
護士PHONE）を実施し、相談件数は月間1,500件を超
える状況であった。
　他方で、電話相談には雑多かつ対応に苦慮する相談
も多いことから相談担当者の負担は大きい上、受任率
も極めて低率に止まっている。相談担当者には当初日
当が支給されず、現在では支給されるようになったも
のの、面接相談等との対比でも低額である。加えて、
電話相談に対するクレームも少なくない状態であり、
弁護士会の広報という意味でも功罪相半ばする状態で
ある。
　以上の状況を踏まえ、蒲田センターの場所の移転に
伴い従前蒲田センターで行っていた電話相談を霞ヶ関
センターに移転するとともに、弁護士PHONEについ
ては2019（令和元）年12月末を以って廃止することと
なった。電話相談の継続の可否については、継続する
場合の相談担当者への更なる支援も含めてなお検討の
必要がある。
　また、新型コロナウィルスの問題を契機に、オンラ
イン相談についてもその採否が法律相談センター運営
委員会で検討されている。
③　外部機関・団体等との連携
　2015（平成27）年度に実施された新宿区歌舞伎町で
のぼったくり撲滅への協力により、警視庁との信頼関
係が構築され、警察に寄せられる相当数の相談を上記
電話相談に誘導するよう各警察署に同相談のチラシが
備え置かれるようになった。また、自治体との連携拡
大も重要な課題である。そのほかに、ショッピングモ
ール等との連携による店舗内相談や、各種業界団体・
協会等との連携も模索しており、（現在新型コロナウ
ィルスの問題等で中断を余儀なくされているが）いく
つかのイオンショッピングモールや郵便局で法律相談
を実施している。
ウ　法律相談担当者の質の確保
　近時の弁護士数の飛躍的増加に伴い、法律相談セン
ターの相談担当の大部分を若手弁護士が担う状況とな
り、相談者からの苦情も増えていて相談担当者の質の
確保が急務となっている。公平性の原則に配慮しつつ、
次のような取り組みの実施を検討する必要があろう。
①　研修の充実・義務化

　研修対象分野を拡充するとともに、法律知識だけで
なくカウンセリング能力の向上等を養成する研修も行
う。また、義務研修の対象を拡大する。
②　分野別及び専門相談の拡充
　専門的分野の相談対応の拡充だけでなく、現在、一
般相談の対象とされている分野（離婚問題など）につ
いても精通した弁護士による対応を実施する。また、
専門認定制度の創設も検討する必要があろう。
③　若手弁護士と経験豊富な弁護士との共同相談・受
任体制の構築
　相談担当者には一定の経験年数を資格要件としつつ、
若手弁護士との共同相談・受任体制を取ることで、若
手弁護士に相談及び受任の機会提供を図ることが考え
られる。
　蒲田センターにおいては開設当初より若手弁護士の
相談立会い及び共同受任の機会が付与される体制とな
っていた（そのため、相談担当者には5年以上の弁護
士経験が要件となっている）ところ、2016（平成28）
年度からは若手弁護士支援のため、錦糸町センター及
び蒲田センターにおいて、若手弁護士と一定の経験の
ある弁護士の共同相談・受任体制が試行されていた。
また、東弁の若手会員総合支援センターでは、2018（平
成30）年4月には蒲田センター及び北千住センターの
相談の一部において若手弁護士と一定の経験のある弁
護士の共同相談の制度を実施していた。その後、若手
支援のための相談体制が一本化され、現在は若手会員
総合支援センターの下で、蒲田センター、錦糸町セン
ター、北千住センター及び池袋センターで若手弁護士
の相談枠が設けられている（新型コロナウィルスの問
題から中断されていたが、現在では再開している。）。
エ　負担金
　2015（平成27）年4月から、100万円未満の弁護士報
酬について負担金割合を当面の間10％から15％に増加
させた。将来的には、さらに負担金割合を上げること
も検討の対象となり得るが、相談担当者の負担とのバ
ランスを考慮することが肝要である。また、公設事務
所所属の会員や多摩支部所管のセンターにおける納付
金割合が原則よりも低率となっており（ボリュームゾ
ーンの受任事件の割合で原則との対比で前者が半分、
後者も3分の2）、公設事務所併設のセンター（なお、
池袋センターの移転及び北千住センターの業務縮小に
伴い、現時点で本会所管の併設は北千住センターのみ
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である）や多摩支部所管のセンターの赤字が他のセン
ターよりかなり大きいことからしても、会員間の公平
という観点からしても、これらの納付金割合の引き上
げを早急に検討すべきである。その後、多摩支部所管
のセンターについては、2022（令和4）年度から納付
金割合の引き上げが実現している。
オ　戦略的広報
　従前、各法律相談センターでは、リーフレットの作
成、区の広報誌への掲載、駅広告など実施してきたが、
費用対効果の測定と検証が十分とはいえなかった。そ
こで、2015（平成27）年度、東弁は、専門業者（電通）
に対して実態調査から戦略的広報手段の提案までを依
頼した。法律相談事業について、有効な広報を引き続
き検討すべきである。
イ　支出軽減策の実行
ア　賃料等
　各法律相談センターにおける近時の充足率（相談予
定コマ数に対する相談実施コマ数の割合）が各センタ
ー50％に満たず、相談室が空室になっている状況にあ
り、過大な規模になってしまっているといわざるをえ
ない。そこで、各法律相談センターの存在意義や特性
を考慮した上で、縮小移転や廃止、又は空室の有効利
用が検討されなければならない。
　かかる状況を受けて新宿センター及び蒲田センター
については、2019（令和元）年11月に蒲田センターが、
2020（令和2）年2月に新宿センターが縮小移転した。
公設事務所併設の池袋センターも2021（令和3）8月に
縮小移転して公設事務所との併設状態を解消した。北
千住法律相談センターについては生活保護相談以外の
相談業務を廃止し、業務縮小によって生じる空きスペ
ースは、現在、弁護士専用シェアオフィスとして運用
されている。
　残る赤字額の大きい多摩支部所管のセンターについ
ても、縮小移転や廃止を含め具体的かつ速やかに検討
すべきところ、立川センターについては昨年度多摩支
部会館内に移転し支出軽減を図り、300万円以上赤字
が減少した。
イ　日当の減額ないし廃止
　東弁では2013（平成25）年4月から法律相談センタ
ーにおける大半の相談の相談担当者への日当を午前
4,000円、午後6,000円に減額した。また、蒲田センタ
ー及び錦糸町センターでは時限措置ではあるが日当が

支給されていない。他方、一部の特別相談については、
日当が減額されず午前8,000円、午後1万2,000円が維持
されているものがある。従前の日当額を維持している
一部の特別相談や多摩支部所管のセンターについても、
会員間の公平の見地からも減額を含めて検討すべきで
ある。その後、多摩支部所管のセンターについては
2022（令和4）年度に日当の減額が実現している。
　他方で、日当の減額・廃止は相談担当者に負担を強
いるものであり、更なる減額や廃止については慎重な
検討が必要である。
ウ　弁護士紹介制度
　東弁は2007（平成19）年4月から弁護士紹介センタ
ーを立ち上げ、従前からの外部団体主催の法律相談へ
の弁護士派遣や顧問弁護士紹介に加えて、事業者や公
共団体等向けの紹介制度（特定部門紹介制度）と専門
性の高い特定の分野について知識と経験のある弁護士
を紹介する制度（特定分野紹介制度）を設けた。
　しかし、特定部門・分野に限った弁護士紹介制度は
市民に認知度が低く、市民の弁護士紹介のニーズとも
必ずしも一致しているとは言えず、年間を通して全く
申込みがない部門・分野が多数存在した。両紹介制度
全体における申込件数は2013（平成25）年度で47件、
2014（平成26）年度で24件（試行的に実施された一般
相談分野における紹介件数を除く。）しかない状況で
あった（なお、弁護士紹介センターの中小企業部門が
2014〔平成26〕年度に設立された中小企業法律支援セ
ンターに、弁護士紹介センターが運営していた権利保
護保険に対応するリーガル・アクセス・センター
〔LAC〕が2016〔平成28〕年度に設立されたリーガル・
アクセス・センター運営委員会に移管された。）。
　このような状況を踏まえて、2018（平成30）年4月
から従前の特定部門・分野の区別を廃止し、弁護士紹
介センターは非事業者に対する弁護士紹介のみを取り
扱うこととし，事業者の弁護士紹介は中小企業支援セ
ンターで取り扱うとともに、紹介対象分野も一般民事
事件など従前取り扱っていなかったものに拡充するこ
ととした結果、年間300件近い申込があり、2021（令
和3）年度は申込346件、紹介255件（2022〔令和4〕年
1月末時点）となっている。
　また、紹介の可否についての審査を円滑に行うため
に、2021（令和3）年7月から弁護士が直接紹介申込者
に連絡する弁護士ガイド制度を試行した（現在は廃止
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されている）。
　さらに、2022（令和4）年1月24日から、新型コロナ
ウイルスの感染拡大へ対応するため、オンラインによ
る法律相談の対応を開始している。
　現時点で従前より多数の紹介依頼がある状況ではあ
るが、引き続き、より広報に努めるとともに、紹介依

頼内容の検討などを行う必要がある。
　また、このような状況及び既に述べた法律相談セン
ターの外部相談のコスト等を考えれば、今後は、東弁
として、弁護士紹介制度により重点を置いた体制構築
を検討すべきとも言えよう。

第7　弁護士の国際化の課題
1 国際化に関する現代的課題
（1） はじめに―国際化への基本的対応
　弁護士業務の国際化は専門的な分野なので主に渉外
弁護士の世界の問題であるとの認識が根強い。
　しかし、最近わが国では外国人材の登用、インバウ
ンド観光の増加、外国企業の対内投資の活発化など日
本全体で地域社会の国際化が急速に進み、一般的な国
内業務においても渉外的要素への対応力が求められて
いる。
　世界では、外国の弁護士に対する市場の開放、隣接
業種との提携の推進など弁護士業務の「自由化」の議
論が盛んになされている。また、広告制限・弁護士報
酬規制などの弁護士会の内部規則を撤廃し、法律サー
ビス市場に競争原理を導入するべきであるという主張
もされている。WTOのGATS交渉では、弁護士を含
む専門職のライセンス及び資格の自由化について討議
され、同様の議論が米国やEUとの二国間交渉のなか
でも続けられている。さらに、金融商品取引法や独占
禁止法など経済法の分野では「法制度の急激な世界標
準化」の流れが定着し、個人情報・データ保護やオン
ライン取引規制などデジタル法の分野でもルールの世
界標準化の動きが進んでいる。
　こうした弁護士業務に関連する国内外における動き
は、司法改革の議論にも影響を与えている。
　2001（平成13）年6月12日に発表された司法制度改
革審議会意見書における我が国の法曹への国際化対応
強化の提言を契機として、弁護士と外国法事務弁護士
との提携・協働が推進され、弁護士業務形態の国際化
が一定の進展を見た。今後、我が国独自の文化や社会
制度にも配慮しつつ、バランスのとれた弁護士業務形
態の国際化を目指すことが望まれる。
　他方、弁護士の「コアバリュー（根源的価値）と直

接相克する制度の導入」も実施されている。依頼者の
秘密保持義務に関わるマネー・ローンダリング規制が
その典型であり、現在の法律では弁護士に疑わしい取
引の報告義務を課されてはいないが、2019（令和元）
年秋にFATF（金融活動作業部会）の審査が我が国で
実施され、弁護士の活動も審査されており、今後の動
向を注視する必要がある。さらに、英国では弁護士へ
の苦情の増大を背景に「弁護士団体の自治への警鐘」
となるようなクレメンティ報告が政府に提出され、
2007（平成19）年には弁護士に対する苦情処理などの
機能を弁護士会から独立の機関に移す法律サービス法
が成立し、弁護士の懲戒権を弁護士会から独立したリ
ーガル・サービシーズ・ボード（LSB）に帰属させた。
この傾向は英米法系の国において特に顕著であるが、
我が国への影響を注視する必要がある。
　こうした世界及び国内の動きを、間近に感じるとき
に、私たちが取り組むべきいくつかの課題が見えてく
る。
　第1に、今後も引き続き弁護士業務の国際化に迅速
に対応することである。国際社会において弁護士業務
の自由化をめぐる流れはWTO体制の下で急速に進展
しており、究極的には相手国で与えられた資格を自動
的に自国でも有効なものとして認めるという「相互承
認」の原則がとられ、外国で得た弁護士資格を我が国
において自動的に認めなければならないという事態に
なる可能性さえある。現在、WTO交渉が再び進展す
ることになれば、我が国の弁護士制度・業務に大きな
変革を迫られることが予測される。他方、法律サービ
スはFTA等の二国間の貿易交渉の中でも自由化の対
象として取り上げられており、FTA交渉で後れをと
ると法律サービスの面でも却って国際競争力を減殺さ
れることになりかねない。我々はこのような問題に関
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し弁護士会全体として危機意識を持ち、情報を共有化
する必要がある。
　第2に、弁護士の多様な国際活動への支援を強化す
ることである。外務省などへの任期付公務員採用の推
進、国際機関への就職の支援、法整備支援に関わる弁
護士の育成など、さらに充実させていくことが必要で
ある。特に国際機関への弁護士の輩出は世界における
日本の弁護士の認知度を高め、なおかつ国際公法分野
における弁護士の知見を高めることとなることから、
さらに取組みを強化すべきである。また、世界の国々
には、未だ法の支配（Rule of Law）が十分機能して
いない国や貧困問題から司法へのアクセスの実現にほ
ど遠い国も多いことから、日本の弁護士が積極的に国
際協力や支援活動に参加し、現場でこれらの実現に貢
献することが望まれる。
　第3に、弁護士が人権の擁護と法の支配に奉仕する
プロフェッションとしての存在であることを再確認し、
その視点から海外では普及しているけれどもわが国で
は見過ごされている新たな法的サービス領域を開拓す
ることである。社会の隅々まで弁護士のサービスが行
き渡り、司法へのアクセスが容易になることを実現す
るために、さらに努力する必要がある。特に、海外で
はAI等の技術の進歩による法律サービスの非弁護士
による提供が問題となっているところ、社会への迅速
かつ低廉な法律サービスの提供を可能にするものとし
て肯定的にとらえるべき反面、それが企業の利益追求
に悪用される可能性等の負の側面があることも確かで
あり、弁護士の担うべきプロフェッションとしての責
務を明確にしたうえでこれに取り組むことが必須とな
る。
　第4に、情報の収集と効果のある施策を実行するた
めに、外務省・法務省等とも連絡を密にし、弁護士の
独自性を保持しつつ適正な自由化を図る努力を展開す
るとともに、米国法曹協会（ABA）、欧州弁護士会評
議会（CCBE）、国際法曹協会（IBA）、ローエイシア
（LawAsia）、国際弁護士連盟（UIA）、環太平洋法曹
協会（IPBA）等の国際法曹団体とも協力して弁護士
の国際化をはかっていくべきである。
　以下、関連する具体的な問題について述べる。
（2） 国際化による弁護士制度・業務への影響
　ここでは、国際化のもたらす弁護士制度・業務への
影響に関する問題点として、①世界貿易機構（WTO）

や二国間自由貿易協定、多国間経済連携協定等におけ
る専門的職業サービスの国際的規制緩和、②会計士そ
の他の他業種との提携を可能とする異業種間共同事業
（Multidisciplinary Practice、いわゆるMDP）、及び③
非弁護士による法律業務の資本的保有を可能とする新
事業体（Alternative Business Structure、いわゆる
ABS）を取り上げる。
ア　WTO等における国際的規制緩和
　サービス貿易を含む貿易を律する法的な拘束力を持
つ新たな国際機関である世界貿易機構（WTO）の下、
弁護士業務の自由化交渉はGATSを枠組みとして進め
られている。ドーハ・ラウンド終了後WTOサービス
貿易交渉は停滞しているが、コロナ禍収束後の経済情
勢と地政学的緊張のなかで新たな動きを始める可能性
があり、また、二国間の自由貿易協定（FTI）や多国
間の経済連携協定（EPA）において弁護士業務の自
由化が取り上げられる可能性もあり、その動向を注視
する必要がある。
イ　MDP－他業種との連携、会計事務所の法律業務
への進出

　国際会計事務所が本来の会計監査や税務監査からコ
ンサルティングへと事業範囲を広げ、MDPを通じて
法律サービスの分野に進出している。我が国でも、弁
理士、税理士、司法書士などの隣接業種との異業種提
携の動きが見られるが、国際会計事務所がその組織
力・資金力・政治力・ネットワークなどを駆使して弁
護士事務所を買収し複合的専門職事業体（MDP）の
形態を用いて法律業務を行うことには特別の問題があ
る。
　MDPの問題点としては、①弁護士倫理上、弁護士
はいかなる権力からも独立であるべきであるが、資本
市場透明性確保のため政府当局の監督を受ける立場に
ある会計事務所との共同化により、この独立性が損な
われるおそれがあること、②会計事務所は、透明性確
保の見地から一定の依頼者の業務について開示するこ
とを前提とした業務を行うのに対し、弁護士は依頼者
の秘密を厳格に守らなければならない義務を負ってい
ること、③会計事務所の利益相反基準が弁護士のそれ
より緩やかであり二つの基準がなじまないこと等があ
げられている。
　以上の問題を解決しない限り、我が国において
MDPを認めることは原則としてできないと考える。
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ただし、実際に税理士、弁理士、司法書士等の他士業
との事業の共同化を様々な形で行っている弁護士事務
所があり、こうした現象には統合的なサービス提供な
ど依頼者への利点も認められるので、弁護士法の非弁
提携禁止規定の遵守のほか、独立性の確保、守秘義務
の厳守、利益相反禁止の徹底などの処置を取ることが
必要である。
ウ　ABS（非弁護士関与型法律事務所）
　ABSは、法律サービスについて他の事業体の資本
参加（所有）を認めようとするものである。英国の法
律サービス法は非法律家が法律事務所の25％までの所
有を認め、2011（平成23）年後半には完全な所有の自
由が認められた。例えば、スーパーマーケットが法律
事務所を所有して、各店舗で法律相談をすることが議
論されている。このような法律事務所の所有の自由化
は、オーストラリア、英国などで解禁されている。
　これに対して欧州の弁護士会（CCBE）は、弁護士
の独立や守秘義務・利益相反などの点から否定的な見
解を発表しているが、そうした点については所有者の
利益に優先するという制度を保障することで対応でき
るとする意見もある。法律事務所の所有の自由化の問
題は、実際の事業を共同化するMDPと並んで、世界
の弁護士会が考えなければならない問題である。
（3） 日弁連の対応
　日弁連では、弁護士の国際化の問題は主に外国弁護
士及び国際法律業務委員会を中心に議論されているが、
2011（平成23）年度には、国際パートナーシップ
（International Partnership）の是非を主に議論する「国
際法律業務の発展及び在り方に関する検討ワーキング
グループ」が設置されて、弁護士が外国の法律事務所
のパートナーになることができるか、外国の弁護士が
日本の法律事務所のパートナーになることができるか、
という論点を議論するとともに、これからの国際法律
業務の在り方について議論を重ねている。さらに、日
弁連では、2015（平成27）年に法律サービス展開本部
（本部長は日弁連会長）を設置し、その中に国際業務
推進センターを設けて弁護士の国際業務の推進を図っ
ている。同センターは、日弁連内外の組織と連携して、
各活動を行っている。例えば、外国人ローヤリングネ
ットワークと共同してフィリピンにおける離婚、子供
の認知活動に取り組んでいる他、国際公務キャリアサ
ポート部会では、国際機関に弁護士を輩出するために、

そのためのメーリングリストの開設やアドバイザリー
制度の設置や国際業務に関する連続講座を開設するな
どの活動を行なっている。また、中小企業海外展開ワ
ーキンググループの活動は全国規模におよび、多くの
弁護士が参加するようになった。今後の展開が期待さ
れる。
　日弁連では、2016（平成28）年に国際戦略会議を設
けて組織横断的な議論を展開し、同年2月18日に「国
際戦略（ミッションステートメント）」が策定された。
さらに、2018（平成30）年から同会議において「国際
戦略グランドデザイン」の策定が実施されて、2019（令
和元）年7月18日に2019（令和元）年度版として発表
され、これがコロナ後の新たな世界情勢を踏まえて
2024年（令和6）年に全面改訂された。また、2019（令
和元）年6月の定期総会において「グローバル化・国
際化の中で求められる法的サービスの拡充・アクセス
向上を更に積極的に推進する宣言」が採択され、外国
人関連案件に対する法的サービスの拡充、ビジネスと
人権に関する取組みの推進、中小企業の国際業務支援
の促進、国際仲裁・調停の振興、国際法務人材の育成
などが宣言された。これは日弁連が国際活動について
採択した初めての宣言である。
　また、2018（平成30）年に設立された一般社団法人
国際紛争解決センター（JIDRC）が2020（令和2）年3
月に開所した東京施設は、2023（令和5）年に利用件
数の低迷等による財政難を主な理由としてこれを閉鎖
せざるを得なくなったものの、JIDRCには引き続き国
際仲裁を含む国際的な紛争解決の基盤となることが期
待されているほか、政府による国際仲裁普及推進施策
の推進、国際紛争に係る情報集約拠点などの機能も検
討されている。2020（令和2）年は、新型コロナウィ
ルスの蔓延により多くの国際会議が中止又は延期とな
ったが、他方でウェブ会議システムの急激な普及によ
る海外との交信は格段にスムーズになり、コロナ禍の
収束による往来の再開とも併せて、弁護士の国際業務
と弁護士会の国際関係を拡大させる好機となっており、
こうした動きを今後もさらに強化すべきである。

2 外国弁護士の国内業務問題
（1） 外弁法改正の経緯と規制緩和の実現
　我が国では、法律事務は弁護士にのみに許容され、
外国弁護士を含めて非弁護士による法律事務の取扱い
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は一切禁止されていたが、1986（昭和61）年に「外国
弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法」
（以下、「外弁法」という。）が制定され、一定の要件
を満たすことで法務大臣の承認を得て、弁護士会への
登録を認められた外国法事務弁護士（以下、「外弁」
という。）については、その資格国の法など一定の法
律事務を取り扱うことが認められた。以来、外弁法に
は以下の通り数々の改正が重ねられ、規制緩和が実現
されている。
　今後は、改正法による新たな外弁規制を適正に運用
しつつ、外弁の人材層拡大と弁護士との共同事業化を
推進すること並びに我が国の国際仲裁及び国際調停業
務をより一層活性化することが課題となる。
　以上の改正により、現在では我が国の外国弁護士制
度は世界でもっとも開かれた制度のひとつと評価され
るに至っている。
　実際には、外弁法制定当初懸念された外弁の激増や
海外大手事務所の大規模進出といった事態は起こらず、
長期的には増加傾向にあるものの、2023（令和5）年4
月1日現在、日弁連に登録している外弁の数は458名、
外国法事務弁護士法人の数は8法人である。東京等の

大都市圏では、大規模事務所（100名超）のみならず
中堅法律事務所（50～100名）及び小規模事務所でも
外弁の雇用又は外国法共同事業としての経営参画の例
が増えており、2023年（令和5）4月1日現在52件存在
している。
（2） 近時の動向
　近時の動向としては、ABS（非弁護士関与型法律
事務所）の規制が挙げられる。ABSとは、Alternative 
Business Structureの略語であり、非弁護士が資本所
有・経営管理にあたる法律事務所形態を言う。広義で
は、弁護士以外の専門職（会計士、IT調査専門家、
心理カウンセラーなど）が弁護士とともに資本参加・
経営参加する多種専門職事務所（Multi-Disciplinary 
Practice、MDP〔業務参加型ABS〕）を含むが、狭義
では、法律事務所の業務の遂行に一切関与しない投資
家や経営専門家などが純粋に投資対象、経営対象とし
て所有・運営する法律事務所（投資型ABS）を指す。
英国、豪州などでは株式上場して広く一般投資家に保
有されている法律事務所すらある。米国アリゾナ州で
は2021（令和3）年1月にABSが認められ、ユタ州で
はABSに関する規制改革の実験をしており、イリノ

改正時期 主な改正内容

1994（平成 6）年改正 承認要件の職務経験年数に日本国内での労務提供年数を算入することが可能となった
弁護士との一定限度での共同事業を可能とする「特定共同事業」制度が新設された
海外の所属事業体の名称を外弁事務所の名称として使用することも認められた

1996（平成 8）年改正 国際仲裁事件（日本を仲裁地とし外国人又は外国法人を当事者とする仲裁事件）について、
日本国外で当該事件の代理業務を受任した外国弁護士が、外弁登録がなくとも日本国内で代
理業務を行うことが認められた

1998（平成10）年改正 職務経験要件が 3年（そのうち日本国内での労務提供を 1年まで算入可能）に短縮され、原
資格国以外の外国での職務経験についても一定の条件下での算入が認められた
資格を有しない外国の法についても当該国の弁護士資格者から書面の助言を受ければ取り扱
うことが許容された

2003（平成15）年改正 弁護士との完全一体型の「外国法共同事業」が許容され、外弁による弁護士雇用についても
解禁された
外国法共同事業事務所における外弁の資格範囲外業務の禁止、雇用者外弁から被雇用者弁護
士への不当関与の禁止が明示された

2014（平成26）年改正 外弁事務所の法人化が認められ、従たる事務所を設置することが可能となった
2020（令和 2）年改正 職務経験要件の緩和（日本での労務提供期間の算入上限を 2年に拡大）

弁護士と外国法事務弁護士を社員とする共同法人制度の導入
国際仲裁代理の範囲拡大（外国居住者又は外国会社を当事者とする仲裁事件のみならず、外
資系日本子会社（外国会社が株式の過半を保有する日本法人）を当事者とする場合、外国を
仲裁地とする事案について日本国内で証人尋問等の審理を行う場合、さらに外国法を準拠法
とする事案である場合にも拡大された）
国際商事調停についても国際仲裁事件と同様に外国弁護士による代理が許容された
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イ州やカリフォルニア州でも検討が進められている。
　投資型ABSは、その構成上必然的に、弁護士が法
律事務を独占し、非弁護士による法律事務への関与や
収益参加を一切認めていない我が国の弁護士法と相入
れないが、日本で活動する外弁が本国でABSに所属
することにより非弁規制に違反することとなる事態を
防ぐために、2018（平成30）年4月、日弁連の外弁職
務基本規程及び外国特別会員基本規程が改正され、投
資型ABSに所属している外国弁護士の外弁登録はこ
れを一切認めないものとし、また、MDP（業務参加
型ABS）についても、弁護士以外の専門職が持分や
議決権の過半数を支配しているなど外弁の職務の独立
が確保されていないときは、これに所属している外弁
の外弁登録を認めないものとされた。これを踏まえ、
日弁連の外国弁護士及び国際法律業務に関する委員会
において、登録済み外弁の所属事務所のABS性調査
が実施され、あわせて法務省との協議を経て、外弁の
新規承認申請時に所属事務所のABS性を調査する手
順が導入された。なお、日弁連ではABSの禁止を定
めた外弁職務基本規程11条の2に該当しないと判断し
た国又は地域のリストを公開しているところ、2022（令
和4）年4月1日にリストの全面的な改定がなされてお
り、これまで非該当国リストに掲載していたアメリカ
のアリゾナ州、カナダ・オンタリオ州、ドイツ、フラ
ンス、スイス及びオランダでは、ABSが緩和傾向に
あるため、リスト掲載から削除している。
　今後はこれら手順の着実な実施によるABS規制の
実効化が求められる。
（3） 今後の展望
　巨大な資本力のある海外の弁護士事務所の無限定的
な進出を許容すれば、弁護士自治など日本の弁護士制
度の根幹を揺るがし、日本法に関わる法律業務の混乱
を促進し、公益活動等の公共的役割を担う日本の弁護
士の育成にも問題を生じかねず、ひいては日本の法文
化への悪影響も懸念されるところである。かかる視点
から、新たに許容された混合法人における一定の業務
規制やABS所属外弁の登録禁止など、適正な外弁規
制の維持は必須である。
　他方で、今日では、大企業のみならず中小企業でも
海外展開が活発化し、日本人の国際結婚、海外移住、
外国人長期就労者の増加に伴う渉外的な取引紛争、家
事相続事案、刑事事件や入管事件の激増など、日本経

済と日本社会全体の国際化を反映した法律業務の国際
化が著しく進展している。大企業向けの渉外法律事務
所のみならず、中小を含めた広範な企業や政府自治体
における組織内国際法務と、渉外家事相続・外国人権
利保護など個人向け国際法務の分野において、国際法
務人材へのニーズが全国的に広がりをみせている。他
方で、インターネットを利用した国際間の情報共有の
拡充、IT技術や通信サービスの進化などにより、本
拠地を離れ国境を越えての法律業務形態も普及しつつ
ある。こうした潮流を踏まえると、大都市圏における
大企業向けの国際渉外法務のみならず、全国各地にお
ける中小企業の国際業務支援、渉外家事相続、外国人
弁護・人権保護、国際的被害救済、環境保全活動など
の拡充を図るため、日本弁護士と外国弁護士との連携
協働を促進し、我が国の国際的法律業務を拡充し、ひ
いては弁護士界全体の国際対応力を強化すること、ま
た、外国の弁護士事務所のさらなる進出により日本の
弁護士事務所の国際競争力と業務品質を強化し、弁護
士業務の拡大・専門化の促進を図ることも将来に向け
て避けられない課題であり、かかる視点からすると、
適正な規制の下での外弁資格要件の緩和、混合法人の
許容、外弁が代理しうる国際商事仲裁事件の範囲拡大
という近時の動向は是認しうるものと考えられる。
　今後は、日本法の業務には日本の法曹資格を持つ者
だけが携わることができるという資格制度の基本を前
提としつつ、秩序ある国際化のもとで、弁護士と外弁
がともに手を取り合い、本当の意味で我が国の司法作
用の向上のための国際化を考えなければならない。日
弁連は、2014（平成26）年に法律サービス展開本部内
に国際業務推進センターを置き、2015（平成27）年に
は会長直属の国際戦略会議を設置して、国際戦略のミ
ッションステートメント及びグランドデザインを策定
し、国際取引、家事、相続、民事、刑事、人権、公務
など広範な国際業務を全国的に推進し、その後2021
（令和3）年に同会議は国際活動に関する協議会と統合
し、組織名を「国際活動・国際戦略に関する協議会」
に変更した。さらに2019（令和元）年6月の日弁連定
期総会では「グローバル化・国際化の中で求められる
法的サービスの拡充・アクセス向上をさらに積極的に
推進する宣言」が採択された。東弁も長年にわたり、
国際委員会と外国人の権利に関する委員会等を中心と
して、国際交流及び国際業務に取り組んでいる。
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　世界的な新型コロナウイルスの感染拡大による人の
物理的移動の制約も収束するなか、デジタル技術を通
じたバーチャルな人々のつながりと企業の活動が国境
を超えて拡大・深化を続けており、これに対する法的
対処や権利保護のニーズも急増している現状を踏まえ、
今後さらに積極的かつ組織的に、外国弁護士資格者の
受け入れと弁護士との協働機会の拡大を通じて、人権
擁護や法の支配の実現を追求し、求められる法的サー
ビスの拡充・アクセスの向上を更に推進するべきであ
る。

3 国際司法支援
（1） はじめに
　1990年代の後半から、開発途上国を中心とする外国
への我が国のODAとして、基本法の起草や法律家の
養成といった司法の根幹に対する援助活動が行われて
きたが、日本政府は、2009（平成21）年4月1日付けで
「法制度整備支援に関する基本方針」を策定した。
　このような政府の動きの中で、日弁連は、我が国の
法律家が海外で国際司法支援に積極的に参加する組織
と制度を設計し、1995（平成7）年から活発な活動を
展開してきた。
　そして、2009（平成21）年3月18日、日弁連理事会
において、「日本弁護士連合会による国際司法支援活
動の基本方針」が決議された。
　さらに、2017（平成29）年6月1日付けで自由民主党
政務調査会から「司法外交の新基軸　5つの方針と8つ
の戦略」の最終提言が公開された。ここでは、新たな
成長戦略として「司法外交」を展開することの重要性
が指摘されているが、2018（平成30）年6月15日付け「経
済財政運営と改革の基本方針 2018」においても司法
外交が言及されており、新たな展開を迎えている。
（2） 日弁連による国際司法支援の基本方針
ア　基本理念
　日弁連は、その国際司法支援活動の基本理念として、
日本国憲法の基本理念である基本的人権の保障と恒久
平和主義及び法の支配の実現を旨とする。
イ　基本方針
　日弁連の国際司法支援活動実施に当たっては、上記
基本理念の実現を目的とし、政治的不偏性と中立性に
留意するとともに、活動プロセスにおいて、市民の自
立支援・カウンターパートとの協働・フォローアップ

評価の実施・参加する会員の安全に特に留意すること
としている。
ウ　目的
　2013（平成25）年5月に法制度整備支援関係省庁（外
務省、法務省、内閣府、警察庁、金融庁、総務省、財
務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交
通省、環境省を含む）において「法制度整備支援に関
する基本方針（改訂版）」が策定されている。かかる
基本方針の中では「日本企業の海外展開に有効な貿
易・投資環境整備や環境・安全規制の導入支援」を行
うことが目的に掲げられている。また、前述のとおり、
国際司法支援活動の一部を司法外交として構成する見
解も提言されている。
　上記理念並びに日本企業の利益及び外交上の利益の
関係についてどのように整理するかは、今日的課題と
言えるが、日弁連の行う国際司法支援活動については、
上記「基本理念」を第一とし、基本的人権の保障と恒
久平和主義及び法の支配を実現することを目的とし、
そのための活動を行うべきと解される。
（3） 日弁連及び弁護士の法整備支援活動の経緯
ア　カンボジア王国
　日弁連の国際司法支援活動において、カンボジア王
国に関係する同活動が一番長い歴史を有している。支
援形態は、①国際協力機構（JICA）のODAプロジェ
クトに参画するケース、②日弁連独自にプロジェクト
を提案して資金を得て実施するケースの2類型であり、
支援内容もカンボジア王国の民法及び民事訴訟法の立
法作業、裁判官、検察官、弁護士等の研修（トレーニ
ング）、クメール語文献の資材供与等全般にわたって
いる。したがって、カンボジア王国への国際司法支援
活動は、日弁連にとって一つのモデルケースとなり得
るものである。
ア　JICAプロジェクトへの参画・協力
　日弁連では、1996（平成8）年から2000（平成12）
年までJICAが主催するカンボジア法律家に対する本
邦での研修に講師を派遣する等の協力をしてきた。
　また、JICAは、1999（平成11）年3月からJICAの
重要政策中枢支援・法制度整備支援プロジェクトを開
始し、同国の民法及び民事訴訟法の起草、立法化、普
及並びに人材育成に協力している。日弁連では、同プ
ロジェクトの国内支援委員会及び事務局に会員を派遣
し、カンボジア司法省及び弁護士会に対し、これまで
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10名以上の会員がJICA長期専門家として赴任してい
る。
　2018（平成30）年からは、司法アクセスをテーマと
し、アジア・アフリカの数カ国からの研修員に対して
2週間の本邦研修を行うプロジェクトをJICAから受託
し、同年及び翌年に実施した。
イ　日弁連独自のプロジェクト
　日弁連では、日弁連独自のNGOプロジェクトを企
画・実施している。2000（平成12）年度から始まった
JICAの小規模パートナーシップ事業（1年間）では、
その第1号案件として採択され、2001（平成13）年7月
から同プロジェクトを開始した。そして、2002（平成
14）年9月から3年間、JICAからの委託事業（開発パ
ートナー事業）として「カンボジア王国弁護士会司法
支援プロジェクト」を受託し、先の小規模パートナー
シップ事業から引き続いて支援活動を行なった。本プ
ロジェクトの上位目標は、「法の支配を担うカンボジ
ア王国弁護士の養成」及び「法的サービスへのアクセ
スを向上させ法の支配を実現すること」であり、具体
的な活動としては、⒜2002（平成14）年10月開校の弁
護士養成校への技術支援、⒝同校で行われるリーガル
クリニックへの技術援助、⒞現在の弁護士に対する継
続教育支援、⒟女性弁護士の養成を通じたジェンダー
問題に対する技術支援の4つを柱とした。同プロジェ
クトは、規模を縮小させながらも、2010（平成22）年
6月まで、弁護士養成校支援を中心に継続した。プロ
ジェクト終了後も弁護士養成校で、弁護士倫理、国際
取引法などの講義を毎年担当している。
　2018（平成30）年になり、新たな取組みとして、法
務省法務総合研究所国際協力部とも協働し、カンボジ
ア弁護士を対象とした現地セミナーを行っている。日
本政府の法整備支援により、同国の民法及び民訴法が
起草・制定されたものの、その運用が十分ではないと
して、カンボジア王国弁護士会より支援要請がなされ
たためである。現在までに、相続、離婚、民事執行、
民事保全、及び訴状の起案をテーマとして実施された
現地セミナー（合計4回）は、インターネットでライ
ブ配信され、延べ3,000人からアクセスがある等、一
定の成果をあげている。なお、日弁連は、カンボジア
王国弁護士会とは、2000（平成12）年4月20日に友好
協定を締結している。

イ　ベトナム社会主義共和国
　ベトナムの法制度整備に関するJICAの重要政策中
枢支援活動でも、同プロジェクトの国内支援委員会に
委員を派遣し、またJICA現地長期専門家としてこれ
まで合計9名の弁護士が勤務している。さらに、同国
でのJICA主催のセミナー及び本邦での研修に、多く
の弁護士が講師として参加してきた。
　最近のベトナムでのJICAプロジェクトとしては、
「2020年を目標とする法・司法改革支援プロジェクト」
があり、起草能力の向上及び法運用・適用の基盤整備
を目的に行われた。また、2009（平成21）年6月に、
ベトナム弁護士連合会（地方の単位会を統一する国の
弁護士会、略称VBF）が設立され、その代表団を日
本に招聘して研修・交流を行った。その後も、毎年同
弁護士会から研修員が訪日し、日弁連で単位弁護士会
の運営などの研修を受けている。日弁連はVBFと
2013（平成25）年に友好協定を締結し、東弁も2017（平
成29）年に友好協定を締結した。
ウ　ラオス
　日弁連では、2000（平成12）年5月に同国に関する
司法調査を実施した。その結果も踏まえて以下のよう
な協力活動を実施している。
　JICAの同国に対する国際司法支援プロジェクトに
協力し、長期専門家としてこれまでに合計7名の会員
が現地に派遣されている。また、法務総合研究所から
の要請による現地研修に講師を派遣してきたが、現地
の弁護士数は近年増加しつつあるもののいまだ約360
名程度にとどまっている。日弁連は、今後の同国の弁
護士育成に協力できる方途を模索し、2011（平成23）
年9月に調査団を派遣し、2012（平成24）年から、
2017（平成29）年まで、公益財団法人東芝国際交流財
団の助成を受け、ラオス司法アクセス会議（2012〔平
成24〕年9月）を開催したことを皮切りに、その後も
毎年、司法アクセスや弁護士養成制度の改善を目的に、
現地セミナーや本邦研修などの活動を行っている。
エ　モンゴル
　モンゴルでは、JICAの弁護士会強化計画プロジェ
クトが4年間にわたり実施され、合計3名の会員が
JICA長期専門家として、現地で勤務してきた。また、
2007（平成19）年1月には同国で開催された国際人権
条約セミナーに会員2名が講師として派遣された。
2011（平成23）年から2015（平成27）年までは、調停
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をテーマに、JICAの本邦研修を日弁連が受託して実
施し、同国での調停制度の導入に寄与した。さらに、
2013（平成25）年からは、モンゴル弁護士会のメンバ
ーに対する本邦研修（但し渡航費及び滞在費はモンゴ
ル側が負担）も毎年実施している。日弁連は、2017（平
成29）年11月、モンゴル弁護士会（任意団体）及びモ
ンゴル法曹協会（法曹三者の強制加入団体）と友好協
定を締結した。
オ　インドネシア
　インドネシアでは、2007（平成19）年からJICAの
和解調停強化支援プロジェクトに会員1名が赴任して、
現地の最高裁判所などのカウンターパートと和解調停
規則の作成及び調停人の育成プロジェクトを実施した
が、現在は終了している。
カ　中国
　中国のプロジェクトは2008（平成20）年に開始され
た。中国の民事訴訟法及び仲裁制度の改善について協
力するプロジェクトで、日弁連からは委員を派遣し、
また、JICA長期専門家として会員1名が現地に赴任し
た。同専門家は、2019（令和1）年、中国政府より、
同国の経済や制度、文化の発展に貢献した外国人に贈
られる「友誼賞」を授与された。
キ　その他
　JICAと日弁連は2008（平成20）年6月に協力協定を
締結したことにより、JICAによる法整備支援の対象
国の拡大に伴い、ネパール（合計6名）、ミャンマー、
コートジボワール、バングラデシュ等に法整備支援の
長期専門家として弁護士が赴任している。
　また、日弁連では2019（令和元）年に独自プロジェ
クトとして、トヨタ財団の国際助成プログラムに「平
和で豊かな暮らしのために「法」をもっと身近に―正
義へのアクセスを実現するための4か国の連携」に応
募し、採択された。これは、ベトナム、ラオス、カン
ボジアと日本との連携により、学びあいを通じて共通
課題の解決を図る取組みで、外部の知見や「受け手」
の意見を積極的に取り込むという新たな枠組みで実施
されるものである。実施期間は2019（令和元）年11月
から3年間を予定していたが、新型コロナウイルス感
染症の世界的蔓延の影響を受け、当初の活動計画内容
を変更し、助成終了期間を2022（令和4）年9月30日ま
で延長した。

（4） 活動の展開
　日弁連は、国際的な法曹団体や各国の法曹団体と国
際司法支援の分野でも協力を拡大している。
ア　日弁連は、International Bar Association（IBA）
の団体会員として、これまで同団体の人権活動に幅広
く参加してきた。2007（平成19）年には、紛争解決直
後の国々に対する平和構築活動の一環としての国際司
法支援活動を実施することを目的として、国連が支援
し て 設 立 さ れ たInternational Legal Assistance 
Consortium（ILAC）の正式団体会員となり、2009（平
成21）年3月には、国連民主主義基金からの助成資金
により、IBAとともに、イラクの弁護士に対する国際
人権法・人道法のトレーニングプロジェクトを実施し
た。2017（平成29）年5月にはILACの年次総会が東京
で開催され、紛争下にあるシリアの法曹に対する支援
活動などが報告された。
イ　日弁連は、アジア地域の弁護士会との交流を深め、
国際司法支援の分野でも有効な協力活動を行うために、
「司法アクセスと弁護士会の役割」をテーマとする国
際会議を開催した。第1回は2008（平成20）年10月に
マレーシア弁護士会との共催で、第2回は、2010（平
成22）年8月に、オーストラリア弁護士連合会とイン
ドネシア統一弁護士会が共催で、オーストラリア・ブ
リスベンで、第3回は、2014（平成26）年2月にカンボ
ジア王国弁護士会との共催でプノンペンで開催された。
（5） 日弁連による支援体制整備
　日弁連では、上記のような国際司法支援活動の広が
りに迅速に対応し、かつ有意で適任の人材を派遣でき
るように組織・人・資金面での基盤整備を行っている。
ア　国際交流委員会国際司法支援センター（ILCC）
　国際交流委員会では、部会としての国際司法支援セ
ンターを設置し、国際司法支援に機動的に対応できる
組織作りを行っている。同委員会は、国際的な事項に
ついて日弁連執行部を補佐している国際室とも緊密に
連携し、日弁連全体でのプロジェクトを実施している。
イ　国際司法支援に関する研修会
　日弁連では、若手会員が国際司法支援活動の分野に
参加する導入として、「次世代の国際司法支援を担う
弁護士養成研修」と題する連続研修講座を2012（平成
24）年と2015（平成27）年に行った。また、2018（平
成30）年1月31日から5月31日まで、及び、2021（令和
3）年4月28日から7月16日までの期間の2回にわたり、
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「次世代の国際交流・国際司法支援を担う弁護士養成
研修」を全6回ずつ実施したが、今後も、研修等を予
定している。
ウ　国際司法支援活動弁護士登録制度
　1999（平成11）年9月からは、国際司法支援活動に
参加する意欲のある会員のデータベースとして国際司
法支援活動弁護士登録制度が運用されており、2022（令
和4）年3月末日現在、400名近い会員が登録されている。
エ　国際協力活動基金
　国際司法支援も活動資金がなければ充実した活動は
できない。日弁連の活動は、会員からの会費によるの
が原則であるが、国際司法支援活動については、先に
述べたJICA開発パートナーシップ事業のように外部
からの資金を利用できる場合がある。そのためには、
事業の会計が一般会計とは切り離されて管理され、そ
の処理が透明でなければならない。そこで、日弁連で
は、2001（平成13）年3月に「国際協力活動基金」を
設置し、同基金のもとで国際司法支援活動資金が管理
されている。
（6） 新型コロナウイルス感染症と国際司法支援
　2020（令和2）年以降、いわゆるコロナ禍により人
の国際移動も制限され、通常は、相手国と往来しフェ
イス・トゥー・フェイスで行う国際司法支援活動もこ
れまでと同様の方法での実行は困難となったが、コロ
ナ禍により社会の分断化や弱者への負担が「見える化」
したことにより、国際司法支援が解決対象としてきた
課題もより明確化されたともいえる。さらに、世界的
に技術が飛躍したオンライン会議方式に、必ずしもフ
ェイス・トゥー・フェイスで行わなくてもいいものを
代替させることで、これまで以上に、活動にメリハリ
をつけることができるのではないかと思われる。
（7） 支援から交流へ
　日弁連による国際司法支援活動は、法の支配の実現
の観点から、相手国の司法制度が改善し、安定するこ
とを目指しているが、支援活動を行う側は、相手側の
自立、つまり、「支援活動の出口」を常に意識する必
要がある。司法制度は、相手国の国家作用に関わる分
野であって他国の支援に頼らず、自力で自立的運営を
することがあるべき姿だからである。もっとも、日弁
連は、「支援」という言葉を使ってはいるものの、す
べての国際司法支援活動において、支援をする側・さ
れる側といういわば上下関係ではなく、対等なカウン

ターパートとして相互に協力するという姿勢をとるこ
とを旨としている。つまり、国際司法支援は、支援活
動と同時に、相手国との相互理解を育むという国際交
流活動の側面も有しているのである。
　国際交流活動は、世界中の法曹が相互理解を深める
ことで、世界的規模で基本的人権の保障と恒久平和主
義及び法の支配の実現を目指す活動であり、国際司法
支援活動が終了した後は、積極的に相手国の法曹との
国際交流活動につなげていくことが肝要である。そし
て、これらの活動を通じて、法の支配の確立に向けた
日弁連及び日本の弁護士のプレゼンスを高めることも
できるのである。

4 国際民事紛争解決
（1） 国際民事紛争解決の基本構造（仲裁・調停と訴訟）
　近年、経済活動のみならず市民生活のグローバル化
に伴い、企業間及び個人間のいずれにおいても国際的
な紛争が増加し、その対象領域も拡大している。その
ような国際的紛争のうち、事業者間の商事紛争を解決
する手段としては、国際商事仲裁の制度が発展充実し、
国際商事調停も次第に認知されて今日に至っている。
しかし、欧米各国及びアジア主要各国と比べると、我
が国を仲裁地とする国際商事仲裁の件数は極めて少な
く、国際商事調停についてもこれまでほとんど活用さ
れていない。特に中小企業にとっては、費用や手続き
の明確性の点でアクセスしやすい仲裁機関や調停機関
のインフラが国内になければ、仲裁と調停を利用しよ
うと思っても利用できない。さらには国際離婚、離縁、
相続といった非商事的な民事紛争については、その解
決に利用しうる国際的調停や仲裁の枠組みは未だその
実現を見ていない。
　そこで、後に述べる国際商事仲裁及び国際商事調停
の基礎法令、手続規則、実施機関、物的設備、人的資
源などのインフラを整備し、中小企業を含めた多種多
様な事業者に広く利用しやすくするとともに、私人間
における紛争解決の最後の砦としての裁判所を国際的
民事紛争にも活用しうるよう、国内の民事訴訟手続の
改善と、国境を超えた国際的紛争にも我が国の民事裁
判手続を利用しやすくする制度の確立が、増大する一
方の国際的民事紛争を的確円滑に解決するために不可
欠である。
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（2） 仲裁及び国際民事訴訟法の現状
　仲裁に関しては、2003（平成15）年に国連国際商取
引法委員会（UNCITRAL／アンシトラル）制定のモ
デル仲裁法を踏まえた「仲裁法」が制定された後、
2006（平成18）年のUNCITRALモデル法改訂を踏まえ、
これを迅速に導入した欧米アジア諸国に大きく遅れを
取る形となりつつも、2023（令和5）年4月に仲裁法が
改正され、仲裁人の暫定保全措置命令に基づく強制執
行が可能となり、あわせて仲裁合意の書面性の緩和、
競合管轄の追加、翻訳添付の省略等が導入された。
　また、調停に関しては、国際的な商事調停により成
立した和解合意に執行力を付与する「調停による国際
的な和解合意に関する国際連合条約」（通称シンガポ
―ル条約）が2020（令和2）年に発効し、2024（令和6）
年時点では17か国が批准・締結に至っている。我が国
でも、2023（令和5）年4月に上記の仲裁法改正とあわ
せて調停に関するシンガポ―ル条約の実施に関する法
律が成立し、商事紛争に関する調停により成立した国
際和解合意に執行力が認められることとなった。
　しかし、後述のとおり、実際の手続運営にあたる仲
裁機関や調停機関については、関係者の努力にもかか
わらず後述する日本国際紛争解決センター（JIDRC）
の東京拠点が財務上の困難から閉鎖されるなど根本的
強化が図られているとは言えず、日本企業の海外事業
と国際取引における紛争件数が増加しているにもかか
わらず国内での国際仲裁及び国際調停の事件数は拡大
を見ていない。
　他方、国際民事訴訟に関しては、ハーグ国際私法会
議において、裁判所の選択合意に関して2005（平成
17）年に「管轄合意に関する条約」が採択され、2012
（平成24）年4月1日施行の改正民事訴訟法において、
国際民事訴訟管轄の規定が新設され、労働契約と消費
者契約については特則が設けられた。さらに、2018（平
成30）年4月には、人事訴訟法の改正により、国際的
な人事訴訟及び家事事件についての訴訟管轄規定が新
設された。しかし、送達手続や証拠調べについてはハ
ーグ私法会議での包括的条約合意が出来なかったこと
もあり、個別の条約や先例等に依拠するしかなく、法
的安定性と予見可能性に乏しい実情が続いている。さ
らには新型コロナウィルス感染拡大に伴う社会的制約
のなかで表面化した我が国訴訟制度のIT化の遅れが、
特に当事者が海外にある国際紛争事案では証拠資料、

証言録取、期日間事務連絡等の電子化のニーズが高い
ことから、国際紛争の民事訴訟における大きなハード
ルとして認識されるに至っている。
（3） 現在の動きと今後の課題
ア　国際商事仲裁及び国際商事調停
　上述の課題を克服するため、国際商事仲裁・調停の
分野では、日弁連が2017（平成29）年2月に策定した「日
本における国際仲裁機能を強化することに関する意見
書」に沿って、2018（平成30）年2月、国際商事仲裁
の審理手続を行う物的設備として、日弁連と社団法人
日本仲裁人協会の共同により「財団法人日本国際紛争
解決センター」（JIDRC）が設立され、同年5月には大
阪の法務省合同庁舎内に、国際紛争解決センター大阪
が開設され、2020（令和2）年3月には東京にも同様の
センターが開設された。また、2018（平成30）年6月
には、日本で随一の一般商事仲裁機関である「社団法
人日本商事仲裁協会」が報告書を発表し、海外仲裁機
関の誘致、国内仲裁機関の充実、啓蒙の強化、人材確
保、インフラ整備など7つの具体的方策を踏まえた協
会自らの改革に着手し、新たな仲裁規則を策定公表し
ている。
　2018（平成30）年には、日弁連と法務省が共同で外
国弁護士による国際仲裁代理規制の見直しの報告書を
公表し、これを踏まえて2020（令和2）年4月に外弁法
が改正され、外国弁護士が代理業務を行いうる「国際
商事事件」の定義を拡大し、外国当事者の事案のみな
らず外資系日本子会社が当事者となっている事案や、
外国を仲裁地とする事案において日本国内で証人尋問
等の審理のみを行う場合を含めること、国際調停事件
についても外国弁護士による代理業務を認めること、
外国法事務弁護士となるための職務経験要件として日
本での労務提供機関の参入上限を1年から2年に拡げる
こと、弁護士と外国法事務弁護士を社員とする共同法
人の制度を導入すること等が、実現した。
　さらに、2018（平成30）年11月には、日本仲裁人協
会が同志社大学の協力を得て、同大学内に「京都国際
調停センター」を開設し、審理室などの物的設備と事
務職員などの人的資源を提供するとともに、調停人名
簿の作成、専門研修の実施などの活動を開始した。
　日弁連においても、こうした一連の動きに随時的確
に対応しうるよう、これまで法律サービス展開本部内
の国際業務推進センター内の組織であった国際商事仲
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裁ADR部会を独立のワーキンググループに格上げし、
日本商事仲裁協会及び日本国際紛争解決センタ―との
連携及び全国各地の単位弁護士会との共催による国際
仲裁・調停の研修会を実施するなど、会員への啓蒙普
及を進めている。2019（令和元）年6月に日弁連総会
で採択した「グローバル化・国際化の中で求められる
法的サービスの拡充・アクセス向上をさらに積極的に
推進する宣言」では、他の主要課題と並んで国際仲裁
及び国際調停を振興すべき旨とその理由が明記されて
いる。
　他方で、一般社団法人日本国際紛争解決センターの
東京施設が利用件数の低迷等による財政難を主な理由
として2023（令和5）年6月に閉鎖されるなど、未だに
我が国では国際仲裁と国際調停の活用が十分進んでい
ないという実情もある。
　今後の課題としては、こうしたハードインフラ整備
における進展と課題を踏まえ、我が国の国際商事仲裁
及び調停の法令、設備、規則、人材などのソフトイン
フラ整備を着実に実行し、昨今の海外展開やインバウ
ンド拡大によって国際的紛争にさらされがちな中小企
業や個人事業者にとっても使い勝手のよい紛争解決手
段とすることと共に、全国各地で国際取引に取り組む
中小企業への啓蒙啓発とその法的支援に携わる弁護士
への研修教育など国際仲裁調停制度の利用促進に向け
た普及活動を強化することが求められる。
イ　国際民事訴訟
　国際民事訴訟に関しては、上述のとおりハーグ国際
私法会議において、「民事及び商事に関する国際裁判
管轄権並びに判決の承認及び執行に関する条約案」が
検討・討議され、2005（平成17）年の外交会議で「管
轄合意に関する条約」が採択され、その後、これら審
議を参考として、国際民事裁判管轄に関する民事訴訟
法改正が2012（平成24）年4月1日に施行され、2018（平
成30）年4月には国際的な人事訴訟及び家事事件の訴
訟管轄に関する人事訴訟法の改正が実施された。しか
し、送達手続や証拠調べについてはハーグ私法会議で
の包括的条約合意が出来なかったこともあり、個別の
条約や先例等に依拠するしかなく、法的安定性と予見
可能性に乏しい実情が続いている。
　今後は、さらに国際紛争の迅速的確な解決を実現す
るための制度的基盤として、国際送達、証拠調べ、外
国判決執行の相互保障等の側面についても国際基準で

の立法化と国際共助の前進を図ることが求められる。
　また、我が国の裁判制度を外国人当事者や国際的争
点を含む事案にも利用しやすくする観点から、既に導
入が開始されている裁判の電子化を着実に実行すると
ともに、一定範囲での外国語証拠の和訳義務の緩和な
ど、民事訴訟改革の枠組みにも国際化の観点から検討
すべき課題がある。
（4） ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に

関する条約）
　国際結婚の増加に伴い、外国における結婚生活の破
綻により日本人親が他方親の同意を得ずに子どもを日
本に連れ帰り、子の返還や子との面会を求めても拒否
するという問題が深刻化している。こうした国境を越
えた不法な子の連れ去りについては、「国際的な子の
奪取の民事上の側面に関する条約」（ハーグ条約）が、
子どもを連れ去り前の常居所地国に迅速に戻し、子の
常居所地国の裁判所の決定に委ねるべきことや、その
ための国家間の協力などについて定めている。
　ハーグ条約には、合理的で有用な条約であるとの評
価がある一方、条約の機械的・画一的運用により、他
方親から子どもへの虐待やドメスティック・バイオレ
ンスによる逃避的な帰国の場合に、子どもを常居所地
国に返還することが子の利益に反することとなる可能
性などの懸念が指摘される。
　そのため、日弁連が2011（平成23）年2月18日に発
表した「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条
約（ハーグ条約）の締結に際し、とるべき措置に関す
る意見書」に示したとおり、ハーグ条約が子どもの権
利条約に定める「子どもの最善の利益」にかなうよう
に適切に実施・運用されることを法的に担保すること
が必要となる。
　これを踏まえ、2013（平成25）年のハーグ条約の締
結承認とともに、同条約の実施を国内で担保するため
の「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の
実施に関する法律」（以下、「実施法」という。）が制
定され、2014（平成26）年4月1日にハーグ条約発効と
併せて実施法も施行された。2020（令和2）年の改正
法では子の返還を命じる裁判所の決定について間接強
制を経ずに代替執行ができるようになった。
　実施法上、常居所地国の他方親の下に戻されると子
どもが虐待を受けるおそれがあることを示す事実が認
定されれば、我が国の裁判所が国内法の定める返還拒
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否事由に基づき適切な対処を取りうることとなり、併
せて外務省の専門家による対応も行われる。
　また、外務省の専門家による当事者への援助が行わ
れ、日本に住所を有していない外国人も民事法律扶助
の利用が可能とされている。この援助の一環として、
日弁連では、実施法の施行と同時に2014（平成26）年
4月1日から、外務省を通じた弁護士紹介を開始してお
り、現在では国内全ての弁護士会において紹介対応を
可能としており、弁護士費用の他、高額になりかねな
い通訳人費用についても、民事法律扶助制度の利用が
可能となっている。
　その後、外務省による返還援助又は面会交流援助の
実績は着実に増加し、そのうち話合い、ADR又は裁
判上の和解による円満解決が半数近くであり、裁判手
続による返還率についても、改正法施行前は44％だっ
たものが、改正法施行後は80％に上昇するなど、ハー
グ条約の枠組みは相応の成果をもたらしている。
　他方で、弁護士会としては、体制整備として、ハー
グ条約の事案を適切に扱うことのできる弁護士の研
修・養成に力を注ぐことが求められる。とくに、子の
手続代理人が大きな役割を果たすことも期待されるの
で、その担い手の確保が必要である。弁護士会で、代
理人活動に関する研修、任意的解決のためのあっせん
仲裁機関の紹介事業に対応できるような機関（単位会
のあっせん仲裁機関）を強化する必要がある。

5 国際機関への参画
　多様な領域への弁護士の参画、業務分野の拡大、国
際化、法律専門家としての国際社会への貢献等の観点
から、日本の弁護士が国際機関において法律専門家と
しての役割と活動を積極的に担っていくことが望まれ
る。
　こうした国際機関には、国連の諸機関及び専門機関
（国連難民高等弁務官事務所〔UNHCR〕、国連開発計
画〔UNDP〕、国連児童基金〔UNICEF〕、国際労働機
関〔ILO〕、世界知的所有権機関〔WIPO〕等を含む）や、
国際刑事裁判所（ICC）、ハーグ国際私法会議、世界
貿易機関（WTO）、アジア開発銀行、欧州復興開発
銀行、経済協力開発機構（OECD）等、多様な機関が
あり、弁護士が法律専門家としてプレゼンスを求めら
れる職場やプロジェクトは多い。
　これまでにも日弁連の会員弁護士が、こうした国際

機関に職員として勤務した例、外務省から若手専門職
（JPO）として派遣された例、専門家としてプロジェ
クトに関わった例、インターンとしての経験を積んだ
例はあるが、その数は欧米・中韓各国と比べてまだ少
ない。日弁連では、国際機関人事情報セミナーやホー
ムページ上の情報提供コーナーを通じて、国際機関に
おける法律関連職務や応募の資格、応募の手続き等に
関する情報提供を行ってきたほか、国際機関での勤務
を希望する弁護士のための外務省によるロースター
（登録）制度を発足させ、また「国際機関就職支援リ
ストサーブ」登録者に国際機関の人事情報その他関連
情報をメール送信する取組みを行っている。さらに、
国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）、国際移住機
関（IOM）、国際協力機構（JICA）、国際労働機関
（ILO）、外務省が司法修習の選択修習の受け入れを行
っている。
　国際機関への参画については、法科大学院制度の下
で多様な経歴を有する新しい法曹が増えてきているこ
とや、様々な公益的分野での弁護士の業務の拡大につ
いての意識が高まっている中で、関心を持つ若手の弁
護士、司法修習生、法科大学院生は少なくない。国際
機関における勤務やプロジェクトへの参加は、弁護士
の多様な職務形態の一つであると同時に、日本の弁護
士の国際化、国際競争力の強化という観点からも極め
て重要である。
　このような視点を共有する外務省や法務省との共催
により、国際機関での勤務を含む国際分野での法曹と
しての活躍を目指す法律家のためのセミナーが2010
（平成22）年から毎年実施されている。
　また、2014（平成26）年4月には、日弁連の法律サ
ービス展開本部内に国際業務推進センターが設置され、
国際機関等における弁護士の任用促進、養成、弁護士
への支援活動を行うことが同センターの活動の1つと
して位置付けられた。2016（平成28）年に同センター
内に国際公務キャリアサポート部会が設置され、同年
より2年ごとに国際公法連続講座が開催されて、いず
れも30名を超える会員が参加してきた。2022（令和4）
年にもコロナ規制の下、バーチャル形式で第4回の同
連続講座が実施されている。また、国際公務のアドバ
イザー制度・メーリングリストが開設されて弁護士が
国際機関で勤務することの支援をし、積極的に国際機
関とも意見交換している。実際に、国際機関や日本の
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海外関係の省庁部局に勤務する弁護士も年々増加して
おり、今後の展開が期待される。
　今後は、これまでに日弁連が行ってきた活動の継続
に加え、国際機関での勤務やインターンの経験がある
弁護士のネットワーク化、外務省や法務省、大学との

協力連携の強化等、全国各地の弁護士会における交流、
研修等の国際活動における国際公務視点の取り込みな
ど、日本の弁護士の国際機関への参画の拡大に向けた
戦略的な取組みをより一層推進していくべきである。
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1 組織・運営・業務
（1） 理事等、地方事務所所長人事
　法テラスは、東京に本部組織を設置し、理事長には
2008（平成20）年4月から寺井一弘元日弁連事務総長が、
2011（平成23）年4月からは梶谷剛元日弁連会長が、
2014（平成26）年4月からは宮﨑誠元日弁連会長とい
った弁護士がそれぞれ就任していたが、2018（平成
30）年4月1日からは弁護士ではない板東久美子元消費
者庁長官が就任していた。その後、常務理事だった丸
島俊介元日弁連事務総長が2022（令和4）年4月1日か
ら理事長に就任した。そのほか、事務局長、部長、課
長等の職にも弁護士が就任している。
　このように、法テラス本部には、現在弁護士から理
事長が就任しているほかには理事に弁護士が就任して
いない。また、全地方事務所（50ヶ所）の所長には全
て弁護士が就任し法テラスの運営の適正化に貢献して
きているところであるが、法的サービスの提供を実際
に行えるのは第一に弁護士であることからすると、今
後も、業務の適切な遂行の上では理事長を含めた役職
者により多くの弁護士から選出されるよう働きかけて
いくことも必要であろう。
（2） 地方事務所の活用問題
　現状の法テラスは、予算の配分、情報提供の方法、
具体的業務の手法など、全国で均一の法的サービスを
提供する必要から、本部を中心とした管理、運営を目
指しているように思われる。しかしながら、地域の状
況を生かし、地域の利用者の視点に立脚したきめ細か
い運営を指向するためには、地方事務所が自主性や独
自性を発揮し得る余地を増やしていくことが必要であ
る。
　そのためには、地方事務所が独自の事業、企画、研
修等を実施できるよう、必要な範囲での権限と予算を
地方事務所所長に付与すべきであるとともに、地方事
務所を活性化できるよう、職員や地方事務所所長、副
所長、支部長、副支部長等の待遇改善も検討していく
べきである。
　法テラスが2007（平成19）年度に実施した認知度調
査によれば、名称認知度（「全く知らない」を除く回
答割合）は22.9％にすぎなかったのに対し、2023（令

和5）年度は54.4％であった。しかしながら、業務認
知度（業務内容もある程度知っている割合）は、2023
（令和5）年度は16.9％であり、積極的に法テラス利用
を促すためにはさらなる認知度向上が望まれる。
（3） 業務
　法テラスは、①情報提供（アクセスポイント）・連携、
②民事法律扶助、③国選弁護人・国選付添人の選任、
国選被害者参加弁護士の選定、④司法過疎対策、⑤犯
罪被害者援助を主たる本来業務とし（同法30条1項）、
そのほかに、業務方法書に定めるところにより、国、
地方公共団体その他の営利を目的としない法人等から
の委託を受けた業務を行うことができるものとされて
いる（同条2項）。さらに、後に各項で詳述するように、
2016（平成28）年5月に成立した改正総合法律支援法
により、⑥大規模災害被災者援助（他に先行して2016
〔平成28〕年7月1日施行）、⑦認知機能が十分でない特
定援助対象者（高齢者・障がい者）の援助（2017〔平
成29〕年1月24日施行）、⑧特定侵害行為（DV、スト
ーカー、児童虐待）を現に受けている疑いのあると認
められる者の援助（2017〔平成29〕年1月24日施行）
が追加された。その後、旧統一教会の被害者等の救済
のため、⑨特定不法行為（「法令に違反して、著しく
公共の福祉を害すると明らかに認められる行為をした
こと」を理由とする所轄庁等による解散命令請求等の
原因となった不法行為等及びこれらと同種の行為であ
って、解散命令請求等の対象宗教法人又はその関係者
によるもの）の被害者等援助（2024〔令和6〕年3月19
日施行）が追加されている。

2 情報提供業務
（1） コールセンター（CC）の情報提供数
　法テラスのコールセンター（以下、「CC」という。）
の情報提供数は、設立当初の2006（平成18）年度12万
8,741件（半年間）、2007（平成19）年度22万0727件か
ら年々増加し、2023年度（令和5）年度には41万9,403
件に達し、年間で最も多い対応件数となった。今後と
も同サービスを必要としている利用者に対し浸透をは
かるよう効果的な広報活動を継続していくことが重要
と考えられる。
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（2） 多言語対応
　法テラスでは、2013（平成25）年3月から三者間通
話システム等を利用した多言語対応（英語・中国語・
ポルトガル語・スペイン語・タガログ語）による情報
提供を開始し、その後、韓国語、ベトナム語、ネパー
ル語、タイ語、インドネシア語へと対応言語を拡充し
ている。問い合わせ件数は年々増加し2023（令和5）
年度は7,676件にのぼっている。周知活動とともに、
多くの利用が望まれる。
（3） 弁護士会側の受け皿対応
　弁護士会側においても、CCが紹介しやすい体制（専
門相談の充実等）作りを推進するとともに、弁護士紹
介制度の充実及び法テラスとの連携強化を進めるなど
して、法テラスの情報提供業務との有機的連携関係を
構築していく必要がある。
　また、法テラスのデータベースにおいて適正に検索
可能な状態とするために、弁護士会窓口等の受け皿情
報が適時に法テラスのデータベースに反映されるよう
な連携が必要である。

3 民事法律扶助業務
（1） 民事法律扶助対応のさらなる充実
　最近の民事法律扶助法律相談援助実施件数と民事法
律扶助代理援助開始決定件数は、それぞれ表のとおり
である。

　法律相談援助の利用件数は、新型コロナウィルス感
染症拡大の影響もあり、2020（令和2）年度に減少した。
その後回復し、2023（令和5）年度は31万2,146件である。
相談内容は、破産を含む多重債務が約45％、家事事件
が約26％を占める。
　また、法テラスでは、新型コロナウィルス感染症対
策の一つとして、2020（令和2）年5月に電話等法律相
談援助を開始し、対面によらない法律相談が可能とな
り、その利用が増加していった。また、同制度によっ
て電話等による法律相談援助が一定程度浸透したこと
をふまえ、2022（令和4）年4月からは、平時において
も、DV等被害者等が電話等による相談援助を利用で
きるよう制度改正がなされた。
　なお、全国的には、申込みから相談まで2週間以上
待たされる地方事務所があるなど、民事法律扶助の相
談体制が未だ十分に整備されているとはいえない地域

も存在することから、電話等法律相談援助を活用する
など、その体制整備を進めていくことも必要である。
　一方、代理援助については、新型コロナウィルス感
染症拡大の影響で、2020（令和2）年度以降件数が減
少傾向にあった。2023（令和5）年度の代理援助利用
件数は前年より増加したが10万5,076件にとどまって
いる。このため、利用実績を理由に予算獲得が難しく
なっている。代理援助が利用されている案件は、多重
債務事件が約59％、家事事件が約28％を占めるが、そ
の他の事件類型を含め民事法律扶助が十分利用されて
いるのかを検証し、一層の利用促進を図っていく必要
があろう。
（2） 民事法律扶助制度のさらなる改革の必要
　2002（平成14）年の司法制度改革推進計画において、
民事扶助制度については、「対象事件・対象者の範囲、
利用者負担の在り方、運営主体の在り方等につき更に
総合的・体系的な検討を加えた上で、一層充実するこ
ととし、本部設置期限までに、所要の措置を講ずる」
ものとされていたにもかかわらず、対象事件・対象者
の範囲の拡充、利用者負担の在り方の議論が十分にな
されないまま、今日に至っている。
　諸外国に例を見ない立替・償還制から給付制への見
直しを始め、資力基準の緩和、対象事件の拡大、さら
には、民事法律扶助予算自体の増額等、事後規制社会
化を迎えた社会的インフラとしての民事法律扶助制度
の拡充の必要性は極めて高いものであり、「総合的・
体系的」な議論とともに、立法改正を視野に入れた運
動展開が必要となる。
　かたや、主に契約弁護士の中で、代理援助の立替基
準等法テラスの弁護士報酬の基準が低すぎるという意
見が特に若手の弁護士から高まっており、日弁連を中
心に、このような意見を集約して法テラスの報酬増額
を求めている。
　ここで問題となるのは、いわゆる償還制の中で、報
酬を増額することにより利用者の負担が増大してしま
うことである。直ちにすべてを給付制に移行すること
が困難であるとしても、一部給付制を導入する等によ
り、弁護士報酬の増額を実現し、より充実した代理援
助活動ができるように努力していくことが必要である
（後述（4）参照）。
　法テラスは、生活保護受給者に対する償還免除、ひ
とり親世帯に対する支援の拡大など、ここ数年大幅な
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運用改善を実現してきているところではある。今後は
さらに、利用者にとってもその担い手にとっても使い
やすい民事法律扶助の実現に向けた、「総合的・体系
的」な取り組みを進めるべきであり、日弁連も法テラ
スや法務省に働きかけていくことが必要である。

　なお、2016（平成28）年6月に公布され、2018（平
成30）年1月24日から施行された改正総合法律支援法
により、特定援助対象者（認知機能が十分でないため
に自己の権利の実現が妨げられているおそれがある高
齢者、障がい者）の無料相談制度が民事法律扶助制度

（令和5年度版法テラス白書63頁より）

（令和5年度版法テラス白書68頁より）
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の一つとして導入された。この内容については、次に
述べる。
（3） 特定援助対象者法律相談援助
　総合法律支援法が改正され、2017（平成29）年1月
24日に施行された高齢者・障がい者等を対象とする特
定法律相談において、資力を問わない法律相談が実施
されている。ここでは、相談者に資力がある場合には
相談料を負担してもらうことになっているが、高齢
者・障がい者について福祉機関の協力を得てまずは法
律相談が実施されるようにするという制度設計が重要
である。これに限らず、資力を不問とする法律相談の
範囲を拡大することが市民の法的アクセスにとって有
用であり、今後も制度改善の検討が必要である。
（4） 法テラスの報酬基準の問題
　既に述べたように、契約弁護士に支払われる民事法
律扶助事件の報酬が安すぎる、特に離婚関連事件の報
酬について問題が大きいという声が、法友会だけでな
く、全国の弁護士から上がってきて久しい。ただし、
償還制を基本としている我が国の扶助制度においては、
増額された報酬を利用者が負担することになりかねな
い。このことと、扶助予算の増大への懸念が、扶助事
件における報酬増額を困難にしている大きな理由とい
える。
　日弁連では、上記報酬のみならず弁護士の業務全般
に関して広く調査するため、2019（平成31）年4月か
ら2021（令和3）年3月（その後延長して2022〔令和4
年3月）まで、モニターを募っての離婚関連事件に関
する業務量調査を行った。調査結果は、2023（令和5）
年6月27日に日弁連ホームページに掲載され日弁連会
員に対して公表された
（https://member.nichibenren.or.jp/publication/
hokoku/sogo_horitsushien.html）。ここには、離婚関
連事件に関して、民事法律扶助を利用した事件の報酬
と、その事件を仮に私選事件として受任した場合の報
酬を比較することにより、民事法律扶助を利用した場
合に報酬が低くなる場合はどのような類型なのかを明
らかにした上でその内容、原因等を分析するとともに、
民事法律扶助を利用した場合に個々の事件においてど
のような困難な事情があるかの情報をまとめ分析して
いる。日弁連では、今後、この報告書を踏まえて意見
書を作成すべく検討をしているが、弁護士報酬増額の
みならず、償還制から給付制への転換の第一歩に繋が

る可能性があることから、注視していく必要がある。
単に報酬が安いというのではなく、報酬増額の根拠と
なる立法事実を的確に把握していくべきである。
　また、日弁連では、2023（令和5）年3月3日開催の
臨時総会で、「民事法律扶助における利用者負担の見
直し、民事法律扶助の対象事件の拡大及び持続可能な
制度のためにその担い手たる弁護士の報酬の適正化を
求める決議」を可決した
（https://member.nichibenren.or.jp/nichibenrenjoho/
sokai_daigiinkai/documentFile/230303_rinji_giansho.
pdf）。日弁連が民事法律扶助を法的セーフティネット
として十分に機能させるため、国に対して以下のとお
り求める、という内容である。
①　弁護士等の調停・裁判等の際の費用（代理援助
費用）について、立替・償還制を改めて原則給付
制を採用し、資力が一定程度を超えている利用者
のみ負担能力に応じて負担する（応能負担）など、
利用者負担の軽減を図ること。
②　現在当連合会が行っている法律援助事業を国
費・公費化することを始めとして、法的支援が必
要な事案に対して民事法律扶助制度の範囲を拡大
すること。
③　財政基盤の脆弱さから弁護士報酬が低廉に抑え
られてきた扶助協会における扶　　 助制度を継
承した現在の状況を改め、民事法律扶助制度が権
利実現のための持続可能な制度となるよう代理援
助における弁護士報酬の適正化を図ること。

　これらが実現されるよう、民事法律扶助の報酬問題
等について法テラス・法務省に対し継続的に働きかけ
ていく必要がある。

4 国選弁護関連業務
（1） 国選弁護報酬増額問題
　日弁連の調査によれば、全国の弁護士の平均的な費
用補償ライン（弁護士が弁護士業務を遂行する〔事務
所維持経費を含む〕のに必要な時間単価。報酬の時間
単価がこれ以下だと、費用が弁護士の持ち出しになる
ということである）は1時間8,313円とされているとこ
ろ、国選弁護報酬の時間単価は、5,000円程度（国選
付添人報酬の時間単価は4,000円程度）であって、費
用補償ラインに遠く及ばない。
　したがって、日弁連は、基礎報酬の増額を目標にし
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て、さらなる取り組みを続けていかなければならない。
　さらに、報酬算定基準が不合理であると会員からの
不満が多い項目について、喫緊の改善が図られること
が必要である。とりわけ、示談加算の算定方法が不合
理であること、私的鑑定費用が支払われないこと、被
疑者国選から被告人国選を継続受任した場合の減算が
あること、実質的一部無罪や公訴棄却に対する加算報
酬がないこと、特別案件加算がないことなどが指摘さ
れてきた。この点について、法テラスでも国選弁護約
款の改正を行い、ある程度の改善がなされたが、今後
も不合理事案の解消に向けた働きかけが必要である。
（2） 国選弁護報酬算定センター
　国選報酬の複雑化に伴い、各地方事務所での算定の
困難さやミスの発生等が指摘されていた。そのため、
法テラスでは、算定に関する知識豊富な職員による効
率的でミスのない算定を行うため、各地方事務所で行
われていた国選報酬算定事務を本部に集約し、国選弁
護報酬算定センターを設置した。
　算定センターに対しては弁護士会から刑事弁護への
影響を懸念する声も出されていたが、刑事弁護に影響
がない形での運営がされているか常に見守り、より良
い国選報酬の算定のために協力すべきである。

5 司法過疎対策業務
（1） スタッフ弁護士（常勤弁護士）の確保と配置
　スタッフ弁護士は、2024（令和6）年3月31日現在、
205名である。しかし、弁護士会の中には、民業圧迫
等を理由にスタッフ配置不要とする意見も根強くあり、
また配置廃止の意見も聞かれるようになってきている。
スタッフ弁護士の役割を再検討、確認し、また、スタ
ッフ弁護士の活動が本当に民業圧迫になっているか等
検証し、住民に対する法的サービスの確保の観点から、
今後も必要な配置を行うよう求めていくべきである。
　また、スタッフ弁護士の質を確保するための選抜、
研修等の体制については、現在日弁連が実施している
選考、推薦の体制や毎月年間を通して行う集合研修な
ど今後も充実させていく必要があり、法テラス側にも
研修費の支出など一定の負担を求めることも検討され
なければならない。
（2） スタッフ弁護士の処遇
　スタッフ弁護士の給与、事務職員、備品購入、弁護
士会費負担等については、スタッフ弁護士の初配属後

徐々に改善されてきているところではあるが、多くの
点でさらなる改善が求められているところであって、
現場で奮闘しているスタッフ弁護士の意見を汲み上げ、
きめ細かな対応がなされるよう求めていく必要がある。
（3） スタッフ弁護士の役割
　スタッフ弁護士の配置場所は、これまで①2009（平
成21）年体制に備えて、刑事弁護態勢を整備する必要
のある地域（地方事務所の本庁、支部、扶助国選対応
地域）と、②過疎対策の必要のある実働弁護士ゼロ・
ワン地域（いわゆる7号地域）であり、その役割は司
法過疎地域におけるアクセス障害の解消であって、そ
の基本的役割の重要性には変わりはない。
　一方、日弁連のひまわり公設事務所の設置等の司法
過疎対策と相まって、今後の司法過疎対策のグランド
デザインの議論を深めるとともに、スタッフ弁護士の
役割に対する基本的な位置づけについて協議を続ける
必要がある。
　この観点から、日弁連と法テラスは共同で、2009（平
成21）年から、スタッフ弁護士の役割検討会を設け、
2010（平成22）年3月に、スタッフ弁護士の役割等に
関する検討会意見書において、「スタッフ弁護士が、
関係機関と連携しながら法的セーフティネットを構築
し、それを活用した紛争の総合的解決を図っていくこ
とを、その積極的役割として位置づけるべきである。」
との結論が明らかにされている。ただし、役割を位置
づけることが、直ちに法律で規定することにつながる
わけではない。総合法律支援法改正の議論の中で、ス
タッフ弁護士の位置づけを法律で規定することが提案
されているが、法テラスが国の機関ではなく準用法人
であること、スタッフ弁護士が刑事弁護等で国（検察）
と対峙する立場にあること等から、むしろ国の支配を
受けることにつながることのないよう十分留意が必要
である。
　司法過疎対策としての役割とともに、一般弁護士の
ように採算にとらわれることが少なく、関係機関との
連携も取りやすいというスタッフ弁護士としての特性
を活かすべきである。その観点から、これまで法的救
済の光が届き辛かった案件に対する対応やネットワー
ク構築といった司法ソーシャルワーク（司法SW）の
ための活動を積極的に位置づけて、弁護士会としても
スタッフ弁護士の存在意義を高めていくよう提言して
いくべきである。
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6 犯罪被害者支援業務
（1） コールセンターと地方事務所の連携
　関係機関の地域的特性の強い犯罪被害者支援業務に
おいては、地方事務所における関係機関とのネットワ
ークを構築し、コールセンターで受けた案件を、地方
事務所に回して、きめ細かい関係機関紹介を行う試み
を行っている。こうした試みを全国的に展開し、さら
に充実させていくことが求められている。
（2） 精通弁護士の紹介体制の充実
　業務開始当初、十分とはいえなかった精通弁護士の
紹介体制も、ようやく人的に対応可能な状況となりつ
つある。今後は、犯罪被害の種別（例えば、DV、ス
トーカー、児童虐待等）に応じた専門弁護士を紹介で
きる体制を構築していくことが必要である。女性弁護
士の紹介を求められる案件も多いが、地域によっては、
精通対応できる女性弁護士数が不足しているところも
あることから、この点についての対応も重要である。
（3） 被害者参加国選制度への対応
　2008（平成20）年12月から、犯罪被害者の参加制度
が実施され、同時に資力に乏しい（150万円以下）犯
罪被害者参加人については、国の費用で、国選参加弁
護士が付される制度が実施されている。
　また、国選被害者参加制度は、犯罪被害者に対する
弁護士の支援行為のうちの公判への出席、検察官権限
への意見、情状証人質問、被告人質問、事実法律適用
意見の5項目の法廷行為に限定された制度であるが、
その前段階での国費による法的支援体制は整備されて
いない。
　日弁連は、国費による犯罪被害者に対する法律相談
を行うことを提言していたが、2024（令和6）年4月18
日に犯罪被害者支援弁護士制度創設に係る総合法律支
援法の一部を改正する法律が成立し、成立から2年以
内に施行されることとなった。今後は、施行に向け犯
罪被害者等が費用負担等を理由として制度の利用を躊
躇することのないような制度設計となるよう働きかけ
ていく必要がある。
（4） DV・ストーカー等被害者保護の拡充
　被害者保護のための拡充、さらに、DV・ストーカ
ー等の被害者に関しては、民事法律扶助では民事の代
理人活動に対する報酬の立替にしか利用できず、被害
者救済において不十分さが指摘されていた。
　このような中で、改正総合法律支援法では、資力を

問わない法律相談を受けられる制度が設けられたが、
今後も法律相談だけでなく代理援助についても資力を
問わない援助を追加することができるか、また、いわ
ゆるリベンジポルノのような事案についても支援がで
きないか、等について積極的に検討すべきである。

7 法律援助事業
（1） 法律援助事業と法テラスへの委託
　法律援助事業は、日弁連が行っている刑事被疑者弁
護援助、少年保護事件付添援助その他の人権7事業（犯
罪被害者支援、外国人に対する人権救済、難民認定申
請の援助、虐待された子ども等の法的援助、生活保護
申請の同行支援、精神障がい者・心神喪失者等への援
助）である。
　財源は、会員からの特別会費（刑事・少年関係月額
1,300円、その他人権救済関係月額800円）及び贖罪寄
付である。日弁連は、2007（平成19）年10月から総合
法律支援法30条2項に基づき、法テラスにその業務を
委託している。
（2） 本来事業化への取組みと財源の確保
　法律援助事業はいずれも人権救済の観点から公益性
の高いものであり、本来公費を投入して法テラスの本
来事業とすべきものである（本来事業化）。
　中でも、被疑者国選弁護制度の対象範囲の拡大、全
面的国選付添人制度の実現が急務とされてきた。国選
付添人制度の拡充については、法制審が2013（平成
25）年3月に、対象事件拡大を含む少年法改正案の答
申をし、2014（平成26）年4月に、国選付添人制度の
対象事件が長期3年を超える懲役・禁錮の罪の事件ま
で拡大する改正法が成立した。
　さらにその他の人権事業についても、本来事業化へ
向けたロードマップを基に着実に取組みを行う必要が
ある。これらの事業については、援助活動の実績が少
ない地域も多く、まずは全国での援助活動を充実させ
ての実績作りが不可欠と考えられる。
　そのためにも少なくとも年間5～8億円もしくはそれ
以上の事業費及び事務費が必要とみられる。
　しかるに、贖罪寄付は、単位会が受け入れた寄付の
半額がこれら人権救済事業の財源として充てられてい
るが、発足当時は年間寄付額4億円（法律援助事業の
財源分2億円）を期待していたが、2021（令和3）年度
の実績は、1億6,593万円余りにとどまっている。
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　その他人権7事業については、特別会費800円により
財源確保を行っている。
　少年・刑事関係の特別会費及びその他人権7事業に
関する特別会費の徴収期間は2014（平成26）年5月ま
での時限措置となっていた。しかし、事業存続の必要
があることから、以後3年ごとに日弁連総会にて徴収
期限の延長（特別会費値下げも含む）が繰り返され、
現在の特別会費は2023（令和5）年12月8日の臨時総会
決議に基づいている
（3） 援助事業の本来事業化
　さらに、国民の法的アクセスを充実させるためには、
日弁連が特別会費徴収により財源を形成して運営する
のではなく、これまで民事法律扶助の対象外であった
り、対象となるかが不明確であったりしたものについ
て、積極的に民事法律扶助が利用できるように改める
べきである。
　例えば、高齢者・障がい者に関して、生活保護等の
行政手続の代理申請等はこれまで民事法律扶助の対象
外であったが、これらが対象となるように広げていく

ことが重要であり、積極的に意見を述べていく必要が
ある。また、親から虐待を受けた子どもの代理人活動
には法律援助に関しては拡充されたが、未だ民事法律
扶助制度が使えない点も問題である。給付制の導入に
より、行為能力に制限のある未成年者にも使える制度
へと改める必要がある。
　犯罪被害者支援においては、現状では、民事法律扶
助が利用できるのは加害者への損害賠償請求等に限ら
れており、刑事事件においても国選被害者参加弁護に
限られていたが、前述のとおり、2024（令和6）年4月
18日に総合法律支援法の一部を改正する法律が成立し、
成立から2年以内に施行されることとなった。この制
度の対象は一定範囲の重大犯罪や性犯罪被害者に限ら
れているが、これまで委託援助の対象にとどまってい
た刑事告訴・法廷傍聴付添・犯罪被害者等給付金申請
等について国費での援助を行うものであり、被害者救
済に実効性のある制度となるよう施行に向けた制度設
計が重要となる。今後も、対象犯罪の拡大など、いっ
そうの制度改善を求めていく必要がある。
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1 弁護士任官制度の今日的意義
　弁護士任官制度は、「法曹一元」を目指す上で、弁
護士が裁判官の給源となるという重要な意義を有する
制度である。現在の裁判所の構成は、キャリア裁判官
が大部分を占め、弁護士出身者が2％にも満たない。
このように給源が単一であることによる組織の弊害を
少しでも改善するために、依頼者・市民と日常的に交
流し、当事者の立場からの法廷経験を有する弁護士を
裁判官として送り出していくことは、極めて重要であ
る。日弁連が適切な弁護士任官者を発掘・推薦し、一
人でも多くの弁護士任官者を送り出すことこそ、裁判
所の多様性を高め、司法の国民的基盤の強化に繋がる
ことである。
　しかしながら、2003（平成15）年度に、10名が任官
した後、その後の弁護士任官者は毎年一桁台であり、
この10年間は年間1名から6名と低迷している。なお、
2021（令和3）年度は3名であった。
　そこで、これからの課題として、1992（平成4）年
からの27年間で全体からみれば少数とはいえ、総計で
125名の弁護士任官者を継続的に送り出してきた現在
の到達点を踏まえ、これらの任官者、退官後の弁護士
再登録者の経験を生かし、また、弁護士人口増や、弁
護士職務の多様化などを背景とする環境変化に対応し
つつ任官希望者の発掘・推薦活動をより強化すること
が必要である。そのために、今一度、日弁連全体とし
てその意義の再確認を組織的に行うこと、また東弁は、
全国最大の単位会としてその職責を全うすべく適格者
の発掘・推薦を先進的に担っていくことが重要である。
そして法友会としては、弁護士任官を推進する継続的
な活動を担う組織的活動に再度注力して取り組む必要
がある。

2 弁護士任官制度の経緯
　最高裁判所は、1988（昭和63）年に「判事採用選考
要領」を作成して弁護士からの任官の道を開いた。そ
のことにより、1992（平成4）年度から1994（平成6）
年度には年間6名から7名の任官者が生まれたが、1995
（平成7）年度から2001（平成13）年度までは毎年2名
から5名と低迷し、継続的な弁護士任官者数の増加に

は結びつかなかった。
　このような状況下で、2001（平成13）年6月、司法
制度改革審議会意見書において、裁判官制度の改革の
柱として、給源の多様化・多元化を掲げ、判事補の他
職経験、特例判事補の解消と併せ、弁護士任官の推進
を掲げた。意見書は「弁護士任官等を推進するため、
最高裁判所と日弁連が、一致協力し、恒常的な体制を
整備して協議・連携を進めることにより、継続的に実
効性のある措置を講じて行くべきである。」としたが、
この意見が現在の弁護士任官制度の出発点である。
　これを受け、2001（平成13）年12月、日弁連と最高
裁は「弁護士任官等に関する協議のとりまとめ」を発
表した。それをもとに日弁連と最高裁は、それぞれの
立場で準備作業を進め、2003（平成15）年度より、新
制度による弁護士任官制度が出発した。当時の日弁連
の精力的な活動もあり、2003（平成15）年度は、20名
の任官希望者があり、そのうち10名が任官した。また
翌年は8名の任官者が生まれた。
　その結果、この制度を順調に発展させて行けば、司
法制度改革で掲げた理念である「国民が求める裁判官
像（その資質と能力）」に近づく裁判官が、給源の多
様化と多元化で実現されて行くのではないか、ひいて
は法曹一元制度の基盤が整備されるのではないかとの
期待が寄せられた。

3 弁護士任官の現状
　2003（平成15）年度10名を数えた弁護士任官者数の
その後の推移をみると、翌2004（平成16）年度は8名
と引き続きやや健闘したものの、2005（平成17）年度
は4名と、期待する程度には達せず、その後2016（平
成28）年度までは平均約4名と停滞した。2017（平成
29）年度以降は、毎年3名以下とさらに低迷した。
2020（令和2）年は4名とやや盛り返したものの、2021
（令和3）年はまた3名となった。
　10名、8名のピーク後の15年間の弁護士任官者数は
計68名、弁護士任官者数の裁判官全体数に占める割合
は1％台である。その意味では、給源の多様化・多元
化により同質化を防ぐという裁判所の改革は、極めて
限定的に留まっていると評価せざるを得ない。
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4 日弁連・東弁の取組み
　日弁連は2002（平成14）年11月、弁護士任官を第19
回司法シンポジウムのテーマとして取り上げ日弁連の
準備状況の進展を内外に示し、2004（平成16）年第43
回定期総会では「弁護士任官を全会挙げて強力に進め
る決議」を宣言し、2005（平成17）年6月の第21回司
法シンポジウムでは、再び弁護士任官問題を取り上げ、
任官の推進をアピールした。また、全国各ブロック大
会や全国担当者会議を開催し、任官推進の取組みを継
続した。
　東弁は、任官者の事件・事務所の引継ぎ等に関する
支援のため2001（平成13）年10月公設事務所運営協力
基金を設け、任官候補者や任官支援会員に対する貸付
けを可能にしたほか、「弁護士任官等を目的とする公
設事務所の設置及び運営に関する規則」を制定した。
そして2002（平成14）年以降、順次、四つの公設事務
所が開設され、公益目的の一つとして弁護士任官の役
割を担い運営されることとなった。
　しかしこれらの取組みにもかかわらず、その後の状
況は先に述べたとおりである。

5 法友会の取組み
　法友会は、2000（平成12）年7月に弁護士任官を法
曹一元の制度を実現するための基盤整備の一環と捉え、
その推進を決議した。当時の状況は日弁連・東弁も含
め、2003（平成15）年に始まった新制度を、法曹一元
へのステップと捉え、その中長期的課題へと結びつく
との楽観的な期待感も一部に存した。しかしながら、
法曹一元と現行の制度の間にはかなり大きな落差があ
り、現実には法曹一元は理念的な中長期的課題として
捉えながら、まずは、現行制度による裁判官の給源の
多様化・多元化を重視し、一歩でも前へと進めるため
の努力が求められるところであった。
　法友会は、2004（平成16）年7月、「弁護士任官推進
に関する宣言」を採択し、親密な人間関係のある会派
の特性を生かして人材を発掘し、弁護士任官に取り組
むべく「法友会弁護士任官推進本部」を設置した。こ
の本部はその後活動を停止し、2008（平成20）年度の
政策委員会で一時的に弁護士任官推進部会を設置した
ものの、現在は活動を休止しており、組織的に弁護士
任官を推進する体制が整わないまま推移している。今
後は、日弁連・東弁ともに、現在の状況を一歩でも前

進させる対策が必要である。

6 これまで提起された課題とその対応につ
いて

　これまで、任官推進の施策として、①公設事務所の
活用等、②短期任官や専門分野の任官による柔軟な対
応による推進、③任官手続の簡素化、④最高裁の審査
基準の明確化、等が提案され、そのうちのいくつかは
実行されてきた。しかし、公設事務所の活用について
は任官前の準備のために一時的に登録して任官した者
2名、退官者の受入れ2名に留まっている。また任官支
援事務所の応募による支援策も未だ組織的に機能する
施策とはなっていない。短期任官や専門分野の任官で
は、知財分野の裁判官の任官がみられたものの、他の
分野も含めて複数規模という実績には至っていない。
手続の簡素化は、任官希望者の任官に向けた負担感の
軽減という意味はあり得るが、任官希望者の適格性の
問題もあり必要最小限度の手続は必要であるため、改
善策は進んでいない。最高裁との協議を進めるとして
も、具体的な改善策の検討なくしては困難と思われる。
　最高裁の審査基準の明確化については、改善に向け
て協議をすべきとの指摘が以前からなされている。東
弁における弁護士任官推進委員会から関東弁護士会連
合会の弁護士任官適格者選考委員会の推薦を経ても最
高裁から不採用とされる者も少なくない。全国でも
2004（平成16）年度から2022（令和4）年度までの間に、
推薦をした者のうち採用された者の比率は約51.9％で、
約2分の1が不採用となっている。このことは、心理的
にも任官希望者の大きなハードルとなっているとも考
えられ、審査の守秘との関係等の困難な事情もありう
るとしても、審査基準をより開かれた形で明確化する
ことが必要であり、最高裁、下級裁判所裁判官指名諮
問委員会と改善の余地についての協議が必要と考えら
れるところである。

7 非常勤裁判官制度について
　日弁連と最高裁は2001（平成13）年の協議のとりま
とめ以降、非常勤裁判官制度の導入に関する協議を重
ね、2002（平成14）年8月、「いわゆる非常勤裁判官制
度の創設について」の合意を行った。そして2003（平
成15）年、民事調停法と家事審判法の改正が行われ、
2004（平成16）年、非常勤裁判官制度が発足した。こ
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の制度は、調停手続をより一層充実・活性化すること
を目的とするとともに、弁護士任官を促進するための
環境整備という目的をも併せ有するものであった。
　そして、この制度の下に非常勤裁判官（民事・家事
調停官）は制度発足後、2020（令和2）年度までに合
計609名が任官した。うち東弁出身者は100名にのぼる。

8 弁護士任官を取り巻く状況の変化と運動
の段階的発展にむけて

（1） 弁護士任官者の経験の蓄積
　新制度の発足した2003（平成15）年度から2019（令
和元）年度までに、弁護士任官者は71名にのぼる。全
体から見ると少数とはいえ、この数は現在の一定の到
達点として肯定的に捉えるべきである。
　新制度の発足前年の任官者ではあるが、地裁の所長
から高裁の部総括に就任した者をはじめ、裁判所内に
おいて、パイオニアとしての困難な役割を担いながら、
第一線の訴訟の現場で活躍されてきた任官者の努力が
蓄積されてきている。これらの任官者の中にはすでに
退官し再度弁護士登録をして活躍する一方、後輩の弁
護士任官者や希望者に対するアドバイザーとして活動
されている方が一定数存在している状況である。これ
は弁護士任官の推進をはかる環境的な意味で10年前に
比べて大きな前進と考えられる。
（2） 弁護士人口増と弁護士業務の多様化
　また、新制度が発足した17年前に比して、弁護士人
口は飛躍的に増大した。そして、弁護士業務の広がり
とともに弁護士の在り方自体が多様化してきている。
弁護士のライフサイクルも、勤務弁護士→独立して事
務所を構える→勤務弁護士を雇用し親弁となるという
単純なものではなく、企業内弁護士として勤務する形
態や、任期付公務員として一定期間勤務する弁護士、
また法テラスの弁護士など、様々なライフサイクルが

存在するようになっている。法曹の職業の選択肢が修
習終了時に一生の判断とされることがやや弱まり、法
曹になってからの職種や弁護士の在り方の流動性も高
まりつつあると考えられる。このような中で未だ弁護
士任官のハードルは高止まりしている感がないわけで
はないが、今後このような多様化が一層進むことによ
って任官希望者の増加が見込まれることになるのでは
ないかと期待されるところである。
（3） 非常勤裁判官経験者の増加
　さらに非常勤裁判官制度の定着が挙げられる。先に
述べたように全国で609名の非常勤裁判官が誕生した。
週一日、調停官として、裁判所で執務することにより
経験を積むことで、常勤裁判官についての適性の判断
や、心理的な障害も除去されていき、常勤裁判官を具
体的な目標として目指すという環境も以前にまして整
備されている。そこから現実に非常勤裁判官から常勤
裁判官に任官した例は、2006（平成18）年以降18名生
まれており、今後非常勤裁判官の推薦、選抜にあたっ
て考慮することもあり得るであろう。
　以上のことから、長期の低迷期から脱する環境は
徐々にではあるが整いつつあるのではないかと考えら
れる。これらの環境の変化に対応し、積極的に人材を
発掘・推薦するための手立ての検討が重要である。
（4） 今後の課題、特に直近の取組みについて
　上記の変化に対応する様々な組織的取組みが必要で
ある。地道な努力により多様な人材を発掘する組織的
方策の強化が必要である。現在東弁で取り組んでいる
アンケートからピックアップした名簿の作成と働き掛
けを、法友会においても、より一層組織的・継続的に
対応できる体制とすることが必要である。そのため早
期に任官推進を継続的に担う組織を少人数のPT等で
まず復活することから再出発すべきであろう。


